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森林の利用 と環境権

1.は じめに;課 題と方法 ・

森林は、林産物の他にさまざまな環境便益を生みだしている。この環境便益は、森林所

有者がその利用を独占することが技術的に困難であり、いわゆる排除不能性を有するため、

森林は公共財的性格をもっということができる。そして公共財は、いわゆるビグー税もし

くは補助金等、適切な外部経済の内部化政策が採用されない限り、過小(外 部不経清の場

合は過メ=)供給に陥る傾向があって資源配分に歪みを生ずる。

一方
、多くの公共財がそうであるように、森林は少なくともわが国の気候 ・風土におい

ては人間の生存や社会的 ・経済的 ・文化的活動に不可欠なものであり、 この意味で宇沢弘

文のいう 「社会的共通資本」であると解される。っまり森林への過小投資は、市民生活の

ための社会的ミニマム水準の維持を困難にすることを意味するとさえいえる。このように

森林に対する投資を市場機構によってなされる水準以 ヒに高めることは、効率的な資源配

分および、シビルミニマムの維持の両面から必要とされる。以 ヒはすでに多くの論者によ

って指摘されてきたところである。

1970年代半ば以降、木材価格(間 伐材の価格を含む)が 低迷を続け、林業の内部収益率

が とみに低 ドしたことと、ちょうど同 じ頃、1950年 代前後から急速に進展 してきた拡大造

林による人工林が生育途上にあって主伐による所得のないうちに伐り捨て閥伐などの保育

投資を必要とするようになったことが林家の家計を圧迫し、必要な保育投資が・卜分行えな

い状況 になってきた。これを背景に、森林の環境便益に見合 う公的な財政投入の拡大が林

業サイドから叫ばれるようになっている。民有林はもちろん単年度収支の特別会計制度を

採 り、高利率の財投融資を うけている国有林はなおさらである。林業サイ ドの危機感を反

映 して、森林の環境便益の物的タームおよび貨幣タームでの計量化の試みも行われてきた。

こうした便益評価は、とりわけ貨幣タームでの計量において困難が多く、多 くの課題を残

しなが らも、林業部門への追加投資が社会的にみてペ イするという経験的事実を攴持 して

いる。

さて、このとき、森林 に対 して適正な水準の投資を行うために必要な費用を誰が負担す
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べきかが問題となる。

森林 ・林業部門にっいては、20世 紀初頭以降、民有林に対する泊山 ・造林 ・林道などを

中心 とした公的部門による補助金支出や融資のほか、国有林の直輻治山などへの 一般会計

からの財政投入が行われたけれども、それ以外の部分の多くは森替所有者「1身が負担 して

きた。

公共財的性格が強 く、社会的共通資本としての性格 ももっ点で森林と頬似する僑や公民

館は、公共的な(正 確には集合的な)利 用のために合目的的に新たに建設される施設であ

る。これに対し、森林の環境便益は、占くから林産物生産 と両立する範囲で実質的な森林

所有者による管理が行われ、不特定多数の人々に供給されてきた経緯がある。この意味で

森林はまさに共有資源である。それゆえ、そもそも森林所有者には環境便益の供給への対

価を公的部門ないし受益者に要求する権利は存在 しないばかりか、無償で環境便益を供給

する義務すらあるのではないか、との見方も成立する。竹中 譲にならってD、 本稿では

これを 「環境権の帰属 」の問題 と呼ぶことにしよう。すなわち、本稿における 「環境権」

とは、 土地利用にともなって発生する外部[不1経 済のうち、とくに影響が広範に及ぷも

のの利用権である2㌔

森林 ・林業における環境権にっいては、竹中のほか、熊崎 実、小瀧武夫らによって議

論されている。経済学の価値中立性を潔癖に貫けば、熊崎の いうように 「先験的には決め

られない。価値判断の問題」になるであろう。公正規準と して何を採用するかで、答えは

変わってくる。熊崎は社会的最弱者の立場に身を置くという 「ロールズの公正第2原 理」

を示した31。

のちにみるように、水源林基金の設立に際 し、流域の 上流山村側は 「高度成長期を通じ、

苫しい中これまで懸命に山を守り育ててきた」旨を下流都市部側に訴 え、それなりの説得

力を生み出すことに成功 している。山村側が 「苦しい(苦 しくなった)」 かどうかは、環

境便益を生み出すための森林管理の適正水準とは本来なんら関わりがない。しかし、誰が

質用を負担すべ きかには大いにかかわってくる。この事例 も、 「環境権の帰属 」の問題が、

地域間の所得分配や、過去の経緯にからんだ公正の側面を考慮 して初めて接近可能である

ことを示唆 している。

小瀧が強調したように、林業はあくまで木材生産を目的 として資本と労働力を投入する

経済行為であって、環境便益はその結果として生 じるにすぎないのかもしれない。岡村明
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運が 「打ち出の小槌丿と形容 したよ うに`.、 「国土保全」といった環境便益にかかわるス

ローガ ンは、林業関係への財政投入を強く促すために林野官僚によって利用されてきたと

いう一面も否定できない。通常の林業生産活動は林産物と環境財 との結合生産であるとい

えるか ら、そのいずれが生産者にとっての主観的な目的であるか という問題に対 し経済学

は、結果として同 じ資源の投入により同じ財が生産されるのであれば社会的な厚生水準に

は影響 しないという意味において無闃心でいられるけれど、環境権の帰属を考えるhで は

一概に無関心ではいられないかもしれない
。

このように、この問題は伝統的な経濟学の理論のワクを超えており、容易に定式化を許

さない(強 いていえば社会的厚生関数の決定という、多くを語ることの因難な分野に属す

る)よ うにみえる。

ところで、環境権の帰属 という問題は、森林に限 らず、あらゆる土地の所有 と利用に共

通する問題である。一般に、土地の所有と利用を巡っては、資本主義経済の発展にともな

いさまざまな対立 ・紛争が生じてきた。 こうした紛争を実際に処理 してきたのは行政や司

法、あるいは立法などの、法律にかかわり合いの深い分野である。 「われわれ法律家は…

望ましい行為を定義するという暫学的課題に否応な しにとらえられている」5'と いうよう

に、価値判断の領域に踏み込んで問題を処理しているのである。所得分配や公正を論じる

ヒで、実際の紛争解決の上でこれらがどのように扱われてきたかは、十分検討に値するも

のと考えられる。土地所有権の中に本来的に含まれる権利の範囲如何といった規範的な屯

論はそもそも法的分野の得意 としたところなのである。

法的分野では、公害問題を契機 として日照権、入浜権といった新 しい人権のプログラム

が議論されるようになり、新 しい權利の帰属如何が社会の分配公正 上の 大きな問題となっ

てきた。これを うけて1970年 代以降、経済学者の側からも 「環境権」にっいて、村L泰 亮

の先駆的考察を初めとして、浜田宏.一、岩田規久男、宮沢健一な どによる余剰分析を援用

した接近が試み られ、大きな成果をあげている6㌔ 逆 に、 この分野における法学研究も、

経済学の成果を積極的に摂取する傾向にあり、双方か らのこうしたアプローチが 「法と経

済学 」という学際的な新分野を生みっつある。

「環境権の帰属」への接近がこれほど多様なのは、繰り返 しになるが、ひとえにこれが

規範的命題だか らである。規範的命題だからこそ、その分析において実証的視点が欠かせ
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ず、 また、法的分野の所論が有用となる。 しかし、なお、その定式化においては経済学の

分析 手法が有効で、たとえば余剰分析は権利関係の二重計算や数え落と しを回避したり、

諸権利相互間の対抗関係を明らかに したりするのに有益なのである。

こうした接近と併行して、行政の分野ではt地 利紺権の調整のための新 しい現実的な政

策手法も提案され、その一部はすでに実施 されている。 さまざまな権利の束である土地利

用権の中か らLっ の権利をとりだして、これについて公的機関が土地所有者との間に売買

や貨貸借や交換契約を結ぶという手法がその1っ である。

環境権もこうした権利の1っ と考えることができるから、このような政策手法の発想や

運用実態は今後の森林政策を考えていく上で大いに参考になるであろう。

以 ヒのことから本稿においては、経済学的な問題のフレームワークをっねに念頭にお き

なが らも、環境権の帰属というこの問題が、法律論や関係事例においてどのように扱われ

てきたかに分析の重点を置くこととした。

まず2.で 土地利用規制一般における環境権の扱 いにっいてその背景および実態につい

て法律論を中心に述べ た上で、環境権論の登場 とその問題提起を概観する。3.に おいて

は、 こうした議論が森林利用の上にどうかかわっているか、森林利用覘制の問題点を理論

的側面と具体的事例の分析の両面からみる。そして最後に4.に おいて若千の考察を加え

ることとしたい。

ここで事例としては、戦前の明治40年 森林法に基づ く保安林の損失補償、1970年 代後半

以降の水源林の流域全体による費用負担、今後応用の可能なTDR(諷 渡性開発権制度)

をとりあげる。保安林の損失補償は制度的には明治30年 森林法で確立されていたものの、

彜鱇借置は1950年 代半ば以降初めて確立され、実質的な運用が始められた施策であるが、

本稿であえて戟前の事例を取 り上げるのは、戦前では極めて例外的なケースであったこの

損失補償事例をみることによって、逆に資本主義の未成熟であった当時なぜ 一般的に補償

が行われなかったかという問題や高度に資本主義化 した今日行われている補償の考察にあ

たっての一助となると考えるからである。

全体として経時的に3っ の事例をとりあげているが、あるいはこれ ら相71:の関係が論理

的にあいまいになっているかもしれない。本来、このような分析においては深い歴史的な

洞察が不可欠であろう。
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たと えば、 林地 の転 用鋭 制 】っ と ってみ て も、 異な る時 代 ・地域 に おい ては 意味が 違 う

ので、 比 較 には注 意が 必 要と な る。 森 林を 含ん だ国t条 件 の全 体が ど うい う状態 で あ り、

全体 的 にど うい う規制 政策 が 実施 され て いるか。 ど うい う用途 への 転用 圧 力が かか って い

るか。.一 方、 転用 しな いで 林 業生 産を 行 った場 合の 収 益如 何。 ま た、 その用 途 への 転用 は、

① 当該所 有者 に とって、 ② 国 民経 済的 に、 ③生 態学 的 に、 ④ 長期的 に、 合理 的 か。

こ うした検 討な しに、 ある 時代 のあ る地 域の 森林 利用 の 親制 が 制度的 に う まく機 能 して

い たこ とを もっ て、 時 代や 地 域の 智恵 な どと単 純 に評価 す る こと はで きな いの であ って 、

これ を 正確 に評価 す るこ とは も とよ り洩学 非.7の 筆 者の な し うる とこ ろで はな い。 ただ 、

経渚 社会 の変 化が 森杯 環境 に 関す る権 利の 分配 を ど う変 化 させ たか 、 とい う問 題は っね に

籍者 の関 心 事であ っ た し、 少 な くと も表面 的な 問題 点の 変 化 を指摘 で きた 部分 はあ るか も

しれ な い。

また、 法律 論 にっ いてか な りの 部分 を削 い てい るに もか か わ らず 、門 外漢 の 察者 の初 歩

的な 誤解 や曲 解が あ るか も しれな い。

これ らの点 にっ いて、 大い な るご批 判.ご 教 示を い ただ け れば 幸い であ る。
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2.環 境橇と土地利用現制=法 律論を中心に

上地の利用はなべて、なんらかの外部性(外 部経済ないし外部不経流)を 伴 う経済行為

である。隣人や地域社会に全 く影響を与えないような土地の利用とい うものがかなり閑難

である以 上、七地の所4ゴ者に対し無制限な利用権が社会的に認められることは今日におい

てはまずないといってよい。とりわけ資本主義経済の展開によって近代的な産業が成立 し

都市が発達する過程で、 土地利用の外部性は顕著に増大し、 いわゆる 「市場の失敗」をひ

きおこさないためにはなんらかの規制が不可欠になってきた。都市計画制度の用途地域規

制、産業公害にたいする種々の規制等々がそれである。

土地利用規制の厳 しさには土地利用の背後にある社会経済条件によっていろいろな レベ

ルがあろうが、ある土地の利用をあるレベルに制限することになった場合、士地所有者に

とっては、規制のレベルそのものよりも、規制の見返 りとして補償がえられるかどうかが

大きな関心事となる。も し補償がある程度えられるのであれば、L地 所有者の負担は軽 く

なるであろう。

一方、隣人や地域社会にとって有害な行為を禁止するための制限ではなく、有益な行為

を促進 させ る政策もとられる。この場合もやはり、土地所有者にとっては、助長のための

投資にたいし、資金助成がえられ るかど うかが大きな関心事となるのはいうまでもない。

これ らは まとめて、t地 利用の外部性の内部化費用を誰が負担するかという問題である

と解釈することができる。本章ではこの問題に対する法律分野での扱いを中心に議論する。

まず 「lU土 地所有権の社会的制約に関する議論 とその背景 」において、 イニ地所イ{権をどこ

まで補償な しで規制できるか、 といった問題を扱う。次に、 「12!環境権論の登場 」では、

とくに環境保全を目的とした土地利用覘制にっいて今の問題を扱う。最後に 「[31経済学か

らの解釈と批判」でこれら川[21の 議論を経済学的に検討することとする。
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卩It地 所有権の社会的制約に関する議論とその背景

所有権に対する考え方は時代や社会によってさまざまに変容している。これは、 一見 「

人と物 」の関係を指すと思われる所有権のあり方が、実は、その時代 ・その社会での 「人

と人」との関係を投影 したものであるからであろうP。

財産権の1っ である土地所莉橇 にっいて歴史的にみると、国t保 安、社会資本の維持管

理といった消極的な行政目的のための規制から、教育 ・文化 ・厚生、農林政策などの積極

的な行政r1的のための規制へ と、資本主義の発展に伴い、規制の内容は拡大 ・多様化して

きた。これは、財産権の利己的側面よりも、社会的側面が しだいに重視されてきたことを

意味する。これに伴い、 土地所有権には 「社会的制約 」(な いし内在的制約)が 存在する

というのが法律論では一般的になっており、このことが公共目的のための土地所有権制限

に対する損失補償の要否の議論の前提となっている。

本節では、補償を要しないといわれる消極的な行政目的のための規制(相 隣関係、警察

規制)に っいて簡単に触れた後、公用制限 と潰失補償の問題にっいて述べることとする。

註

D甲 斐道太郎ほか 『所有権思想の歴史丿有斐閣,1974.pp4-7(稲 本洋之助)

H相 隣関係と警察規制

「汝のものを所有するに他人のものを害せざるがごとくこれをなすべし∫とニューサンス

に関する英米の法格言にいうごとくa、 財産権にはおのずか ら限界があるとされる。市民

革命期に封建的な規制を排除して確立された 「客体から無制限に収益を得る自由、客体を

無制限に処分する自由」を内容とする財産権Pに は利 己的側面のみならず社会的な側面が

存在するからである。この社会的側面とは、高原によれば射、たとえば生産手段の所有の

偏在によってもたらされる不平等な労使関係といった、富の分配その ものにかかわる根本

的な問題を含んでいるが、本稿で扱 うt地 利用の外部性も財産権の1っ である土地所荷権

の 「社会的側面」に含まれるのは当然である5㌔
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このうち、とくに隣人との間の外部性が問題となるのが相隣関係である。19世 紀末に制

定されたわが国民法においてその規定をみることができるが、その起源はローマ時代にさ

かのぼ るといわれる6㌔

ここで、相隣関係とは 「隣接する不動産所有権の共存の目的の ために坐ずる所有権内容

の当然の拡張と制限1で あり、 「契約による所有権の拡張 ・制限 」である地役権とは区別

される民法学上の概念である。具体的内容としては隣地使用権(立 入権)、 隣地通行権、

水関運.境 界関連、境界線付近の工作物建造関連などがあり、他人の侵害を忍容する義務、

あるいは自らの権能を臼由に行使しない義務を規定 している。森林関係では、竹木剪除関

連(233条:枝:剪 除請求權、根:蔵 取権)の 規定が知られている%

相隣関係によるこのような規制は、隣人間で所有権を相互に主張すると対立が生じるよ

うな、資本主義の発達以前から存在 したケースにっいて、 いわば 「おたがいさま」の思想

によって双方に最小限の受忍を求めるものであろう。外部経済の法による内部化と解釈す

ることが可能であるがe㌧ 相隣関係による規制によって処理 しうる外部牲は当然ながら限

られた狭い地域での外部性のみであった。

警察規制(警 察制限ともいう)は 、行政法学の屠語で、相隣関係よりも広範囲に及ぶ外

部性を処理するための規制であることが多く、公衆衛生、災害予防といった 「社会公共の

秩序を維持 し国民の安全を守 り危険を防止するための制限 」9.である。 このため行政はそ

の行使にあたって補償を要しないとされる。当初、 その目的は公共の災害の除去 ・予防と

いう消極的な目的か、直接に社会全体の利益となる場合に限られたが、その後 しだいに拡

大している聖2㌔

補債を要 しない警察規制re駟lationと 補償を要する収用takingと の区別を掩めて厳

箔に行ってきたアメリカでは、 この警察規制の拡大過程がとくにはっきりと現れており、

従来その行使の目的が制限されていた讐察規制は、今日では 「一般的福祉概念の拡大によ

って、…目的に関する制限が実質.Lほとんど存在 しないという状態に近 くなっている」目

'と いわれる
。都市計画の分野で 「人口の大部分が小さなコミュニティの中に住んでいるか

ぎりは、住宅用、商業用、工業用という大まかなゾーニングが適当だった。人口の増大と

都市化の進展にともない、20世 紀の半ばには計画の必要性が より強調されるようになった。

」匸2レというように、 この拡大は資本主義社会の発展、夜警国家から福祉国家への発展に伴

うものである。そして無数の裁判を通 じて土地所有者とのコンフリク トを繰 り返 しながら
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規制の範囲が拡大するにっれ、 しだいに収用と規制との区別が薄れるに至っているという

1}L

わが国においては学説上 「警察覘制(警 察制限}」 に対 して 「公用制限 」という言葉が

あるが、その区別は必ず しも明確ではない。今日的な解釈にっいては後述するが、実態的

には戦前はいずれにせよ過度に規制する方向で運用 され、戦後は逆に規制に消極的であっ

たといえよう。1889年 に発布された明治憲法において公益目的で法律の規定する処分以外

にっいては所有権の不可侵性を規定していたけれども、実際には権利意識が低 く、 「公益

という名目の下に所有権が制限されることは深 い抵抗もな く容易に行われ碍た」=`〕。第一一

次大戦以降、 「所有罐は義務を伴う」と規定したドイツのワイマール憲法(1919年)の 影

響により、所有権の社会性の思想は、一方で社会主義思想との結びっきが警戒された反面、

1930年代以降わが国が軍国主義化するにっれて 「統制主義的私権制限の思想的根拠に転化 」

したといわれる;5b。 第二次大戦後、私権の制限にっいてみられるある種の警戒は、 こうし

た戦時統制の経験によるものであろう。新憲法には所有権の社会的性格が明記されず、こ

れに基づく戟後の開発法制は昭和30年 代には 「公共性の制約のない私的 土地所有権」を実

現 した16'。 その後規制を強化しようとする動 きはあったものの、原則的に開発自由、とい

う考え方で農林地の転用を促進 したため、公共目的のための規制には一定の基準を満たし

た場合 には補償 しなければ公平が保 たれないのが現状である。以下、項を改めてわが国の

新憲法Fに おける土地利用規制と損失補償にっいて 「公用制限」を中心にみることにする。

註

Z)寺尾美子 ・高橋一修 「アメリカにおける土地利用規制と損失補償」 「環境研究264,198

7,ppa7

3)具体例としては、1804年 の フランス民法典(ナ ポ レオ ン法典)に 「所有権は、物 にっい

て、法律または規則によって禁止される使用を しないかぎり、もっとも絶対的な方法で、

物を享受したり処分 したりする権利 」(544条)、 「いかなる者も、公益を原因とし、正当

かっ事前の補償によるばあいでなければ、その所有権を譲渡することを強制されない」(

545条)(篠 塚昭次r土 地所有権と現代 一歴史からの展望』日本放送出版協会,1974,pp55)

という規定があるほか、亘888年の ドイツ民法第 一草案には土地所有権の絶対性 と自由が規

定され、 イェー リングやギールケの批判を受けた(同 書pll8)。 また、1896年 の ドイツ民
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法も 「所有権を、純然たる私権および財席権と して、憊人の排他的権利範囲にいれてしま

った」といわれる(同 爵pl19)。

4)高原賢治 「財産権と損失補償』有斐閣,1978.pp2-7

の高原の強調する意味での社会的側面は、 土地所有罐の場合、地 セの借家人に対する優越

性といった問題に相当するであろう。これにっいてはt地 所有権の絶対性のもたらす問題

と呼び、外部性を内部化 しないようなt地 利用を七地所有の臼由性のもたらす問題と呼ん

で区別すべきである、 との議論がある。水本 浩 「土地所有権思想の変遷」 「ジュリス ト.'

476,1971,PP89

6)「人間の生活の全領域はすでに先人によってその峯も谷もきわめられ、何から何 まで手

当てずみであるかのように恐う人もある。イーヴリンの述べているところによれば 『賢い

ソロモンfは 木と木との距離までさだめる勅令を出 した。ローマの奉行は、人は何回まで

隣人の土地 に立ち入るべきかを規定 した。』」Thoreau,HenryDavid=Walden,orl,ifel

ntheWoods,旦854.邦 訳 「森の生活」(神 吉三郎訳,岩 波文庫」979,pp26)。

7)我妻 栄 「物罐法』岩波書店,1952.pp184-198

の成田によれば、民223概 要=「t地 の所有者は隣地の所有者と共同の費用負担で界標を

設置できる」、民224概 要:「 界標の設置及び保存の費用は相隣者平分で負拘する」など

はこの典型である。成田 博 「外部経済の法律による内部化 」 「昭和59年度 「環境科学」

研究報告3環 境の理念と保全手法(第2分 冊)ご(森 島昭夫絹)1985,pp66

9)阿部泰隆 『国家補償法上有斐閣,1988.pp271

10)今日のわが国における警察娩制の例としては、宅地造成規制法8条 、地すべり等防1ヒ法

18条、建築基準法9条 、10条 、急傾斜地の崩壊による災害の防lhに 関する法律7条、消防法

29条1項 、2項 などがある(小 高 「上地利用覘制 と損失補償をめぐって」 『環境研究249,1

984,PP52)o

lD寺 尾美子 ・高橋一修 「アメリカにおける七地利用現制と損失補償 」 『環境研究』64,田

87,PP4コ

12)Peしricios,N.N(ed):International闘andbookonLandUsePianning,Green冒ood,1986

,PP505

13)寺尾 ・高橋 「前掲論文」.pp43-45。 また、わが国においても 「かっては公害行政も警察

の一種であり、建築行政も建築警察で、衛生行政も衛生警察ということで、出発点は皆警

察行政であったわけであるが、今日ではもっと積極的な意味をもった行政として展開しつ
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っある」といわれる。磯部 力 「土地利用規制と攅失補償一行政法学の祝点から」r環 境

研究護64,1987.pp70を 参照のこと。

1の水本 浩 「前掲論文」.pp90。 なお、3章 の【21節にみるように、権利意識の低さととも

に、 当時政策によって確保される必要のあった 「公益 」の内容は今日よケもはるかに、社

会のある構成員にとってのsubslstence■ini馴 日にかかわるものであったことが、所有権

の制限され易かったもう1っ の理由であったと考えられる。

15)水本 浩 「前掲論文」.pp90-93。 なお、ワイマール憲法にっいては証18)を 参照のこと。

1の梶井 功 ・利谷信義く対談〉 「i二地問題を考える一経済学と法学の視点から」 「法律時

轍諺59-11,1987,PP8-9

1-2公 用制限と損失補償

1-2-1憲 法 ヒの根拠ロ,

日本国憲法第29条 は次のように覘定している1凵。

第29条[財 産権]

1財 産権は、これを侵 してはならない。

2財 産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定める。

3私 有財産の内容は、正当な補償の 「に、これを公共のために用ひることができる。

解釈 には諸説あるが、第1項 は具体的な財産の不可侵および、私肩財産制の保陞の規定

であるとされる。第2項 にっいてはこれを第3項 と独立したものとみな して、公共の福祉

に適合するような法的規制は補償を要 しないとの説もあるけれども、第2項 と第3項 はワ

ンセッ トになっており、公共の福祉に適合する覘制でも補償を要するものもあるとの解釈

もある。これらの解釈の当否は 「公共の福祉」の具体的内容 に依 るのであり、ここで詳 し

くは立ち入らないが、財産権には社会的制約が存在するけれども、補償を要する場合と要

しない場合 とがある、と解釈する点では共通している。

第3項 にいう 「公共のために用ひる」ことの内容には、公用収用のみならず公用制限も

含まれるとされる。 したがってここでいう 「補償」とは公用収用の場合は買取を行った財
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産への対価、公坿制限の場合には韻失補償を意昧する。

第3項 を、立法者はプログラム現定と考え、具体的な補償規定は公用収用や公用制隈を

定める個々の法葎に現定すべ きであるとしていた。そこで惆々の立法をみると 「政治的な

要求が非常に強いために」、社会的制約の範囲内であっても 「損失補償規定をおいてきて

いる例は相 当ある」=初 という状汎にあり、補償規定をおく基準はまちまちであった。なお、

わが国の補償規定は、いわゆる通損補償で、 「…よって通常生ずべき損失を補償する」と

しているのにとどまるのが一般的で、 その具体的な内容は結局は裁判所が決定することに

な り、立法者に差し戻すべき場合は少ない勘 。 その後、1968年 に、補償現定がなくても1二

の第3項 に基づいて直接補償を講求補償できるという解釈が判例上確定 したため、個々の

法律において必ずしも補償の規定をおく必要がな くなっている2D。 なお、次童に述べる森

林法の保安林損失補償条項は、新憲法.ドの公用制隈に対す る損失補償としては初めての明

文規定であった。表〔2-11に各種法緯に基づ く土地利用規制にかかわる損失補償規定 一覧を、

表【2-21にこの うち環境保全を主要な目的とする法律 に基づ くf二地利用規制と損失補償(買

取りを含む)規 定の有無を示す。
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表[㍗・2]臼 黙保護曽のための規朝にともなう救液搆置ほ蛩表[㍗・2]臼 黙保護曽のための規朝にともなう救液搆置ほ蛩
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1-2-2損 失補償の要否22}

一般に、攅失補償は 「遭法な公権力の行使によって加えられた財産hの 特別の犠牲(be

sonderesOpfer)に 対し、全体的な公平負担の見地か らこれを調整するための財産的補償」

と定義されることからわかるように、 その根拠は財産権の保障と公平の原則である。最近

はこれに加えて生活権補償の観点も加味する考え方がある3㍉

損失補償の要否については梯々の考え方が捷起されている。侵害が一般的(不 特定多数

の者に及ぶ)で あるか、個別的(特 定範囲の者にのみ及ぶ)か という形式的基準と、侵害

が本質的な程度に至っているか、財産鞭内在的な制約の範囲内にとどまっているかという

実質的な基準の2つ にっいて客観的 ・合理的に判断 して決める、というのが通説であった

が、このうち形式的基準は有用性に乏 しいため、実質的な区別の貝体化が問題となる。こ

こで、具体化が必要なのは、抽象的な 「内在的制約」論のみでは先に触れた戦時統制のよ

うな公権力の乱用を招 くおそれがあるからである。

さて、この実質的な基準としては、財産権の 「本来の効用 」を妨げるか否かによって区

別する今村説が有力であるとして、阿部は次のように図式化 している(0は 要補償、 ×iご.

無補償)。

一 一{::1:二1∵ 

財産権の制限

一 一 くll纖雛:覚』
。

ここで、 「本来の効用」とは、例 えば土地利用の場合、所有者が従来からその場所で林

地として利用 してきたのであれば、林地としての利用からえられる効用を意味する。 した

がって、この場合 「①本来の効用を妨げ る」というのは、林業生産に攴陬を及ぼすような

規制などがあてはまり、 「②本来の効用は残る」というのは、林地転用脱制などがあては

まることになる。
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c,の例としては都市計画法に定める用途地域制度があり、無秩序なf二地利用から生ずる

住工混在などの防止により、その土地の利用効事を高める24'こ とと、相互に制限しあって

相互の利益になるという相隣関係的思考、および制限が軽微で、相当に自由な利用ができ

る点から、補償は不要である。 ・方、d.と しては重要文化財の保護や自然保護のための宅

地開発説制などが該当するが、臼然公園法による山奥の採石の制隈などは該当するかどう

か微妙であるとしている。

警察制限と公用制限という区別は行政目的による区分であるが、阿部によれば実質的草

準説を具体化する説明である。 「あくまでも本質的に消極的な、現在ある公共の安全秩序

を守るための」警察制限 とは異な り、公用制限は 「より積極的な秩序をっくり1=げるとか

開発整備していく」という公共目的のために課される制限であるとされる29。

警察制限は①の場合であっても補償を要 しないとされるが、 「本質的な制限」には補償

が必要との反論がある。また、逆に、公用制限であっても軽微なものは社会的に受忍すべ

きとされる。

公用制限について小高鋤 は、これをさらに 「負担制限」 「用途地域制」 「保全地区勘

の3っ に分類 している。 負担制限は、現行の公共事業や公共施設管理 ヒの安全の確保、あ

るいは将来行われる公共事業の円滑な遂行の確保を目的として課せられる公用制限で、孑..1

川保全区域(河 川法54条)、 都市計画法53条 などがあり、財産権に内在する社会的制約の

範囲であるとして補償を要 しないものとされる点で警察制限と共通している。用途地域制

は先に今村の分類の②C.の例 として挙げた都市計画法8条1項 に定める制度であって、現制

の根拠としては相隣関係的思考が強いとしている。保全地区制は用途地域と同様なゾーニ

ング 桑法で、自然公園法第10条、17条 などにその例をみることができ(表[2-21参 照) 、 「

一一定の財産権行使にっいて行政庁の許可制のFに おき
、許可を得ることがで きないとき、

あるいは許可に条件が付せられていたために損失を受けたときに通損補償を定めているの

が通例 」である。 これらは現状凍結型規制なので②に属することになり、後にみるように

判例のほとんどは補償不要、すなわち②c.に 属するとしている。

このように、損失補償の一般的な要否は非常に複雑な議論なので、具体例をみたうえで

もう.一度検討 したい。ただ、 ここでいえるのは、損失補償の要否を判断するファクターと

して、ア.消 極的な規制か積極的な規制か、イ,従 来利用の継続の強制か従来利用の否定
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の強制か、ウ.相 隣関係的思考が適用できるか否か、エ.所 有者自身にとっても利益とな

る規制であるかどうか、などがあり、これらが複雑に絡み合 っているということである。

以 下、土地利用規制に伴う損失補償の制度的な類型にっいて整理 した ヒで、具体的な判例

をみていこう。.

i-2-3損 失補償の類型2D

土地利用現制に伴 う損失補償の多くは、先にみたようにいわゆる通横補償をすると定め

るにとどまり、それぞれの補償の範囲、要件等は不明確である。そこでとりあえず、権利

制限を課す公権力の行使の態様により損失補償を分類すると以下のようになる。

①指定袖償1一 定財産の利用制限が課せられることとなる指定行為による損失に対 して行

う補償(森 林法35条 一保安林指定に伴う損失補償)

②不作為補償=私 人に対 して一定の不作為義務が課せられている場合に、 当該不作差に.11

り生 じた損失に対 して行う補償(文 化財保護法45条2項 、8重条2項)

③不許可補償:私 人が行う一定の行為を行政庁の許可制の 下にお き、私人の許可申請に対

して不許可処分が行われたときに、当該不許可処分により生 じた損失に対 して行う補償。

通損補償の中で最も多い補償類型。(自 然環境保全法33条i項.自 然公園法35条1項 、占都

保存法9条1項 など)

④付款補償=私 人が行 う一定の行為を行政庁の許可にかか らしめている場合で、許可に条

件その他の付款が付せられることにより生 じた損失に対して行 う補償。(自 然環境保全法

33条1項 など)

⑤ 下命補償=私 人に対して一定の行為を行 うことを命 じた場合に、これによって生 じた損

失に対 して行う補償。(自 然環境保全法33条5項 など)

⑥受忍補償=私 人に対して行政庁の行う行為を受忍することを求めた場合に、 これにより

生じた損失に対して行 う補償。(文 化財保護法4!条、52条1項 など)

このほか、明文規定を設けていない場合、所有者は憲法 に基づいて直接補償を請求でき

るのは前にみたとおりである。

このように種々のかたちで多くの規定があるにもかかわらず、現実に補償が行われる事
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例はほとんどなく、 「この税の補償がなされているものとしては、森林法が定める保安林

指定に伴う損失補償を除 き見当たらないといってよい」ど といわれる。なお、森林法は形

式ヒ指定補償であるけれども、実際には3章12[に み るように立木が伐期に達した時点で初

めて補償が開始されるので運朋Lは 不許可補償に近い。 一

】-2-4判 例にみる土地利用にかかわる公用制限と損失補償

主要な判例を表[2-31に 示す。このうち少なくとも自然公園法関係は、この表に挙げられ

ているものでほぽ全てである。このように判例が少ない理由として宇賀はそもそも不許可

処分自身が きわめて少ないということを指摘している。さらに不許可処分の少ない原因に

っいて宇賀は、 「申請受理前の行政指導が有効に機能 していること、私権との調整が困難

な堀合興いLげ 制度も用意されていることにもよるが、…自然公園法35条 の損失補償の要

件、内容が不明確であ り、 十・分な予算要求ができないため、不許可にした場合の補償請求

をおそれて、不許可とすべき場合でも許可 して しまったり、場合によっては地区指定すら

ためらうような運用がなされがち」であるからであるとしている～9.。

表か ら明 らかなように、補償を認めたケースは皆無であるが、補償を却下した理由はさ

まざまであ り内容的な検討が必要である。以下、表の番号にしたがってやや詳しくみてい

くことにする。

参考判例から先に簡単に述べておく。Aは 、農地法20条 に定める農地の貫貸借の解約等

の制限規定が、小作人の立場を保護するという民主化目的に基づ く現定であって、憲法29

条2項 にいう 「公共の福祉」にかな うので合憲としたものである。 重二地利用の外部性の内部

化を目的とした規制事例ではなく、 土地所有橇の自由性を制限する事例としてとりあげた。

なお、 本章1-1の 註5)を 参照 されたい。また、Bは 、損失補償を直接求め た判例ではなく、

補償規定をもたない法令の合憲性が 争われ、規定がない場合でも慰法29条 に基づき直接補

償請求ができるので合憲、 とした判例である。なお、本章1-2-1を 参照 されたい。以 ド、

個々の判例にっいて述べる。
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表12一剖 土地利用の公用制限と損失補償に関する主要な判例

判決年月H補 償の要否 概要

①最判Sコ8.6.261刑集17-5=p5211否 従来耕作利用否定の条例は合憲.警 察制限

②最判S50.3」31判 時7711p31】 一 風致地区内の補償規定欠く条例は合憲

③津地判S52,341【 訟月23一ユ:p5161否 文保法史顕名勝採石不許可.期待利益無

④岡山地判S53.コ.8[訟月24-3=p5291一 自公法10,17条 の指定無補償は合憲

⑤広島高判S55.10,211訟 月27-1:p1851一 臼公法10、17条の指定無補償は合憲

⑥束京地判S57.5.3i[判 時1047=p73}否 自公法特地採石不許可.地 価不低落

⑦東京地判S60.L301行 裁例集36-llp421一 自公法不許可補償の憲法直接請求否定

⑧東京高判S60.8.281判 時ll7?:p49】 一 自公法不許可補償の憲法直接請求否定

⑨東京地判S6L3.17[判 時11911p681否 自公法特地採石不許可.内 在的制約

⑩秋田地判S62.5.1U訟 月34-1:p4U否 自公法特地立木伐採不許可

⑪最判S62.9.22[判 例築未登載]一 自公法不許可補償の憲法直接請求否定

⑫東京高判S63.4.20[行 裁例集コ9-4:p281】否 自公法特地採石不許可.内 在的制約

〔関連判例コ

A最 判Sユ5.2.101民集14-!37】 否 民主化目的の農地法20条 は合憲.公共樹,1

B叢 判S43.U.271刑 集22一里2:pl402}憲 法に基づく直接禧俄請求を認む。本稿1-2-1参 照

注:「 文保法」は文化財保護法、 「自公法」は自然公園法、 「特地」は特別地域、

「刑集22-12=pi402」 は刑集22巻12号1402頁

をそれぞれ意味する。

メモ

①奈良県ため池条例

②札幌=風 致地区内建築等規制条例

③京都=文 化財保護法史蹟名勝

④⑤岡山:氷 ノ山、後山、那岐山国定公園および同特別地域(・ 審、控訴審)

⑥小豆嵩=瀬 戸内海国立公園特別地域

⑦⑧⑪南伊豆=富 士箱根伊豆国立公園特別地域(一 審、控訴審、 ヒ告審}

⑨⑫室生赤目肖山国定公園(一 寄、控訴審 〉

⑩島海国定公園特別地域

Bfll`台:河川付近地制限令
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①は警察制限に関する例である。 「奈段県ため池条例」に関する判決で、 「災害を防11=

し公共の福祉を保持するhに 社会生活Lや むを得ない」制限(っ まり先にみた警察制限)

にっいては誰もが財産権行使の制限を受忍すべきであり、憲法29条3項 の損失補償は不要で'

あるとして、以前から長年ため池の 「堤とう丿で耕作を行ってきた被告の耕作を禁止した

県条例を合繊としたものである3m。

②はEの 河川付近地制限令に関する最高裁判決をうけて、補償硯定を欠く条例を 耋続L

合憲 としたもので、都市計画法に定める風致地区燈制が補償の対象となるべきかどうかは

争われていない。この点にっいて成田は、後にみる臼然公園法の不許可補償規定との対比

を考えれば、 一般に都市計画法の用途地域規制は補償不要であるとの議論が、風致地区に

っいてはアプリオリにいえないけれども、 自然公園法の規制よりも規制の程度が小さいの

で補償不要である、としている3D。 一般に、風致地区は自然公園法の特別地区などと異な

り、都市緑地的な性格が強いから、 「所有者自身が規制を受 け入れることによって、臼分

の財産の価値を高めている」32'こ とも一因であろう。 ただ、この議論はアメリカや ヨーi.

ッバのようにある程度所有規模が大きく、所有者が、所有地の一部を規制されても、残り

の所有地の地価 上昇によって自然に債われるという関係を前提として成り立っもので、わ

が国のような都市近郊の零細所有者がわずかな所有山林の転用を現制された場合、 単に岡

辺のt地 所有者の財産価値を高めているにすぎないケースも当然あるはずであるか ら、具

体的な事例に即 して判断すべきであると考えられる。

③は、戦萠の史蹟名勝天然記念物保護法により史蹟名勝に指定されていた山林において

(1950年 文化財保護法の施行により史蹟名勝の指定とみなされた) 、すでに2回 にわたり

知事の森林開墾の許可を得て採石を行っていた石材業者が、1951年 に行った許叮申請にお

いて、不許可となったため、直接憲法に基づき補償請求したのに対 し、従前から行われて

いた石材業経営の硯制は土地所有罐に対する重大な制約であり公共の利益のために特別の

負挺を課 しているので補償が必要である、 としなが らも、本件上地からの採石の採算を考

えると実際の損失は軽微だという理由から、結局補償不要としたものである鋤 。

④と⑤は、臼然公園法が、10条 の国立公園、国定公園の地域指定、および旦7条の特別地

域の地域指定そのものには補償を要せず、地域指定後 に規制される行為の許可申請が却 下
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された場合にのみ補償するとしていること、すなわち 】-2一コでみた、指定補償でな く不許

可補償 となっていることは合憲である、とした判決である川 。

⑦⑧⑪は、既に自然公園法の特別地域に指定されていた土地を取得 した会社が建物建設

の不許可に対し、 一旦環境庁長寫に補償講求するという法35条2項 の 肇続をとらず、直接憲

法に基づく補償を請求したのに対 し、補償手続が定め られている場合にはこれに従 うべ き

として却 下した判決である脚 。

⑥は、自然公園法の損失補償の要否にっいて初めて手続論ではなく内容的に踏み込んだ

判決である。1田9年 に旧森林法により風致保安林に指定された後、1938年 に旧国立公園法

により特別地域に指定された山林の所有者が、従来は一部を薪炭利用し、残 りを天然林と

していたところ、高度経済成長期に庭石の需要が高まったため、名石の多い同山林での転

石採取の許可申請を行い、不許可となった。⑦⑧⑪ とは異なり、本件では法35条 の手続に

従い補償請求を行ったが却下されたため、訴訟を起こ したものである。これに対 し、判言メ1

は、

a.自然公園法に基づく制限の態様いかんによっては当該財産権の本質的侵害 となることも

あるため、 「同法に定める全ての利用行為の制限を全て所有権の内在的制約とし、土地所

有者はこれを受忍すべ き義務があるとすみ ることは相当でない」。

b.「当該財産懽の効用とは無関係に偶然に課される制限である」ことを否定 しがたいので、

従来の利用方法に変更がない場合でもだか らといって補償を要しないとはいえない。

c.「通常生ずべき損失 亅としては地価低落説を採る。

d.申請された利用行為が法の趣旨 ・目的に社会通念上著しく反する場合は、f申 請権の乱

用」であり、損失補償の請求權はない。

e.本件は、a.～c.に かかわらず、具体的に不許可決定による地価低落の証拠がない。 しか

も、本件の場合採石が生態系に及ぼす影響と災害発生の危険は重大なので、d.に 当たると

もいえるので補償を必要としない。

とした36}。
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⑨⑫の事案は、⑥とほぼ同様である。造林業者の所有し、 ・部薪炭林として利用してい

た七地が1970年 に国定公園第3樋 特別地域に指定された。その後、採石によって利益があ

がることが判明 し、1975年 に許可串誼がなされたが、同年却F。 ⑥と同操自然公園法35条

に基づいて造林業者は損失補償請求を行った。これに対し、 一審判決⑨は㍉

a.国tの 開発と自然の保護との調和が要請されている今日、自然公園の風致 ・景観の保護

は高い公共性をもっ。公共の福祉による財産権の制限は財産權に内在する社会的制約の具

体化にすぎず、補償を要しないか ら、この目的のために 「必要でかっ合理的な範囲内での

制限」は補償を要 しない。

b.本件では、 「すぐれた風致及び燉観をもっものとして存在 し、利用されてきた」ことこ

そ、 当該財産権本来の性質である。所有者は造林業者であ り、採石はその営業のために必

要ではない。

c.「通常生ずべ き損失」としては実損補償説をとる。すなわち 「自然公園として指定され

る以前の当該土地の用途 と連続性を有 しあるいはその従前の用途からみて予測することが

』∫能であるような当該土地の利用行為を制限されたことによって生ずる損失、 当該利用行

為に基づく現状の変更が、その土地が臼然公園として指定されている趣旨と調和させるこ

とが技術的に可能な程度にとどまるものであるにもかかわらず、その利用行為を制限され

たことによって生ずる損失、その他離作料、物権移転費等 予期しない幽費を現実に余儀な

くされた場合におけるその積極的かっ現実的な出費による損失等」を指すもの とする。

d,本件の場合採石が生悪系に及ぼす影響と災害発生の危険は重大で、b.の 事情を考え併せ

ると、本件はa.の 「必要でかっ合理的な範囲内の制限 」にあたるので補償を要しない。

とした。なお、⑥のd.e.に 相当する権利乱用にっいては晉及 していない37.。 また、 二審判

決⑫は、以 下のように土地所有者にとってより厳 しい判断を高裁 レベルで示したものとし

て涯目されている。

a.自然公園法による特別地域の指定は、特定の行為に許可が必要であるということにとど

まらず、指定の趣旨に反する利用は許可されず、これにかかわる許可申請は申請権の乱用

である。

b・本件の場合採石が生態系に及ぼす影響と災害発生の危険は重大で、a.に いう指定の趣旨
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に反する使用、収益行為であるか ら、補償を要しないN。

レ2-5小 括 ・

1-2-2で 触れた 「本来の効用」や 「・ド質的制限」といった補償の要否の判断基準の意味

内容を明確にすべく実例をみてきたが、このように判例が少ないこともあって、 いまだ法

学1=の定説は存在しない。科学的 ・合理的な根拠のある警察制限については補償しない、

という①の判例は一見分かりやすいけれども、従来から生業として行われてきた耕作まで

をも無補償で否定することには異論が多い39P。 公用制限 と従来的生業的な利用との関係に

っいては、③に例をみるのみであるが、採石業者の採石利用の生業的性質を認めっっも、

許可串請の対象となった採石の採算性が低いことを理由に補償を認めなかったため、本来

こうしたケースでどの程度 まで補償をなすべきかは判示されなかった。

その.一方で、且970年代以降、社会全体の所得水準の上昇を背景として自然環境保全を目

的とする土地利用規制の必要性、 「公共性 」が増大したのであるから、従来的 ・生業的で

ない利用が娩制法の趣旨に反する場合は、行政は無補償で不許可処分することができると

いうのが判例の流れになっている。 この理屈も一見もっともであるが、⑨⑫の事例などは、

規制の網がかかる1970年 以前は臼由に採石が行い得たのであり、従来実際に利用が行われ

ていなかったからといって、現制を無補償でするというのは、公朋制限の警察制限化とい

ってもよいのではないだろうか。

こうした判例において考慮される因子とその重みづけによって法令1二の損失補償現定の

裾無を巧みに説明 した阿部の整理を表12-4}に 示す。規制の目的 ・根拠および覘制の強さに

よって試行的に点数づけを行った表 【2-41において、法に補償規定が明記されるか否かのボ

ーダーラインは合計点が硲点萌後になっている。
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さて、このような判例の判断基準に対して、 さまざまな批判が考えられる。 まず、この

ように所有権の社会的制約が大きい判例は、行政実務1=、 かえって規制地域の新現指定に

対するt地 所有者の抵抗を増大させ、指定を閑難にすると考えられる。阿部のいう 「権力

の竹光化 」である鄭 。 ・

また、 「公共性 」は制限rl体 を正当化するが、 このことと補償の要否とは別問題、とい

う議論がある。これは、,ド業損失にっいての捕害賠償に共通する問題であり、次の2-1「 公

害問題の発生と受忍限度論」をみ たうえで、 団 で触れてみ たい。

さらに、補償の要否を 「公共瞥 」でな く、1-2-2で 述べたそもそもの損失補償の根拠であ

る 「公 平の原則 」や 「生活権補償 」の観点か ら考えるべきであるとすると、例えば自然公

園特別地域の新規指定の場合、 これによって利益をうけるのは周辺の普通地域やその隣接

区域で観光的利用を業とする者やそうした地域の土地所有者であるかもしれないという点

が、判例では全 く考慮 されていないのは疑問である。生態系の破壊による影響が屯大であ

る、 といっても、 この重大さは明治初期の荒廃 し、国土保全上非常に危険な状態にあった

山林であればいざしらず、あくまでも相対的な亜大さというべきであろう。 したが って、

科学的な根拠がよほど堅固でなければ、無補償では公平さが保たれないことになる。また.

科学的根拠があるとしても、少なくとも山林の利用が所有者の生活に係わるような場合に

は、警察現制に関する 「ため池条例 」判決でさえ補償すべ きとの批判があることか ら考え

ても当然補償がなされるべきであろう。この問題にっいては、阿部のようにわが国の 「開

発自由」原則が根本的な問題であり、西 ドィッのような現状凍結型開発規制が都市 ・農村

を問わず一一貰している場合であれば問題ないと考えると分かりやすいq' 。

さらに、公用制限が、自然環境保全という政策目的のための唯.一の 手段であるかどうか、

他によりよい手段があるかどうかにっいて全く触れていないのも問題であろう。現実に買

い上げ制度も機能している以1:、 翼い上げを認められた所有者との公LFを も考慮する必要

があるのではないだろうか。
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12順 境権論の登場

h地 利用の外部性が最も顕著に現れたのが公害 ・環境問題であるといってよいだろう。

占くから石炭を産業や家庭で利用していたイギ リスではすでに13世紀には大気汚染が社会

問題化していたというがP、 公害問題が本格化するのは産業革命以後、すなわち近代初期

以隣であるといってよいだろう。わが国でも、哦前の足尾鉱毒事件を皮切りに、戦後の高

度経済成長期には社会の構成員の生命や基本的財産を侵すような犯罪的な公害事件が続出

するに至った。企業等によるこのような犯罪的な公害が社会的に指弾された1970年 代以降、

汚染物質のフローはある程度規制されるようになって、政策の課題は変化 し、 フローの レ

ベルでは犯罪的とまではいえないものの硅実に汚染物質のストックを増大させている種々

の経済活動の規制や、租極的な環境の改善のための投資などにその重点を移しながら、そ

の岨要性をますます高めている。

「公害問題 」から 「環境問題」への転換 と俗にいわれるこの変化は、こうした問題に対す

る法的な扱いを再検討させることになった。公害問題における被害者の人権の擁護といっ

た誰の目にも明 らかな目的のために粫力的に展開された法理のみでは環境問題全体を処理

しきれなくなってきたからである。ここで問題となるのは.よ りよい環境便益の所有者は

誰か、 という問題であり、こうした論点の流れすべてが本稿でいう広義の 「環境権」問題

に関わってくる。本節では、公害問題および環境問題にっいての法的議論を狭蘰の 「環境

権」を中心にみていくことにする。

詑

D野 村好弘 『公害 ・環境の法律」日本経済新聞社,198Lpp1H2

2-i公 害問題の発生と受忍限度論

損害賠償請求の根拠は民法709条 の 「故意又ハ過失二因リテ他人ノ権利 ヲ侵害シタル者ハ

之二因 リテ生シタル損害ヲ賠償スル責二任ス」という規定である。この規定により損害賠

償を請求するためには、原告側は

a.原因行為の違法性

b.源因者の故意または過失
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c.因 果関係

d.(複 数原因者の場合)原 因者間の貞任分妲割合

を示さねばならないとされる3。

しか しながら、公害の被害者にとってこれらを示すのは蕉しい。公害関係法制が本格的

に整備されるのは1970年 代であり、近代初期には公害を発生 させるような"業 酒動も合法

的であったケースが多く、このため、損害賠償請求に当たって、まずa.の 「違法性」がボ

トルネックとなった。これにっいては 「信玄公旗掛松 事件 」(19m .3.3大審院判決)に お

いて、ある行為が社会観念上被害者において認容すべからざるものと一般に認められる幸、'

度を越えたときには、權利行使の適 当な範囲にあるものとはいえず、不法行為になる、c

の法理論を大審院が述べ、具体的に法の条文h違 法 とならない行為にっいても
、被害者;

とって受忍限度をこえた侵害があったときには民事 ヒは違法 となる、 との判断が初めて示

された3㌔

1970年代前半の四大公害判決は、公害の被害者に対する損害賠償を認めたけれども、訓

卩∫逆的な人闇の健康、生命に関わる被害にっいて損害賠償で対処するのはそもそも不可蔬

であるとの認識が一般的になり、 これを うけて、公害 ・環境訴訟において顕著な変化が現

れる。その1っ は、公害による被害が生 じた後の損害賠償請求訴訟から公害被害の未然防

止をはかるための差止請求訴訟への変化であり、もう1っ は公有水面の埋め立て、高速自

動車道や歩道僑の建設など公共事業に伴う公害や環境破壊に関して、そのもとになる行疏

処分の取消を求める訴訟が著 しく増大したことである`'。

しかしながら、 「広 く差止めを認めると社会的に有用な事業活動に停廃をきたすおそれ

がないではない。差止めを認める場合には、損害賠償の場合にくらべて厳格な要件が要求

されると解 されるのは当然亅5Pであるとされ、さらに 「その活動の社会的価値及び必要性 」

「高度の公共性」があるとき
、補償の請求は認められるが、差止は認められない6,との説

が有力となった。

ここでいう差止請求の厳格な要件としては、先の大審院判決の考え方が援用 される。す

なわち侵害行為の差止請求権を私法的救済手段として認めるための論理構成には、人格権

説と不法行為差止請求権説 とがあって、前者が後述する環境権をよりどころとするのにた

いし、後者は 「被害者が権利をもっか否かということを差止講求権の要件からはずし
、差

Il=によって保護 されるべ き利益が、社会生活」二.・般 に受忍すべ き限度(い わゆる受忍隈度)

を超えて侵害されているときに、差止請求が認められるとする」もので、受忍限度論と呼
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ばれるー㌔ 加害者側の利益との比較衡鯲を行うのが特徴である。

受忍限度とすべきかど うかにあたり考慮すべき要素としては、学説 ・判例L次 のような

諸颪がある屮。

①被侵害利鰲の性質および程度

②地域性=例 えば大都市内部での日照権は詔め られない

③被害者があらか じめ有 した知識

④t地 利用の先後関係.加 害施設が既設か建設中か(差 止の場合)

⑤加宮活動の社会的極値および必要性

⑥被害者の特殊事情

⑦代替的 手段の選択の余地

ここで、受忍限度に関する議論が前節に述べた公用制限の損失補償の場合と類似 してい

ることにわれわれは思い当たる。むろん、適法行為による(す なわち法律に基づく意図的

な)財 産権侵害にっいてなされる損失補償とは異な り、損害賠償は違法行為の事後的な調

整制度である。 しか し、例えば、斯幹線騒音といった、後にみる事業損失(適 法な事業の

緒果、被害が発生)の 場合は不法行為の一種と して賠償の問題とされてきたものの先にみ

た補償の論理も妥当するとされるしレ、t地 所有者にとってみれば加害や侵害行為が適法

であろうと違法であろうと、また、 公的部門による侵害であろうと、私人による加害であ

ろうと、それに見合う代傾が得 られればよいのであるから、補償も賠償も同じである。 こ

の意味で、経滑学的には補償と賠償を区別する恵味がない。

損失補償の場合.い まの受忍限度を土地所有権の社会的制約と読みかえることができる

だろう。すなわち、補償の要否は、前節にみたように、①公用制限(以 卜、規制という)

によって侵害された土地所有者の利益の性質 と程度、すなわち生叢的な従来利用であるか

どうか.喚 大な侵害であるかどうか、④所商者の 土地取得と地域指定 との先後関係、⑤炭

制の社会的必要性(「 公共性」)な どを考慮 して判断されているといえる。なお、損失補

俄においては②の地域性、すなわち周辺地域との公平および、⑦代替的手段の選択の余地

にっいて考慮されていない点は先に批判した通 りである。

「受忍限度」論は
、その定義 「通常の合理人ならば社会共同生活を営むLで 当然甘受する
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であろう限度 」か らごく自然に想起 されるsubSlstence南ni■ 開 藤丿意味とは異なるところ

に特徴 と問題点がある。 「考慮すべ き要素 ∫であげ られている①はミニマム的意味 と考え

ても矛盾しないし、②は地域によってミニマム水準が異なるという仮定はさほど受け入れ

がたくないからやはりミニマム的意味であると解釈できる。 しかし.③ ④はミニマム水準

とは無関係であるし、⑤にいたっては侵害者の利益という、やはり被害者側のミニマム水

準とは全く関係のない要素を考雄 している。

それでも、③④はまだ紹められて良い。そもそも当該t地 で 「生活 」することが元々認

められなかったというケースもあるだろう。 そういう上地に無理やり後から移住してきて
、

「生活 」の水準の保障を要求する権利はないかもしれない
。

しか し、⑤の要素により 「受忍」する義務が、 土地所有者 に発生するとアプ リオ リにい

えるのだろうか。補償の項でも簡単に触れたように、公共性の大小と賠償ない し補償の要

否は本来無関係であるはずである、との批判があ り、これにっいては131節 で改めて述べろ。

このほかの批判 としては 「受忍限度 とは 『通常の合理人(ordinarHyreasonable皿a卩)

ならば社会共同生活を営む ヒで当然甘受するであろう限度」にほかな らないから
、 これを

軣がえしてみると、それは、人間が さしあたって耐えることができれば、環境破壊は許さ

れて然るべ きである、との価値判断の提示にほかならない。 」田 といった指摘があり、冲

に述べる法律家による 「環境権1の 提昭にっながっている.

晝セ

2)原田尚彦r環 境法』弘文堂,1981,p凶0

3)なお、b.に っいても、1935年 の旧鉱叢法に鉱害にっいての無過失賠償責任に関する現定

が設けられている。野村好弘 「公害 ・環境の法律』日本経潰新開社,1981.ppl6-20

4)野村好弘 「公害 ・環境の法律」日本経済新聞社,198Lpp99

5)線田尚彦!環 境法」弘文堂,198Lpp44

6)「違法性の2段 階説」と呼ばれる。岩田規久男 「損失補償の経済的側而」 「経済学論集

(東 大)』43-Lig77.pp51、 原田尚彦 『環境法』弘文堂,198Lpp45を 見よ。

7)浜田宏一 『損害賠償の経済分折』架大出版会,1977.pp95

8)岩田規久男 「損失補償の繰清的側面」 『経済学論集(東 大)』43 -1 ,1977,pp50、 原田尚

彦 『環境法亅弘文堂,1981,pp45

9)阿部泰隆r国 家補償法亅有斐閣,1988,pp259-260
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且0)大阪弁護士会環境権研究会 『環境権』目本評論社,且973.ppl47
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2-2環 境権と自然享為権

2-2-1環 境権論の背景

環境檍途は1969年 頃からアメリカの論文の中に登場し、1970年 「公害に関する国際シン

ポジウム」の 「東京決議 」で脚光を浴びた。その問題意識は鮮明であって、 「きれいな水

や空気に対する権利は、たしかに最近の経済活動の結果として稀少性をもつようになった

ものであろうし、これが価値ある対象物として認諾されだしたのは、それが社会全外とし

て稀少性をもっにいたったからであろう。 しかし、本来人間は、その生存に不可欠なこれ

らの自然の資源 に対し、従来なんの権利ももたなか ったのであろうか。 また、この ような

環境権の帰属について、われわれは、明確な社会的同意をもっていなかったのであろうか」

=Dと いうごとく
、公害等によって破壊された自然環境に対する市民の権利の存在を提起 し

たものである。この問題提起に明らかなよ うに、環境権を新 たに主張する理由は、環境肘

の希少性が増大 し、 しかもそのことが人間の生存を脅かすに至ったことにある1～.。

明文化されていない既得の権利の侵害に対杭して主張される権利であるという点、{郵 二

みる自然享有権も同様であり、 「私権には、①既存の明文現定によるもの、② 『社会撰汐

の変化によって初めて創設される權利(例 えば工業所有権など)」 、③ 『社会状況の変{ヒ

によってこれが妨害 される事態が生 じ、 そこで権利性が確瑟される必要が生じたもの」の

3種 類があり、自然享有権は、この うち③の権利に属する」という。乙コ

中尾1`'は これをもう少 し具体的に森林にっいて述べている。すなわち、

「農山村、都市化地域を問わずそれぞれの地域の住民は、近隣の森林地を.林 木の有する

請機能を通 じて、静穏なまたは適切な生活環境の雑持、または産叢保護ないし娠興の用に

供してお「入 したがって森林地を近隣の土地またはそこに居住する者に適切な環境を維持

するための承役地としてきたのであり、森林地がそのような内容の承役地的性格を存する

のである。/そ れ故に、一定地域の住民は 一定限度の環境を保全するため近階の森林地に

対して硯状維持 という不作為を内容 とする慣習 ヒの地役擁 またはそれに準ずる權利(役 権)

を有する、 と解することができる。いわゆる山間部における蔭打(田 ざわり)と は農作物

の生育のために隣接する山林に林木を育成させないことを内容 とする慣習的な地役権であ

り(… いわゆる日照権もこの権利 と同様の権利と解する) 、 その權利と同様の権利がここ

にいう地役権的な権利である。」tsl
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環境財が希少となり新 しい財として出現 し、その分配の問題が生じてきたといった表現

掴 がおそらく最 も価値中立的であると思われる
。環境権論、 自然亨有権論はここからさら

に踏み込んで、古 くから市民が所有 していた権利が侵害された、としてその保護を訴えた

ところに特徴があるといえよう。.

なお、このように新たな権利を 主張 しなければならないもう1っ の背景としては、先に

みたような損害賠償制度による救済が十分でなかったという事情がある。

また、公害問題に対する従来の行政法の考え方は、その理想とする 「臼由な市民社会 」

を擁護するため、行政権の発動には消極的であった1?,。 また、都市計画法の用途地域規制

などが、たまたま住民に良好な生活環境と多大な利益ををもたらすとしても
、 この利益は

「都市環境の整備という公益目的に付随する反射的利益であ
って、けっして個々の住民の

法的利益ではないJと されたため1引 、行政は良好な生活環境を維持する義務をもたなかっ

たのである。

2-2-2環 境権をめ ぐる議論

環境権の概念は必ず しも確定 したとはいえないが、

「われわれには、環境を支配し、良き環境を享受しうる権利(環 境権)が あ り、みだりに

環境を汚染 し、われわれの快適な生沽を妨げ、あるいは妨げようとしている者に対しては、

この権利に基づいてこれが妨害の排除または予助を請求 しうる権利」があり、 これを環境

権と定義したものが代表的である19'。 そして、その性質としては 「強大な力を誇る企業の

侵害から社会的な弱者である公害の被害者を守るための権利に他ならないから、 当然それ

は社会権の一種に属する」漕 とされた。ただ し、社会権は憲法25条 に規定するプログラム

規定にとどまるので、その実定法的効果を承認しようとするために肺 、環境権の根拠とし

ては、私人柑厘間、不特定多数による公害 に対し、国や公共団体の規制を義務づけた憲法

25条のほか憲法13条 の包括的自由権の規定が援用され、権力公害による生活環境の破壊に

対する防御権という性格づけが付加される。

「環境権 」を具体的に適用するにあたっては
、開発による利益を無視 して無条件に開発を

規制するわけにはゆかないため、a.現実に被甞が生じる以前の段階においては
、環境保全

と産業開発との比較衡量は地域全体の政策として決定すべ き問題であり
、司法的救済の問

題ではない。b.被 害者の利益のみを考えて、発生者側の利益衡量を無視するのは非現実的
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にすぎる富 。c.概 念が不確足で抽象的なので、少なくとも差止講求の根拠とはなりえない

』㌔ などの批判が生じる
・煽境権の提咄 ・醗 された各地の醗 行為の葦,i、豌 肝 も一

972年5月19日 の鹿児島地裁判決以来、司法は 一貫して環境権の私権性を否定 してきている

、F`.
o.

ただ し・b・については 畷 境権が否定 しようとしたのは、公繝 題につし・て加糖 の利

益まで無選別に並べたてて 「衝讎丿するという、暢当り的なバランシングの方法であって、

価値考騒一般ではない」 「あれこれの社会的請利益を並べ比べて、ただ 『柔軟な解釈論』

をするというだけでは紛争の 一時的解決に資することはあっても、環境問題の根本的処理

は製み褐ないであろう」2レ といった反論がある。この背景には環境権が問題にしようとし

ている便益の大いさが、貨幣タームで計賦困難であることが 「衡轍」を困難にしていると

いう事情があるだろう。このほかにも批判、再批判などが繰 り返されてお り、これ以1二解

釈hの 論識に立ち入る能力はないが、これらの誠論で明確なのは、 「環境権」は犯罪的な

公害か ら市民を守るための権利として意識 されていることである。

このように、 「環境權」は司法の場で確定 ・承認されるには毫らなかったが
、こうしズ・

論争の愈義は大きかった。すなわち、第 ・に、環境行政の理念を公害対策から総合的な環

境対策へ転換させ る契概を提供し、第二に、良妊な環境に対する樽利姓の強調を通じて公

害行政 ・珮境整序行政における住民の法主体牲を確立し、住民参加の方向性を明確 にした

点が評価されているε8。

2-2-3「 自然享有権 」の登場

環境権論争から】5年余を経 た1986年、 日弁迎の報告書 「森林の明日を考える一自然享有

罐の確立をめざして一」において、初めて 「臼然享有癢」が礎唱された。 「環境橇 」が 主

として民法学者により・既得環境の喪失に対抗するために提唱されたのに対し、rr撚 享

有瘻」は主として行政法学者により、積極的なアメニティの創造を月的 として提昭された

倒面が強い。

その内容は、a,「 国民が生命あるいは人闇らしい生活を維持するために不可欠な
、自然

の恵沢を享受する権利であって、国民はこの権利が侵害されるような自然破壊行為や
、将

来それが侵害される可能性がある行為にっいては、それを排除しうる」、b,「 現在及び将

来の1眠 からその管理を信託されたi司弛 舩 綱 体は、その信託の趣旨}二沿った政策を

実施する義務と、信託に反する施策を講じてはならない義務を負う」～bと いうことである
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とされる。なお、ここで自然破壊行為の彰響の程度は長期的な何世代も先の人類への影響

を含めて考えるべ きであるとしている。

このうちb・ の公共儒託の理論は・積極的な環境の創造をも射程にいれてし・るし
、環境権

と類似 しているようにみえるa.に っいても、処分取消等の行政訴訟の根拠となるのはもち

ろんのこと、民事訴訟においては差止請求および現状回復請求の根拠となる権利であるに

もかかわらず、むしろ損害賠償は請求できないとするところに、環境権 と異なる大きな特

徴がある。この点、一般に損害賠償 よりも差止請求の場合の方が要件が厳格であり
、環境

橇に基づく差止請求はほとんど認め られなかったことを想起 されたい。捕害賠償が認め ら

れないのは、臼然享有権が 「国民1人1人 が平等に有 している権利」2のである一方
、 「自

然を公共財であると考える点は環境権 と同じであるが、 それを人類が支配 しているとは考

えない」～9}からである。っまり自然享有権は差止請求のより強力な根拠 として考え出され

た概念であるといえる。

ところで、公共信託の理論は公有地にっいてのみいうのではない。 「自然はその表面上

の上地等が私有財産制度のもとに、国、地方公共団体あるいは私人の所有下にあったとし

ても、 それはもともと公共財産であって、国民はこれを国、行政機関にその管理を信託 し

ているにすぎないものである」3晒 と考えるので、私有地に対する公用制限にっいても適用

されることになる。 したがって、公共事業の場合は、開発利益との調整、私有地に対する

制限の場合は、私的所有権との調整が問題となる。

開発利益との調整にっいては、自然享有権は個人の環境を保護するのみでなく人類共有

の自然の保全であるか ら、それ自体高い公益性をもっ点を考慮すべきであり、 一方、私的

所有権 との調整にっいては、 臼然享有権が 「国家体制としての私育財産制度以前に、人間

が人間 として当然に有していた権利」であるため、 「私的所有権はその限度で内在的制約

を受けざるをえない亅とする。後者は具体的には、現状利用凍結義務である繊 。

これを文字通 りに解釈すると、自然享有権を認め た場合、以後、原則としてあらゆる私

有地の地目の変更は不可能になってしまうようにみえる。いかに自然の希少性が埆大した

といっても、 一切開発を凍結するのは不合理というべきかもしれない
。この問題について、

土地の所有権に関わらず私有地であっても誰もが自然環境 にアクセスできる権利を認める

傾向の強い西 ドイッの例が参考になるので、項を改めてみてみよう。

2-2-4立 入権としての万民自然享受権32孕
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ig46年のバイエルン州憲法、】975年の連邦森林法BI 、1976年 の連邦自然保護法などに、

森林、田野等ヘ レクリエーション目的のために入込者が自らの危険負担で立ち入ることを
、

森林 ・田野の所有者は補償な しで受忍 しなければな らないとの規定がある。類似の規定は

1907隼のスイス民法に遡 り、スウェーデン'`に もみられるという。 これらはもともとゲル

マン社会で慣習的に認められていた権利がローマ法継受の際 に妥協的に生き残 ったものを

明文化 したものであるといわれる。

こうした規定が、現存する自然への立入権のみを認めたのか、それ以kに 、この立入権

の前提となる自然の存続の保障ないし自然の違法な侵害に対する万人の防御権を認めたも

のであるかが、先の自然享有権との関係でここでは問題となる。防御権を認めると、 自然

の改変が土地所有者には一切許されないことになる。バイェルン州ではまさにこの問題を

めぐって論争があり、下級審には防御権を認めた判例があったけれども、 その後否定され

ている35㌔ 否定の根拠として裁判所は、①自然の現状維持を 土地所有者に求めるのは社会

的拘束の範囲を越える制限であること、② レクリェーション地域を残すか、工場 ・住宅 ・

道路等を建設するかは比較衡壁の問題であること、などをあげている。これに対し肯定説

は、自然の希少性がたかまり、これ以上改変が進み自然が失われると、 臼然への立入りを

認めた憲法の意味が無 くなってしまう点を指摘 したけれども、h級 審を説得するには至ら

なかった。

ここで論じられなかった問題として、ある時点で開発権を一切凍結 してしまう方法が、

開発利益をすでに得ている都市部と農山村との公平を損ねるかも しれないということをあ

げておきたい3匕㊨ 自然の希少性がたかまったのであれば、たしかに保全することが社会个

体の利益になるだろう。ただ、 この際、臼然の利益をより高く評価する都市部が受益者と

して保全費用を支払うべ きである。 というよりも、自然の希少性を生み出したその原因を

作りだ した原閃者として支払うべきではないだろうか。次章にみる流域 とF流 による森林

造成維持費用負担の事例はこの論理を色濃 く反映している。

2-2-5環 境権論の鏗起 した問題=住 民参加

2-2-2の 末尾に触れたように、環境権論、自然享有権論を通じて、住民参加の方向が明確

に主張 された。具体的にはいわゆる環境訴訟の原告適格問題や、行政過程への住民参加と

いった問題である。種々論点はあるが、これらに共通する問題として、ここではある地域

環境に対する権利が誰が しかに全面的に帰属するか否かは別 として、誰がその地域環境の
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改変について関わる資格をもつかという問題をとりあげたい。

環境便益の全 く及ばない他地域の住民の参加を認める意味はないか ら
、便益の及ぶ範囲

を定めるという技術的問題が生じるというのはいうまでもないけれども、このほか、便益

の性格づけという法的問題がある。.

行醇 件訴訟脚 条2項 に基づき行政処分の取消を求める ・取消訴訟、の原告適格性 とし

ては、①環境破壊によって実質的な被害を受ける蓋然性を有していること、②当該利益が

「法によって保護された利益」に該 当するか否か
。法律の趣 旨が住民の保護にあるか否か、

が要件となっていた。すなわち、②にっいて公害防止、環境保全にっいては住駕の原告適

格を承認するけれども、景観 ・文化財にっいては 「反射的利益」であって法によって保護

された利益ではないので住民には訴訟を起 こす資格はない、 というのが判例等の傾向であ

った。近時の傾向 としては原告らの主張する生活環境Lの 利益の実質的内容、 もしくは原

告らが 当該地域環境上の紛争を管理するのにもっともふさわしい地位にあるかどうかを要

件とし、広い範囲に原告適格を認め るべ きであるとの説が強 くなっている撕
。さらに、1!1

元住民は目先の利益にっいての情報だけで開発の是非を判断 しがちであり、むしろ環境侏

全の利益にっいての情報を多 く持っている自然保護団体にも原告適格を認めるべき、 との

主張が環境權論者、自然享有権論者によってなされている3ε孕。

一一方、住民参加が重要視されるようになったのは、環境訴訟で争われるような行政判断

に対し司法が消極的な姿勢を とる傾向にあること、すなわち、裁判所は直接開発の是非を

判断するのではなく、開発に至るまでの行政の手続 ・過程が妥当であったかどうかのみを

判断する、 という傾向を生じてきているからである39。 裁判官が選挙によって選ばれた者

でなく、 また専門的知識に関 しては行政盲の方が詳しいとい うことを根拠とする司法のこ

うした消極性には疑問なしとしないけれども、岫 司法の姿勢に関わらず行政過猩への住民

参加は促進されるべきであろう。

ここで、計画行政の手続への 「住民参加 」というときの 「住民」には、たとえば開発計

画にあたり環境便益の減少によって被害を受ける住民のみな らず、開発利益を受ける住民

も含まれるし、その両方に関係する住民も舎まれる。 この点、 「住民が参加した場合には、

住民が 土地経営者の立場に立った場合と、環境を守る立場に立った場合とで異なることを

認識する必要がある。前者の場合には、規制の緩和を求めるだけになる。 日本の行政当局

者はもともと住民参加を好まず、広 く街 づくりの観点か ら多数の市民の参加を求め るとい

うよりもしぶしぶ土地経営者だけを相手とするので、 そうなりやすいのである」`Dと の指
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摘があり、住民参加の内実が問われる。

どの醐 まで参加を勘 るかということと、環境保全のための綱 鯏 や抛 所イ渚 へ

の黼 のあ肪 は醐 係では劾 えない.・ 近時の緬 法理論では
、計画は合勵 であれ

ば公共性があるが、それには合理的な参加 手続を必要とするとされ、さら仁は、参加手続

が整備されれば、損失補償の必要性 も減 ってくるとの説もあるようである
。…禁驍規制な

ど主観的'軽 融 ものは参加によ吸 妄寺されていれば黼 不要といえそうに思われる
、・、.

}というように
、t地 経営者を含めた住民に参加の機会を与えることが補償をめぐる争いを

減少させるのはた しかであろう。この際、広範な市民の参加をえて、広城的な1二地利用計

画の中に当該地の開発または保全計画を位置づけ、費摺負担のあり方を含めた講論を行う

ことが噴要となるのはもちろんである。
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卩1縫 済学からの解釈 と批判

田 【2櫛 で概肌 てきた煕 保全のための抛 利用規制にかかオ・る損失黼 や損害賠償

にっいての法的な議論のいくっかにっいては、経済学サイドからの有力な批判があるD。

そもそも経済学者が法的な議論に踞み込んでいるのは、1章 で述べたよ・うに、経済学の

罫法のみによっては現範的な問題を明らかにすることが函難だからであった。たとえば、

この問題に関する経済理論である費用便益分析は、現状の分配状態を所 与としてパ レー ト

改善を行うための埀法であり、 また費用や便益を価格化する際にそのミニマム的な性質を

吟味しない、 という意味でも政策の公正面にっいては無関心であるといってよいから臼
、

公LFな分配の行われてこなかった社会において分配を改善する手段にはなりにくい
。とこ

ろが、現実の紛争や法廷での論争においてはまさに過去の経緯 も含めた分配の公平さが き

わめて重要な争点となっているのである。

土地利用の外部性などをめぐる紛争解決への経済学の寄与は 「法 と経済学Jと いう学問

の新しい分野を坐み出してお り3㌧ アメリカでは法律学者の間でも積極的に経済学の考え

方を取 り入れている4.が、 ここではこれらの豊窟な研究成果の微細にわたって言及する余

裕はないし、篁者にはその能力もない。

ともあれ、経済学サイ ドによる批判にっいてさしあたりご く簡単に要点だけ整理すれば
..

次のようになるだろう=公 的部門が環境保全のために行う政策の是非は、〔1)人命にかかわ

るような非可逆的損失は、他のすべての条件に優先する絶対条件とする、②その政策によ

ってえられる便益(以 下Bと する)が その政策のために必要な費用(以FCと する)を1=

回る、すなわち社会的純便益(B-C)が 正であることと、③同じ目的に資するより純便

益の高い代替的手段がないことが必要条件であり、④政策によってえられた社会的純便益

の大小はその分配のあり方に無関係である。例えば 「事業の公共性が高ければ被害者は受

忍しなければならない」といった功利主義的考え方をアプ リオリには採ることはできない、

⑤社会的純便益の分配はこれらの前提1こたった1・で、受忍澱 論において考慮 される因f

とされた、a,分 配される利益 ・権利が金銭によって補償可能ではあるが生活権にかかわる

ような ミニマム的性質をもっものであるかどうか、b.地 域性 ・他地域との公 」F、c.土地利

用の先後関係 ・過去の経緯、d,世代間の公平などを総合的にみたうえで判断すべ きである。

この際、ロールズ的な公正概念が判断の原則として有用である
。これを図ポ したのが図12

-11で ある5'
。
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図[2-11広 義の環境権にかかわる効率 と公正の枠組み

1註)① は、Hとmを 俊別すべ きことを強調したものである(!ド文参照) 。



なお・剛2-11に おいて・社会ミニマムIS・・i・1阿1・i…1と}ま、その侵黝 ・金銭的に補償

可能な程度の福祉水準であって、生存ミニマムISubs孟stence附ni勲 毋[とは区別される。た

とえば、水俣病による死者という社会的費用は生存ミニマムに係わるから.公 害企業の生

曜活動は、費用便益を比較するllの段階以前に排除すべきであるけれども、軽微な駁 音を

伴う公共事業であれば、騒音被害は生存ミニマムとはいえないから、費用と便益の たきさ

とその性格を比較してか ら実施するかどうかを決めればよい。

生存ミニマムと社会ミニマムの区別が難 しい場合もある。 とくに洪水被害のように絶対

的損失が確率的に発生する場合、 リスクの大小によってどち らに含めるべ きかが異なって

くるであろう。

しかしながら、生存ミニマムと社会ミニマムにはより根本的な摺違が存在する
。それは

生存ミニマムがすべての個人にとって所得水準に無関係に決まるのに対 し、社会ミニマム

は所得水準の1=昇 によってL昇 するωことにある。前節 までの議論に即 していえば
、生存

ミニマムを確保するための規制が警察規制、社会ミニマムを実現するための規制が公用制

1;i{であり、歴史的にも国家の役剤が前者を目的とする警察岡家か ら後者そも目的とするぞ
1、

}止国家へと移行してきたといってよいだろう。

さて、経済学からの批判として特に唾要なのは、④の点である。②(お よび③)は 効1

の条件であ り、⑤で考慮されるのは公正の条件である。経済学はこの2っ を厳格に区別し

て考える。岩田7.は、空港建設による住民の駁音假害といった公共事業による事業損失に

ついて、判例が 「公共性」が高いことをもって受忍すべき理由としたことを批判 し
、公,1.

性とは社会的純便益(B-C)に ほかな らず、この大小は受忍の根拠にはならない、 とし

た。

効率と公正を分離 したこのような考え方は、図鬱一21によって説明される引。図 【2-21は、

公害発生者たる企業、損害を被る被害者.そ して政府が介人すろ場合には財政収支の面、

これらのそれぞれにっいて、放任市場、当事者聞交渉、政府介入の各ケースにっいて、そ

の帰結をモデル化して図解したものである。犯罪的な公害とは異なり、人命にかかわるよ

うな絶対的損失、非可逆的被害はなく、金銭的な補償 による解決が社会的に認められてい

るものとする。図 【2-2亅において、自由放任市場では企業はb点 まで生産 し、これによって

被害者は△obcの 損失を被 り、企業は△oabの 利得を得る。効率の硯準から、企業の

生産量をd点 まで抑制することが望ましい。このとき、企業の利得(B)か ら被害者の損
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失(C)を 差し引いた社会的純便益(B-C)が 最大になるからである。(イ)～(二)

は、(B-C)を 最大化する効率の規準をいずれも満たしている。厳密には、情輅費用や

交渉費用、技術革新の誘引などを考えると効率面で同等とはいえないけれどもや1、(イ)

礫 が被瀦 に補償金を支払 う場合と(・)企 業が被瀦 から鰈 制限の代価として補償

を受け取る場合とで、所得分配止二の帰結は全く異なってくるのは明らかである。政府介入

のある(ハ)(二)の 場合も同様である。

ここで、本稿でこれまで用いてきた広義の 「環境権 」の意味が明確になる
。(イ)の ケ

ースでは被害者は被害に遭わない権利を主張できたことになり
、(ロ)の ケースでは被害

を受忍 しなければならず、逆に企業の側に公害を発生する権利があったことになる
。っま

り、環境権が(イ)で は破害者側 に、 〔ロ)で は企業の側に帰属 していると考えることが

できる。
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この広義の環境権の帰属について、これまで述べてきた法律論の;琳 的な論削 こ即して

述べてみたい。

広義の環境権の帰属の問題は、民法上の損害賠償や行政法 上の損失黼 の問題にみられ

るように、七地か ら発生する便益の うち、 どこまでがf:地 所有権に属 し(・内在 し) 、どこ

から先は社会的に所有される権利か、 という問題である。この問題は、前節までにみたよ

うに損害賠償においては受忍限度論、損失補償にっいては内在的制約論 として議論されて

きた。この うち受忍限度論を先の岩田の議論をもとに経済学的に解釈すると
、

【AIB-(1-t(B))c〈oな ら差止(②)

冏Cが 絶対的損失なら差止(①)

[c】B-(1-t(B))c>oな ら差 し止めず(②)。 ただし、よりよい代替案があれ

ば差ll二可(③)。 ここで、tはBの 単調増加関数で、.土地所有権全体の価値を1と したと

きの受忍限度(補 償の場合は祉会的制約)の 占める剤合を表すパラメータであって、0≦

t≦1で ある。tがBの 単調増加関数であるのは、事業の公共性が高ければ住民の受忍や

士地所有櫨の制約も大きくなるという判例の考え方を表現したにすぎない。この点にっい

て、先の岩田の批判はtはBに かかわらず0と すべ きとしたわけである。

さらに、ICIの ケースでは賠償が行われる可能性があり、その金額は判例上(1-t.(B

))Cで ある。公用制限に対する損失補償の場合には判例によると制限の目的に問題がなけ

ればそもそも差止はありえないが、やは り補償額は(1-t(B))cで あった。っまり、

補償額の算定にあたり、制限の目的の公共性(B)が 考慮されたのである。ここで、tの

決定には⑤が併せて考慮 されるからt(B,⑤)と 表記すべ きかも しれないけれども、Bが 非

常に大きいと判断されるとあたかも⑤は無視しうるかのごとく、t(B)=1、 すなわち補

償を要 しない、 という決定がなされるのが損失補償の判例上はほとんどであった。

公共事業や公用制限が一旦実施されてしまえば、被害者や土地所有者に対する救済は多

数の論理によって否定される、というこの状況が、逆にこれらの政策の実施水準を大幅に

低下させているのは先に触れた通りであ り、外生的な要因による地価 と昇が、ますます貿

取りなどの代替策の実行を困難にしているのが現状である。 しかしなが ら、事業や規制の

利益であるBに かかわる部分にも、ある種のミニマム的政策課題が存在することを考える
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と 単純 に割 り切 るこ との で きな い問題 で あ ると もい える。 基 本幡 同f=の 対 屯が 妥協 困難 な

レベ ルに あ る場 合・ それ力噸 っ た†肖澱 に よ っても た らされ る 対 ・1であ れ1ま .情 報 の供 給、

そ うで な ければ 公 共財 の積 極的 な供 給 に よっ て椿利 の バ イを増 加 させ る必 要が あ る だろ う
。

単な る権利 闘の 調 整で はす まな い問 題 であ る。 一

と りわけ、 環 境問 題 につ い ては不 確実 牲や 計 量不 能な 閃 チの 影響 が 大 きいの で、 これ ら

を明 確 に した うえで、 当肇者 間の 合 意形 成が な され る必 要が 生 じ てく る
。 住 民 参加 は この

意味 で きわめ て 亟要 とな る であ ろ う。

註

1)Coase・R・IL=Th・P・ ・bl。・・fS・ ・i・1〔;・・t,J.・fLa・&E・D剛 ・・ ユ,1960.PPI-44、 村

L泰 亮 「公 害 にっ いての 同意 と非同 意 」 『中央 公論 』,且970年8月,pp74-91 、 宮 本憲 ・「公

共 事業 と環 境権 」 『公害 研 究 』3-2,ig73,p図 、 岩田規 久 男 「損失 補償 の 経済 的 側面 」 『経

1艀 論 集 陳 大)速43-LI977,PP40-60、 洳1浤 ・r損 害賠 償 の経 済分 析 』梁 大1廠 会」9

77」90r甲 、宮 沢健 一 『現 代経 済の 制度 的 機構 』岩 波 書店
,1978,295ppな ど。

2)と くに 後 者の点 にっ い て、 宮本 遜 一・山田 明編 「公共 事業 と現代 賓 本 主遅 」垣 内11撮
、

.1982,pp231-245(仁 連 孝昭)が 示陵 に富む。

、㌧に の 分野 の概 要 にっ い ては、 小林 秀 之 ・神 田秀樹1.「 法 ど経 済学 」人門 ∫ 弘 文'1;ヒ,惚86.

pp2四 な どが ある。

.D松 岡 俊 二「環 境保 全 とt地 利用 現 制
」 「財政学 研 究 」13.i988,ppコ1-32に 、t地 利用 現

制 によ る補 償の 要否 にっ い て 「社 会 的効 用の 最 大化 」及 び 「公 乎 」に よ る規 準 を礎 唱 した

マ イク ルマ ンの 置967年 の 論文 が紹 介 され て いる。

5)浜 田は こ れに紛 争処 理 費用 逓減 の 規準 を付 け加 え てい るが、 ここ では 藁ち入 らな い(浜

田宏 ・「前掲 書∫.pp90)。 な お、 こ こで ロール ズ的 公 正 とは 「最 忠の 人の ・㌃場 に 自分 の 立

場 をお く丿 とい うロー ル ズの公 正 第.二原理 を指 す。 丹木 昌 彦絹 厂ラデ ィカル ・エ コ ノ ミク

ス」中 央公 論社,且973.ppコ2-43を 参照 の こと。

6)し たが って、 社会 ミニ マ ムに は個 人差 や 地域差 を含 む で あ ろう。 この 点 にっ い て荏閲 津

典生 教授 の示 唆を い ただ い た。

7)ギ景HI規 久,呈 「前掲論 文 」 ,pp55-6II

8)こ の図 の基 本的 見方 に っい ては 、新 開 ・新飯 田 ・根 岸 『近 代経 済学 』 有斐 閣,ig72、pp52

2-531を 参照 の こ と。
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9)F{沢 健 一 『1旬掲 書』,PP128
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【41ノ」、婁舌

本境では、 士二地利用娩制 ・般にかかわって、広義の環境幡が 書1として法律分野でどの よ

うに扱われているかを、 土地所有籠を制約する要件を中心 にみてきた。t地 利用の外部性

の内部化は法の役割が大きいと考えられるけれども= 、社会の変容に伴い新たに発生する

外部(不)綬 済に法解釈hの 対処が追い付かない現択にある。環境椿論、 臼然亨有権論な

どは、 こうした実状に対処すべく法解釈 ヒ多大の努力を払 っている。

次章の課題は、 こうした議論の豫林 ・林叢にっいての含意を、具体的事例を交えながら

考察することである。

詑

Dこ の観点から法律論を整理したものに、成田 博 「外部経済の法律による内部化 」 「昭

和59年度 「環境科学 丿研究輻告:環 境の理念と保全手法(第2分 冊) .F(森 島昭夫編)19

85.PP63-68が ある。
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3.森 林の利用 と環境権

森林利用の外部性は、 入会慣行も含め、主として治水 ・利水 ・山地保全といった倒面に

っいてかなり占くから認識されていたと考えられる。わが国では少な くども旧藩時代には

既に謙 伐を含む種々の利用規制力`湛 同働 鯛 のみな らず腑 や藻の権ノ」による強制

的な現制というかたちをとって、保全的見地から行われていたことが知られている」
。

前世紀末、近代国家の成立過握において、度重な る水害や木材摺要の急増を契機 とし
、

荒廃 した森林に目が向けられるようになり法制が整備される。以来、国 土保全、産業とし

ての林業の育成、山村振興、臼然保護、 レクリェーションなど、その時々の社会経清条件

および森林資源の献態によって政策目標のウェイトは変化 し、規制や損失補償ない しは補

助金攴出などが国や地方団体によって行われてきた。

本章では、IUに おいて、まず森林の有する種々の外部性と林産物生産活動との関連
、あ

るいは種々の外部性相互の関連をみ、規制が森林所有者に及ぼす制約の内実を検討する ・

方で、森林に対するさまざまな霜要の社会的な性質を吟味して
、その生存ミニマムにかか

わる部分にっいて検討する。 さらに、既存の森林資源の状態に応 じて.何 が森林所有の1

社会的制約」となるかを検討する。

i21においては、森林をめぐる損朱補償にっいて、簡単な理論的検討の後、戦前の森科.

に基づく保安林の損失補償事例をみていく。

固 においては・森林をめ ぐる劃1頂 担 について洞 様に して1970年 代の水源林基金の1}、

例をみていくこととする。

註

D「 森林は古くからっねに、東洋 ・西洋のいずれをとわず、領主 ・国家等の権力の予でき

びしい法的鋭制を うけてきた。森林利用の臘史は、同時に權力娩制の歴史でもあった」(

萩野敏雄 「田本森林法成立の前史過程(D」 「林業経済』257
,197LPPD。 この点につい

て、少なくともわが国では近世の領 主による規制があった場合でも実際 には住民による管

理に任されていた場合が多かった、 とするものに、筒井迪夫 『続 ・森林法の軌跡』農林出

版,1977,pp且31一畫32がある。
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口1森林利用の技術的 ・社会序」特質と森林所有権の社会的制約

1-1森 林利用の技術的特質

1驍 か燃 保護か・木材'酵 力・鱗 的機能か、 といった二者択 ・0)論議は非生産的であ

る。これに対し、森林の具体的な諸機能の柑配関係にっいて、 「クローソンのマ トリック

ス」を用いて説明 した熊崎実のの論稿は有用である。

それによると、クローソンは森林の機能をa .魅力的な環境の保持b.レ クリエーション

機会の提供c.厳 正な自然の保護d.臼 然水源の保全e .一般的な国土保全f.木 材生産およ

び収穫、に分けているが、 この中で明確な トレー ドオフの関係にあるのはクローソンによ

ればf.木 材生産及び収穫とc.厳 正な自然の保護のみであり、その他の相互関係、例えば

r.木材とd.自 然水源の保全は、制限付きではあるが両立するとしている。

クローソンのマ トリックスは、抽象的な二者択.一的論議か らはなれて、問題を明確にし

たものとして評価できる。以後、これらにっいて、f.木 材生産及び収穫 を中心に、その他

の機能との関係をみていくことにする。なお、ここでは、現実的な問題を念頭におきっっ

も、あくまで一般的な議論にとどめる。

レ1-1「 治水」・「利水」と木材生産

クローソンのd.自 然水源の保全 とe .一般的な国士二保全は、通常日本では①水源かん養

②洪水防止③表面侵食防止④浅贋崩壊防止といった分類を採っている。わが国の場合技術

的に考えると、後者の分頬方法が優るであろう。ところで①は一般にいう 「利水」に相 当

し、②は 「治水 」に相当する。また、③と④は 「治水」 「利水」の双方に関係 してくるで

あろう。以 下、まずこの 「利水」と 「治水 」の相配関係をみたうえで、木材生産とこれら

との関係を考察することにする。

洪水期以外にも降雨のあるわが同では、明治期以前にも 「治水」と 「利水1が 分離 して

扱われる傾向があったが、行政機構がはっきり分かれるのは、明治期に入ってからである

3'
。昭和の初期になると、いわゆる 「ため池問題」が発生する。岡山県で、ため池の水源

地域のはげ山に造林を行 ったところ、水位が低Fし たことから、行政の縄張 り争いもから

んで森林の水源かん養機能にっいての一大論争が繰 り広げられた財。

この論争は、今 日一応の決紵を見ている。
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まず、若齢林分にたいする間伐や枝打ちといった保育鹿業の矩 ・中期的影響をみてみよ

う・樹木による被勸`多 ければ 離1鹹 少す甜 れど、 黼 侵食による.1、砂の黜1が 扣

えられる。 一方、被覆が少なければ、流鰍は増加するけれど、f二砂の澄出が促進され、 ま

た、洪水の危険も増す。さらに流出したt砂 は、ダムの貯水容 》を滅少 さ一せ、あるいは、

河床を1二昇.させる。

したがって、樹木の密度や葉讎は多ければ多い方がよいとか
、少なければ少ないほどよ

い、というものではな く、適度な裾度で管理される必要が あるのだといケ
。

次に、流量におよぼす人1=造林の中 ・長期的影響をみてみると、植栽後、林木の成長の

旺盛な若齢期には一時的に流域は低下するけれども、壮齢林では傷び回復するDこ とが長

期的な実験データによって知 られている。

っまり、①水源かん養と②洪水防止は、 たしかに矛盾する面を持っており、それが瀬戸

内海地方の少雨気候とあいまって顕著に現れたのが 「ため池問題 」であった
。 しか し、 「

ため池問題 」のような極端な例においてさえも、森林は、裸地に比べ、「i1③ 表面侵食や

①浅盾崩壊を防止することで、水源かん養、洪水防止の両面に寄 与し、lii】 若齢林であ才

ば雪ζ時の流最を橘牲にするけれど、それでも渇水期の流量を確保することにより、長期的

な渚けの安定に貢献することがで きたと考えてさしっかえないだろう
。加えて、今 日さし

あたり問題となっている既に緬義された若齢林分の間伐や枝打の場合は、樹木の密度や葉

耻を適度に改善することで、渣域の総合的な水管理にプラスの効果をもたらすのである。

ここで.闇 伐や枝打が森林所有者にとって利益になるかどうかは木材価格や労働貨金な

どの外部条件に大きく影響される。 また、伐期を長期化すれば平時の流量の犠牲が少なく

なることはkの 議論から容易に推察されるが、 これも、木材価格や労働資金などによって

轟林所有者にとっての利害が異なってくる。 一般に林業の収益性が低 下すれば
、伐期を長

くする方が森林所有者にとって有利になり、 「治水 」 「利水」の受益者側の利益と合致す

るようにみえるけれども、あまりに林業の収益性が低下すると、管理投寅の放棄や林地転

用を引き起 こすことになる。

H-2山 地保全

上のうち、③と④をまとめて山地保全と呼ぶ ことにすると、山地保全に配慮 した施業を

行うかどうかは、山の斜面直Fや 広く下流域全体に影響する一方で、森林が生育するll壌

を保持するという意味で森林の所有者自体にも利益があるという議論が 一般的である7〕
。
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淋 伐採による悪影響は・{㈱ こよる靺 の地1,細 の除去そのものによってというより

も、f二壌の亡失によってもたらされ る。そ して、t壌 の亡失は次代の森林の成し隻に とって

も必須の条件であるをから、 一般 に、森林所有者にとって適正な森林施凝、とりわけ伐採

条件は必然的に山地保全に配慮したものとなるはずである。.

森林所有者が所有山林の画 ドに居住している場合にはこの議論はより強調しうる
。 この

点、事例の項で後述するなだれ防止林にっいても同様である。

レト3厳 正な臼然の保護

クローソンの指摘する通り.木 材生産 と完全な トレー ドオフの関係にある。将来その自

然が保護するに当たらないと判断 され、木材生産に供される可能性がある点で、同 じトレ

ー ドオフでも、森林以外の用途に非叮逆的に転用される場合とは区別できるかもしれない。

H-4レ クリェーション機会の提供

レクリェーションや保健休養のための利用、 といった場合、大別 して2っ の利用が考'{

られる。1っ はいわゆる風致施業にみられ るような保健休養 に配慮 した特殊な施業により

改善された景観をたの しんだり(a.魅 力的な環境の保持、に含めるべきかもしれない)、

林内に設けられた入込のための簡単な遊歩道を利用するなどである。走.う1っ は、ゴル フ

場やスキー場など、林地の・.・部もしくは大部分を転用 して設けられたレクリェーション施

設の利用である'。

後者にっいて技術的には、 レクリェーション利用者に森林面積を実際に残存している以

Lに 印象づけるような伐採のバターンが研究されたり、開発総面績に占める転用面積の比

率を制限するなどの政策が実施されたりしているため、前者と混同され易い。前者の利用

は木材生産とある程度両立するけれど、後者は、少なくとも転用された林分にっいては木

材生産と トレー ドオフの関係にあることに控愆が必要である。

1一ト5完 全な転周

クローソンはあ くまで森林としての利用を考えているので、被のマ トリクスには含めら

れていないが、工場 ・宅地などの都市的土地利用や、都市周辺部における貯水池、採石地

などへの転用は、いうまでもなく、木材生産と完全な トレー ドオフの関係にあるばかりか、

その他の森林の環境便益 とも トレー ド才フの関係にある。多くの場合、 事実i:非可逆的な
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転用である。

[-1-6'1、括

これらさまざま嫌 林利用は・熊崎1占 σ)鯉 したように ・生卿 俐 用、(機 生酬
、

「保灘 刑 用 ・(厳 正な自然保護)
、 ・都・酌 棚1・(麟 的贓 での レジャ_〕 の 瀬

構造に単純化できるかも しれない.近 年の醂 利用はこれ らの対立関係を軸1こ展肌 てし
、

る。従来的林業生産は、 自然保護論者と森赫への行楽者の双方から妣判されてきたし
、 ス

ーパー随 の廸設では林業者と鮒 へのf藻 者の双肋 ・自然保護儲 と対立し
、 さらにリ

ゾー ト開発のための林地転用は臼然保護論者と林黯 の双 方から非鑓される
.つ まり、ど

れか1っ の利用に傾けば、残 りの2っ の利用者か ら非難されるというわけである
。

森林所有者が林産物生産を行っている場合、厳iEな 自然保護のような、明らかに トレー

ドオフ関係にある規制であれば、森林所有者が損失を被る関係がはっきりしているので分

かりやすい。しか しなが ら、 「治水 」 「利水」や 「山地保全」.あ るいは転用を行わずに

レクリエーションに供するといった場合は注意が必要である
。社会経済的条件や森林資源

の状態によって、森林所有者が揖失を援る場合とさほど被らない場合とがあるからである
。

転用は、森林のすべての機能を喪失させるので、林業生産以外の環境便益の減少を考慮

すべきである。保護的利用による便益は仮想的には地代を形成 しうるけれども
、市場機構

ではこの地代は森林所有者に帰属 しないので、現実には転用地代が林業地代を ヒ回るだけ

で転用が行われて しまう。

註

2)熊崎 夷 「森林の利用と環境保全』日本林業技術協会
,星977,pp57-63

3)武酬 忠 ・觀 工則忠 「治山彳f政の進展・r治 【11蠑50年 史」日本治【11淋協会
.1960,

P囲5-89

⇔田【1「茂 殆 山技術論鼎 」 琳 業経測 且32」952,PP36-40、 中野秀章 〔細,llI本 に

よる森林の水源かん養機能論争」 『林業技術』4B ,1976,pp36-39

5)塚本良則 ・太田猛彦 「水管理のための森林施業序論 」 『水利科学』158
,1984,pp28-61

6坤 野騨 ほか 「麟 が長期 こ僻 された小黻 の流況変化」r33剛 琳 中支謝 」985
,

pp217-220

7)田中 茂 「前掲鵠文」,pp36刈o
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8)萩原監'1夫「治山の今替」 ゴ山林ノ1000 .ig57.Pp.15

9)熊崎はA.財 ポ階ドの 「ゴルフに関心がなくとも人間であるけれども、鳥獣の観察、狩猟、

撮影などを好まぬ者は正常とはいえない」という一節をひいてこの違いに注意を喚起 した。

熊崎 実 「森林 レクリェーションと利用者負"1」 「森林 ・コンサペーシ ョーンま8.L979.pp3

5

10)熊崎 実 「林地開発規制の視座」 『しんりんほぜん匠11 ,ig8Lpp3-5

1-2森 林利用の社会的特質

前項では森林利用の特質を主として絞術的な側面か ら分類 して論じてきたが、前章の議

論か ら、法律論でいう 「生存擁的財産椛 」や、経済学でいう 「Subsistence阿in洫um」 にあ

たる部分について留意する必要があるので、ここでは森林利用の社会的側面をみることに

する。

藩制期の林野利用は、 主として木材生産と、薪炭採取 ・採草などの入会利用であっただ

ろう。良材を産する山林の多くは封建蹟主によって囲いこまれ.山 村民は主として伐採な

どの労働や入会利用を通 じて森林と関わっていたといわれる。 入会利用にっいては、 当時

の基幹的な産叢であった農業生産にとって不可欠であるとい う性格L 、領主もこれを詔め

ていたことが多い。同時に、山村民にとっても生業としての農業生産の維持のために、入

会利用は持続的に行われる必要があったことから、領主による厳 しい現制は存在したもの

の、実際には山村民の自主的な規制に任されることが多かったといわれる:1.。

ただし、持続的な入会利用はあくまで山村民の自活および震業生産の ためであり、これ

がただちに 「治水」 「利水」といった広域的な要請と両立 しえたかどうかは定かでない
。

少なくとも、藩政期にもk・ 下流地域間の紛争が少なからずあったというか ら、必ずしも

入会慣行といった共同体的な規制のみによって流域全体の保全がなされえたとはいえない

だろう12,。

一一方
、交通手段の未発遼で、自然環境の開発利用が進んでおらず、所得水準の低かった

当時は、自然保護や レクリェーションに関する需要は小さかったけれども、戟後の高度縫

済成長期に飛躍的に増大 したといってよいだろう。
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理代では.一般 に、森林への霜要は、山村の主要な生業としての林産物生産活動の場およ

び生活の場 としての切実な需要と、都市側からの レクリェーションといったいわば螫沢な

需要とに区別できるのかもしれない。 「賢沢な 」需要というのはもっとIE確 にいえば、個

人にとって社会的存在としての必要最小限を越えた欲望を満たすための需要という意味で

ある。無論この区別は極端であって、ll亅村においては林産物生産以外に多様な収入源をも

っ大山林所有者がごく一部とはいえ存在するし、都市住民には、過酷な労働条件の ドで森

林レクリエーシ ョンを切実に欲している労働者がかなり広範に存在するはずである汐
。

おそらく、もっとも深刻な対屯が予想されるのが、山村の零細山林所有者の 「生存権的

財産権」と都市住民の 「切実な」レクリェーション需要といった、基本的な人権同士の衝

突の場面であろう。 ともに講ることのできない基本的な人権であるとすれば、行政による

いずれかの権利の警察的制限は不可能である。そもそも権利のバイが社会的に不足してい

るというべ きで、このような亊態を擢来 した行政に大きな責任があるというべ きかもしれ

ない。

もう少し現実に即 してみると、外材輸入が本格化 した1960年 代後 半以降、 とりわけ197[,

年代以降の木材価格の低迷および労貨水準の高騰により、林産物生産が専業林家に社会的

生存を保障するだけの所得をもたらしているとはもはやいいがたい理実がある。ここに、

森林所有者の所有する森林は、林地転馬による所得の獲得 によって初めて彼にとっての生

存権的な財産とな りうる、 というきわめて皮肉な事態が発生 したといえるかもしれない。

農工間の所得格差が小さい時代には、農林地の甑用規制が農民の耕地確保を通じ、農民の

「生活権の保證 」という意味をもちえだ`'か もしれないけれども
、いまや、山村の霹細蘇

林所有者の 「生存権的財産権」は、現行 レベルの補助金や所碍移転などの財政政策を前提

とするならば、林地転用攘そのものを指す場合もあろう。

これは ・見、皮肉なことに、都市側か らのレクリエーシ ョン需要と整合性をもっかにみ

える。転用によって、森林所肩者の所得と都市側の需要の両方が満たされるかのようであ

る。1987年 に成立したいわゆるリゾー ト法を初め として、近年、都市側の余暇需要と内需

拡大の必要性、山村側の地城振興による活性化の必要性が強調され、あたかもその両方を

解決せんばか りの意気込みで各地のリゾー ト開発計面が花盛 りである。このような地域開

発が山村にとって本当に所得増大をもたらすか、といった狭義の地域経済への波及効果か

らみた批判もおそらく可能であろうが、 ここでは、1-1-4で も述べたように、転用型の レク
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リエーション需要に応えることが.劣 くの他の森林の機能に対する需要を犠牲にする可能

性が大きいことに注意を喚起 したい。とくに今Hの リゾー ト開発の主体であるゴルフ場や

スキー場や宿泊施設の建設と厳1臆 ド1黙保齔 は明 らかに両姻 難である…
。

「治水 」「利水」に関する庸要はすでに近代以前から多分にミニマム的要素を含んで
いた。

近代以降のわが剛 こおいては一 棚 ζ」と 始 水」が 異なる彳微 の管輌 ドにおかれてきた

こと、 「利水」のための施設の費用は原水費用;こL乗 せす る形で水利卿者が負担 してきた

のに対し、 「治水」のための施設は社会資本ど見なされ、その費用は囚家財政や地万財政

によって負担されてきたことを考えると、若齢林分の間伐や枝打、 といった森林の管理を

行うことが 「利水 」 「治水 」両而で好ましいことは明らかであっても、 その費用をどのよ

うに扱 うべ きかは、かなり翳しい問題をはらんでいる=8 。 これについては本章IJIで 傷度

考寮 したい。

まなr臆 でみた 「環境権 」 「r撚 字イ∫楢 の議論は、r撚 保護に1蚶する需要のミニマ

ム性を書三張 したものであるといえよう。

註

1i)本 塵冒頭註Dを 参照のこと。

12膳 政期の上隴 間の紛争については、熊崎 実 「水源林造成におけるド渣参加の系講 、

1)亅 『水利科学jl40 ,1981,ppll。 また、 一般に、今世紀初めか ら推進された 「公有林野

整理統.一事業」は、入会利用が森林の荒廃に結び付くもの として、治水事業費によって行

われたという経緯は銘記されてよい。 この経緯は、.一方、木材価格の高騰や交通 至段の発

達によって、従前入会利用を許容 していた林野所有者が造林を稘極的に行 うようになると

ともに、入会利用を拒否していく過程でもあった(占 島敏雄絹 「日本林野制度の研究丿東

大出版会.1955.pp88-106(岡 村明達))。

n)小 川 誠 ・依光良三 琳 地開発と環境問題(D」 琳 政総研 レポー ト』林政齢 飜

研究所,1976.PP2

i4)中屠英俊 ピ林業法律』農林出版,1974,ppl59

15)なお、転用規制の制度にっいては本砲 良一3弓、森林のレクリエーシ ョン利用についての

費用負担問題については本章3-1を 参照のこと。

16)多目的ダムの費用振分けが参考になるかもしれない。例えば、佐藤武夫は 『水の経済学』
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岩瀟 店・1965の中で・ダムの貯水髀 方法が、治水1納 の駘 と」1亅蔚 発電目的の場

合とで異なることを指摘 し、実際には利水 ・発電目的に偏 した管理がなされることが多い

影目的ダムの費用の一部を治水部門が負担 している現状を批判 した。短期的な木材生産収

入を追求 した管理を行 う森林所有者に、 国家財政が 「治水」名目で助成を輯 えば、おそ ら

く同様の批判を免れないであろう。

1-3森 林利用の 「社会的制約」

資本書…義社会の発達にともない、 あまねくf弛 所有権には社会的制約が課せ られるよう

になり、森林もむろんその例外とはな らなかった。 しかし、資本宅義の成立期には、森林

所有罐には社会的制約が全 くない、 と定め られたきわめて稀な歴史的繰験がある。本論に

入る前に、領主権力からの私的所有権の絶対性が比類なく保障された市民革命期のフラン

ス革命政府の立法を簡単にみておこう17㌔

フランスでは】7世紀末のコルベールの勅令によって最小伐期が定め られ、転用が規制さ

れた地域もあった。しか し、i791年 の革命政府立法は、 「個人に属する森林は、林務官の

監督から離脱するものとし、各所有者は、 自由にそれを管理 し、将来は、当人が良いと思

うとおりに自由に処理することを得るもの とする」と定め、 森林の管理 ・処分を完全に所

育者の臼由に任せた。この結果 「100年来のすべての大暴風も大気現象も、この恐 るべき第

6条 にくらべれば害が少なかった」と評 されるほど大量の開墾 ・転用を招く。このため、

19世紀初め、政府は伐採や囎望の事前(6カ 月)届1}1(不 許可もありうる)制 を定め
、さ

らに亅827年の森林法ではこの届出制に加え、郡長の承認する私設監視 人の設置轟務を現定

するに至ったという。1791年 に 一艮規制を撤廃した後に再び規制を強化 したわけであるが、

その際補償が行われたという言及がないところをみると、 この極端な事例においても結局.

森林所有者に無制限の自由を露めない、すなわち社会的制約を設けることで落ち轟いたよ

うである。

今の例では、転用に対する規制が問題であった。森林利用に対する規制としては、この

他に、通常の林業生産に対する規制のほか荒廃林地の復旧命令などもあるだろう。これ ま

で本章で述べてきたような森林利用の技術的 ・社会的特質により、前章でみたt地 所有権

の社会的制約を森林の場合どのように考えることができるかを、 主としてわが国の経験に
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っいて、現制の態様別にみていこう。すなわち、霹林所有者は本来的に自己の所有する森

林をどこまで自由に利用する槫利があるか、という問題である。 これは具体的には次のよ

うな規制を所有者は無条件に受忍すべ きカ・否か、という問題にお きか えることができよう。

L荒 廃林地や既墾地への造林を所有者に義殕づける場合

2,通常の林業生産を他の目的のために制隈する場合

3,林業生産以外への転用を制限する場合

林業生産は非常に長期的な繰済行為なので、その一局面をみてL～3 ,の区別をするのは

無理があるかも しれないし、事例によっては腱昧なこともあるかもしれないけれども
、と

りあえずこうした場合分けをすることは議論の混乱を避ける上で有益であろう
。

1-3-1荒 廃林地や既墾地 ・他用途地の林地化ないし復旧を所有者に義務づける場合

森林の荒廃の著 しかった前世紀末にわが国で初めて成立した森林法(i897【 明治」田年4月

1日法律第46号 一以下明治ユ0年法と略記することがある)の 起草者であり
、 当時の山林局f、

であった高橋琢也は、同法の解説書の中で、

「荒蕪廃絶の山野砂浜等に新植を施こし或は止砂避水等の為特別の1こ囈を起 したる場合
の

費用の如きは、林 主の自弁し無 きことは論をまたず して国家町村もしくは享利者に於て之

を抱当するは当然なり」;し と、荒廃地 に対する造林に対 しては費用の助成が必要である

とした。実際、その後の第 一期治水事業、第二期森林治水事業において、荒廃地や既墾地

の覆IHに 対する公的な資金投入が行われている。これに関連 して、明治40年森林法は既墾

地を保安林に指定し側 礎 林を命じ縄 合、所儲 に補償の請求を認めている(毎佚 補償

の項参照)。

ちなみに外国の例では西ドイツの連邦建設法 に、Bプ ラン(Bebauungsplan地1メ:言 羊細計

画)で 緬樹命令を受けた場合には補償するとの現定(43条)が あるという。連邦建設法の

補償規定の粫神は、 「Bプ ランの策定により従来どおりの利用方法が軽済的にもはや期待

できない崩合に補償 し、従来どおりの利用がなお可能なら補償は要しない」1引 とい うこと

であるから、この覩定は従来林地以外の収益性の高い利用を行っていた・k地に掴樹を命 じ

た場合をさすと考えることができるので、既墾地復旧補償と同 じケースであるといってよ

いだろう。
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なお、類似の規制に伐採跡地の橘栽の義務づけがある。195【年の改」E森林法 〔以 ト、昭

和26年法と呼ぷ)で は森順 源の保続を基棚 聡 として、伐採跡地に対する造榊 壗 務

殿 が設けられていた 儲1蠑)・ 当時の行政当局の解説によると ・樹 戈の乱 い耡 衡

を来 し荒廃への途を辿っているわが国の森杯殊に民有林にっいて森林計画によって施業 ヒ

の撃準を示 して各森林所有者のよるぺき尹本とすると共に
、 その中で国としてこの際何う

しても国家公共の利益を確保するため必要な造林及び伐採にっいての簸小限度の要求は森

林計幽の中で具体的に明かにしっっこれを法的に強制して森林生産保続の目的を達成しよ

う」というものであり、 「従来の施業案制度と比較すれば一面においては民有林施業を国

家権力をもって普 しく制限すると同時に.他 面においては森林所有者の施業に対する監督

的立場を離れて指導的立場に立つこととし、この面ではその施業を自由なもの とした」の

であった2㈲。

ただ し、この頃から現行の造林助成制度の基盤が整いっっあったことを指摘せねばな ら

ない。っまり、法令上は植栽の義務をうたっていたものの、そのための資金にっいての鋤

成措澱も同時に用意されていた。 また、植栽義務境定は後の法改正で廃止され.現 行森赫

法では保安林にっいてのみ残存している(第34条 の2)。

このように、林地よ りも価値の低い荒廃地であれ、価値の高い販墾地であれ、現状利封1

に変吏を加える場合には資金助成が行われ、 さらに、現状が森林であって伐採が行われた

場合でも、資金助成が行われることが多い。

このうち既墾地 に対する資金助成は、所有者の 土地の価値を低 下させることにたいする

支鵬であるから、旧森林法が 「特別補償」と称しているごとく損失補償のカテゴリーに属

する。 これに対し荒廃地や伐採跡地の造林への緩助は林業補助金というべ きである
。本来、

森林所イ」者の林業生産活動に対する制限とはな らず、むしろこれを助長しているのである

けれども、高橋の 「林主の自弁し難 き」というように森林資源や社会経済条件が所禰者に

造林の インセンティブや資金力を許さなかったことから支出されたといえよう。すなわち

この資金助成は山村住民に対する坐業の保隙をも意味 していた。後にみる水源林基金など

の森林造成維持費用負担問題は、一般に、後者のカテゴリーに属するであろう
。

1-3-2通 常の林業生産を他の目的のために制限する場合

一5コー



今日では、従来的に行われていた林叢生産の継続を社会的制約により無補償で制限する

ことはできない、という考え万が一般的であるようにみえる。 判Hの 「 一般に、ある棟の

公益機能の国民生活にとっての必要性が高まると、それを確保するために行政機関は、林

家の馳 所有欟 こ基づく権利たる林業の商品生産黝 似 ド 琳 陶 と嚇 する)を 制限

せざるをえない。 それには、その林地の使用収益楼を全面的 にとりあげ る場合と、基本的

には林家のf壷胴収益を認めながらその内容に制約を課する場合とがある
。いずれに しても

林家の収益にそれによってマイナスが生ずるかぎり、行政機関はその金額を補償するのが

当然である。」と=と いうがごとき、また熊崎の 「通常の林業用地は木番イ生産を前提にし

て所何権が確.立し、保安林を除くと従来比較的自由に造林や伐採が行われてきた
。この櫪

史的な 事実を無視するわけにはいくまい。」㍑ というがごときである。

しか しなが ら、戦前においては多少の施業制限は甘受すべ きものと考えられていた
。先

の高橋は、 「我が禁伐林の如き絶対的施業を禁止するものに至りては、損害の要償を拒絶

するを得ざるなり」としながらも、 「元来森林の所有権が制限を受くべき性質を有するは
、

森林そのものの天性に基づくのみならず、土地の経済にして森林ほど薤戳少な きものあら

ざるが故にその施業を制限するも多額の損失を生ずるの理なきは最も数の見易きものな り」

二.と していた
。後述する保安林の損失補償制度において、今日と異なり施業要件が択伐で

ある普通像安林にっいては非補償であったのは、この考え方の現れであろう。

施業制隈に関する考え方のこのような違 いは、森林資源の状態の遷いに由来するのかも

しれない。すなわち、高橋の時代には.森 林が荒廃 しており、若齢林の伐採制限のような

規制が長期的にみれば綵林所有者自身の利益にもなることは 十分 予想できた
。 しかも、治

山治水投資の全体的水準が低かったため に、森林の荒廃が即、 人命にもかかわるような重

大な被害を及ぼす可能性が大きかったと考えられる。このような森鉢では、1月 「i-1-2山

地保全 」の項で触れた、施業制限が林地そのものの保全に資し、将来の林業生産に資する

という側面が強か ったであろうし、llil施 業制限によって初めて誰がしかの生存のための

最低水準を確保することができたであろう。高橋のいう森林の 「天性 」とはおよそこの2

つの含意をもっていたと思われる2畠 。

これに対 し、 半田の指摘は、森林所肩者による管理が、少なくとも他の人闇の基本的な

生存を脅かさない範囲で行われてお り、行政側がこれに追加的に改再の要求を行うような

場合にっいて成り立っものであろう。
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1-3-3林 藁生産以外への転用を制限する場合

耘用に対 して、現在のわが国の森林法制では、転用要件の厳しい許叮制をもっ保安林制

度、および地域森林計画対象の全民有跨通林(開 発単位1ha以1つ にっいては1,;!則許1・fを旨

とする林地開発許可制度がある。

そもそも明治30年法では、採草や採石のみならず開墾にっいても、また民有林のみなら

ず国有林や御料林などにっいても、癒県知'嗣=よ る許可が必 要とされ、かつ、1三搦大臣は

これをあらかじめ禁止すべくゾーニングを行うことができた。明治40年 法では、規制が民

イ」林に限定されると同時に、開墾は保安林を除いて許可の対象外 となった
。統計的には、

図13-llお よび 「6.付 録」の表【6-Uに みるように、1898～1925年 の28年 間に了00万町が転

用されており、その8割 が耕地への転用である。いま、 この数値を詳 しく分析する余裕はな

いが2b'、 年平均2.5万 町(明 治40年法施行 下では3 .2万町/年)と いうこの転用面稿は、今

日q974～1988年 度)の ゴルフ場などを含めた転用面積が2万ha/年 前後で欝移 しているこ

と、および、当時の統計値が、いわゆる 「縄のびJに よって今日の統計値に比べ過小な値

をとっていると考えられることを考え合わせると、開墾が慣行水利権の壁に限まれて 「必

ず しもはかばか しくは進 まなかった」翫 とはいえ、 当時食糧生産のための開墾は大いに燹

励されていたことが伺える。 しか し、その一方で、1903年 および1906年 の大水害を契機と

して、林野当局は保安林 ・普通林に関わらず傾斜度 に応じた地域指定を行って
、開墾を制

隈'禁1ヒ しだ ㌔1926年1=1翻1限 地面穣4307澗(保 安林面積のほ`ま倍) 、禁1馳 【酬20

万町に登っており、少なくとも統計 ヒ明 らかな1942年 までは禁止地面積は半減 したものの

制隈地面積はほぼ同数を保っている匚5.。
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図 二3'日 民 有 林 野 閃 望 面 積1
.蕊 ～ 二≡25・)～

癢…F盲務 省 §充言十〔こよ ・ぎ,



その倭、占領Fに 制定された昭和26年 法では、里山を中心とした戦中の乱伐の反省から

伐採許叮制が創設されるが 「ザルとは行かぬまでも穴あきバケツの感 」二'が あったi:、木

亭イ需要の増大する中、且955年に広葉樹伐採が自由化され、1962年 には保安林を除 き伐標許

可制は廃lkされ た。このため、轟林においては保安林等特定の地域を除いていわゆる 「白

地1と なった。

このような背景から森林法が改正され、1974年 度から林地開発許可制度が発足する㍉"。

先に対象は民有の樋 林と述べたが、1腱 には保安械 保安施設地区、海岸保全贓 以外

の地城森林計画対象森林について民間による転用が行われる場合に都道府県の鵬前の許可

を要する、 とする制度で、 「森林を所有することに内在する当然の義務 として、他人に著

しい迷惑を及ぼすような開発は許されない」けれども 「開発者が通常守 らなければな らな

い社会的受忍の義務を果たすかぎり、開発行為は許されて当然である」との考えにもとつ

いた制度であった。 したがって補償は行われない。

っまり、ここでいう森林所肖権の社会的制約 とは、転用するのならば節度ある転用を行

うべ きである、という程度の制約であり、だか らこそ、土地利用が原則自由といわれるわ

が国でも無補償で運用できるといえ、これは逆に補償を要しない範囲で最大限の制約を爵i

している制度であると評価できるのかもしれない,1.。

次に、保安林制度をみ ることにする。保安林解除の理由として法で定められている要件

は、①保安林の指定理由が消減したとき(森 林法第26条1項) 、②公益1二の理由により必`5

が生 じたとき(同 条第2項)の2っ の場合であり、これ以外の理由で保安林の解除が行われ

ることはない。なお、①の嚇合は解除義務、②の場合は解除可能、 という相違がある。

これに対 しては、道路やダムなどの公共事業の目的のための申請の場合許可されやすい.

との指嫡があり32)、 また増加する解除車訥に対 し、個 々の件にっいて個別的な判断がなさ

れるので、保安林面積の稔量の確保は保蹲されないことにな る5ξ.。

とはいえ、森林所有者にとっては保安林に指定されると解除するためにはかなり煩雑な

詐続を必要とするため、問題点はあるにせよ、転用に対する強い現制 となっていることは

疑いのないところである。実際、転用圧力の独い地域で森林保全を目的として新規に私獅

林を保安林にゾーニングすることは、所有者の抵抗により困難なのが現状であるユ遇1。これ

は、このような強 い転用規制に対 し、保安林の損失補償制度が何ら補償しないからでもあ

る。後述するように、森林法第コ5条にもとつく保安林の損失補償は、立木補債にとどまり、
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転用にょり期待される価値増加分にっいては 一切考慮 していない。

換 菖すれば、保安林に関しては、森林所有者に対し、先にも述べた西 ドイツの連邦建設

法の例がそうであるように、現状利用の否定による損失にっいてのみ補儒 し、他用途への

転用の権利は認めない、すなわち森林を森林として維持することが森林所導権の社会的制

約である.と 考えられているわけである。このこと臼体は、優れた思想 というべきかもし

れないけれども、原則的に転用自由である符通林との公辱Zは保たれない。

【-3-4丿ハ書舌

具体的な事例に入る前に模式的に問題を設定し、 さまざまな例を概観しなが ら予備的劣

寮を進めてきた。結論めいたことを述べる段階ではないが、1っ だけ確かなのは、再 三述

べているように技術的ないし社会経済的条件、森林の状態などの条件によって、森林所有

権の性格は異な ってくるという事実である。

諸条件の似通っている同時代においてすら、すべての森林についてその所有権の性箔セ

'律に云々することはできないのかもしれない
。宮本…モは、兼六園有料化問題を考える,二

際し.兼 六園が 「[イ1歴史的名勝地 団 観光地 国 公園 のいずれであるか」という位澱づ

けが必要であるとした。歴史的名勝地 として位置づければ、庭園を損侶する恐れのある翫

雑現象の糎和のための有料化もやむを得ないけれども、地元市民の頻繁に利用する公園と

して位置づけるな らば、地元市民のシビルミニマムを確保する意味で無料で供給されなけ

ればな らない。 また、どうしても保存すべ き歴史的な価値の高い施設にっいてのみ、入込

を制限する方法も技術的に可能である。兼六園は、公園というその基本的位蹤づけが比較

的明確であ り、歴史的名勝地といった例外的な面についてはゾーニンクで対処できる、 と

いうわけである。

個々の森林にっいてこのような位蹶づけが可能かどうかが問題となるが、これにっいて

は具体的事例をみたあとで触れることとしたい。

以.ド、事例として、わが国において、資本主義化が始まって間もなく、荒廃した森林の

多かった19m年 代の鉄道沿線のなだれ防止保安林の田失補償事例および、生育途Lの 森林

の稘極的な管理費用を流域 下流部の地方団体などが負担すべ く設立され た1970年代の水源

林基金の事例をみたうえで、利用権の市場化によって森林の転用を規制する罫法を提案す

ることにする。
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【21掛夫補償

2-1理 論的諸問題.

2-1-1損 失補償 と費用負担

損失補償にっいてはすでに2章 で士二地利用観制一般にかかわる補償のあり方を、本章口

1節においても森林所有の社会的制約にかかわる議論を行ってきた。

一方この121節 では 「損失補償」にっいて
、131節 では 「費用負担」にっいて述べること

としたが、日本語でいう 「攅失」は広義の 「費用 」に舎まれるPの で、攅失補償にかかわ

る費用貞担の問題が生 じる。この点について整理 しておくと、前節で触れた場合分 け

L荒 廃林地や既墾地への造林を所有者に義務づける場合

2,通常の林業生産を他の目的のために制限する場合

:L林業生産以外への転馬を制限する場合

のうち、Lは 積極的な環境改善であ り、2.と3.は 現状凍結型の現制である。そして、森林

所有者に負担の能力がな く、あるいは負担の義務を負わせることが公Llζヒ困難な場合、前

者は補助金によって、後者は損失補償制度ないし、買い上げや税制Lの 優遇措置によって

賄われてきた。 このとき、補助金にせよ、損失補償にせよ、 国などの公的部門のみならず

受益者や、 もちろん森林所有者肖身の負揖2Fも 考えられ、その費剛をどう振り分けるかと

いう問題が生じる。 したがって、補償費用についても当然費用負担の問題が生 じるけれど

も、既存の制度によらない当嘆者闇の自主的な交渉 まで含めてもその事例はきわめて稀で

あり、 しかも近年 「水源林造成維持費用負担問題丿がクローズアップされる中、 わずかな

がら各地に設立された水源林基金事例が、いずれも積極的な森林の改 善に対する助成を 主

目的 としているため、補償費用の受益者負担についてはほとんど論じられていないのが現

状である。

したがって本節では、費用負担にかかわる部分については原則として131節 に諷り、とく

に必要のない限り、補償額や補償の程度、補償の性質などに絞 って、森林保全にかかわる

損失補償の問題を述べていきたい。
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2-!-2保 安林の損失補償制度をめ ぐる問題点

2-1-2-1近 代初期におけるヨーロッパ諸国の揃宍補償制度

ヨーロッパでは、戦争による国家の離合集馼があったこともあって、わが国よりも山岳

地帯の地域性が強 く、このため森林利用の外部性は地域間の問題 として意議 されていたの

かもしれない。19世 紀半ば以降、統 一国家の形戒に伴い、平野部地域の利益のためにオー

ストリアやバイエルンを初め として各国に近代的な保安林制度が設けられた3'。

規制の強さや、規制の期限は国によって異なっていたけれども、保安林の指定により開

墾と荒廃を禁1ヒし、既に荒廃 した土地にっいては俊IH造林命令を行う点は、19世 紀後半で

はほとんどの国の制度に共通 している41。

これら各国の損失補償の有無をみると、バイェル ンやイタリアでは補償せず、オース ト

リアでは場合により 「廉価の賠償」、プロシャでは原則的に補償を行っていた….。このほ

,)丶育林の長期性を根拠とした免租 も.一般的であるけれども、買収は財政上の問題に加え、

貧しい山村民は政府に買収させるためにかえって林地を荒廃 させるとの理由か ら必要最小

限にとどめるべきとされていたといゲ 。

2-1-2-2わ が国の保安林制度と損失補償の現定

わが国の明治30年 森林法において制度化された 「保安林」の制度は、4こ童冒頭で触れた

ような旧藩時代に各藩で行われていた森林利用の外部性にかかわる強制的な娩制政策を引

き継 ぐ性格をもっ制度であったといえるかもしれない〒。同法の第30条 には、従来の禁伐

林等は自動的に保安杯となり、従来の制限はそのまま効力をもっ旨の幌定があるから、現

実にもかな りの禁伐林が保安林として引き継がれたのであろう。その後、森林法は今日に

至るまで多くの改正を経たけれども、今日の保安林制度は明治30年 法により確立 したとさ

れる。

さかのぼって、明治以降の民荷鋲伐林を初めて規定 した18821明 治151年2月 の太政官布達

第3号 は、伐木停 止がその林地自体を保金するためというよりも、それは.罫段であってその

主要な目的は他に及ぼす障窘を防ぐためである旨を明記 しており9P、保安林制度の本質が、

とりもなおさず伐採活動にょって生 じる外部不経済を抑止す ることにあることが当時か ら
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明確に認議されていたことを示 している。

ところで・近代国家において成立 した保安林制度は一 礪 時代と膿 なり
、少な くとも

法制1二はt地 所有権の尊重を前提として成 り屯っていた。このため、民有保安林の繊入{

今日でいう指定)は 慎重に行われねばならないものと考えられていた。暗治30年 法の起学

者であ り、 当時の山林局長であった高僑琢也は絹入の条件として次の諸点をあげている蓐。

〔D保安林編入による施業制限の利益が、私人でなく公共に帰属すること。

②施業制限による利益が施業制限による損失をi二回ること。

③より安価な代替的方法がないこと。

①危害を防止する能力が森林所有者にな く、国家の強制が必要であること。

⑤ただこの強制を行うほかは他の方法がないこと。

この うち最初の3条 件は今日でも十分通用する。すなわち、1章[31節 で述べたように、

①は公正の条件であり、②は効率の条件(社 会的厚生の増大)で ある。ちなみに、②でい

う利益とは、前節で触れた 「外部不経済 」の減少分を意味するのはいうまでもない
。③も

当然で、②とともに費用便益分析に通ずる考え方である。 また、④は、おそらく森林所有

者臼身に荒廃地復旧等の能力およびインセンティブがある場合にはあえて絹入しない
、 と

いう意味であろう。荒廃地復旧等による利益が森林所有者自身のみに帰属する場合には
、

これもしごく妥当な原則となる。後にみる鉄道林のケースが これに近い
。なお、⑤をあえ

て付け加える必要はないようにみえる。安易な編入をよくよく戒めたのであろう。また、

すぐ後にみる損失補償にっいての受益者負担の現定が遮切かっ積極的に運用されれば、理

論h① はそれほど大きな制約 にはな らないのに、これを第1条 件として挙げたところをみ

ると.蚤 時すでに高橋は受益者負担制度の運用が困難であることを予見していたのかもし

れない。

ここでは②の条件に注目したい。保安林編入による利益が損失を1二回るのな ら.利 益を

得た者が損失をうけた者に損失分を支払っても、なお絹入以前よりはベ ターオフ(望 まし.

い状態)に なる。ここに損失補償の可能性が生 じる。

損失補償(禁 伐補償)に っいて明治30年 法は次のような趣旨の規定を設けている匸即
。

「1.保安林に編入されたため損害を蒙った御料林、国有林以外の森林所脅者はその伐木を

禁止された場合における直接の損害に限 り補償を求めることができる。但 し御料林、国荷

林に対しては補償を行わない。

2.前項の損害であって申請にかかわるものは巾誚者がこれを補償 し命令にかかわるもの
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は政府がこれを補償する。ただし申誚者の補債にかかわるものは政府がその1/3以 内を

補助することがで きる。

3.損害の鐸定 方法は命令でこれを定め る。 」(第26条)

通常は保安林絹入によって利益を得る者を特定することが困難であったり、受益が広範

にわたることが多いため、国が補償 し、とくに申講があって保安林編入が行われた場合に

醸り、申請者が補俄する、という趣旨である=1。 さらに、10年 後の田07(明 治4【D年o〕森

林法(以 ド明治40年法 と略す)で は、

「L木 竹の伐採を禁止された保安林の所有者または 立木竹の所有者は
、 これによって生 じ

た直接の損害に限 りその補償を求めることができる。

2,前項の保安林の所有者が主務大臣の命令によって造林を行ったときはその造朴の費用

は繭項の損害とみなす。

3.前2項 の損害は政府がこれを補償する。但し政府は保安林編入によってとくに利益を

受ける公共団体もしくは私人にその全部または 一部を負拠させ国税徴収法の例によってこ

れを徴収することができる」(第28条)

としてお り、申請者でな くても受益者であれば負担させることができることとなった。現

行森林法まで条文上引き継がれている受益者負担の規定である。また第2項 は造林助成制

度の発達した今日では造林補助金の1二葉せ措展というかたちをとって受け継がれている。

なお、明治40年 法は禁伐や択伐だけでな く、皆伐にまで保安林の作業穐を拡大している。

2-1-Z-3損 失補償制度の問題点とその運用

具体的な損失補償における最大の問題は損失額の算定にある。伐採制限、伐期延長等の

施業制限による攅失の算出方法が1っ 、さらに伐採硯制を加えられた状態と比較するのに

どういう状態を基準とするか、 という問題がある。 とくに後者は、前章以来議論してきた

t地 所有権の社会的制約がどこまでt地 所有者に受忍の義務を負わせるか、という燭題に

つながっており、重要である。森林法の条文にいう 「直接の損害 」という文言はきわめて

あいまいにみえるので、戦前における実務1二の取扱いを 「保安林実務要綱」;三1にみてみよ

う。

まず、条文にもあるように、対象は禁伐民有林に限 られる。

次に、基準とする状態は普通保安林におかれる。すなわち 「禁伐なるが故に(補 債は一

引峭者)為 されるのであって、禁伐ならざるもの即ち普通保安林に対する損害は補償せ ら
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れない関係よりして損害額の決定を次の如 く行ふこととした。…即ち伐採禁止の当時存在.

する森林立木竹を蹄通の保安林の 立木竹として描害を見積るのであるが、曽通保安林の 症

木竹として見積ると云ふのは伐期に連 したる当時の立木竹の価格を時価を以て見積り其の

3割 を減じたるものを以て普通保安林の皇木竹の価格と見倣す。保安朴どな りたるが為め

壁木竹は3割 の値 下が りを来 した訳である。但 し地方長官に於て特稗の理由により必要と

するときは割引歩合を3割 とせずして之を適 当に増減することが出来る」。

そして、このように減額された立木緬格の5%(当 時の民法404条 による法定利率に等 し

い)が 毎年の補償額と定められた。

補償は森林が伐期に達 してから行われる。伐期は、樹種、 作業種及び地方の慣行等を考

慮して農商務大臣が定めることとされた。指定 当時伐期に達していない森林にっいては指

定時に伐期を保安林所有者に通達 しなければな らないけれども、伐期に連した時点で再度

通達する必要はない。伐期に達してから1年 以内に保安林所有者から請求がない場合は請

求権は消滅する。

以上がその概要である。要するに、補償されない普通保安林の所有者との公平を考えて

あらか じめ減額された立本 〔i二地を含まない)の 資産価値を伐期に達 した時点でフローに

換貫 し.こ の金額を伐期時点以降毎年補債することとしたわけである。禁伐の場合を今日

のいわゆる通損補償 と比較すると、今日では非保安林 として施業 した場合を基準として損

失を捺定 しており、 したがって・ヱ木価脩を減額しないという点を除けばほぼ同様である。

今日しばしば指摘される問題は、1一コー3に 述べたように、 基準の如何は別にして、いわ

ゆる屯木補償と呼ばれるこうした方式が、林地の他用途への転用を考えた場合の機会費用

にたいする補償を一一切考慮していない、すなわち地価にたいする補償となっていないこと

であって、 このことはたとえば都市近郊の保健保安林の新規指定や リゾー ト化の進む海岸

地域の保安林の維持にとって嶼大な陳害 となっている。補償の対象が林藁的収益の減少の

みであって地価を補償 しないのは、林地を転用 しないことが森林所有罐の社会的制約と考

えることを意味するけれども、梓通林が原則として転用自由であることを考えると、締通

林が新規に保安林に指定された場合と税制等の挿々の恩典を考慮 しても森林所有者にとっ

ては不利になる可能性が 大きい。

しかし、荒廃林地の復旧が急務であり、若齢林分の多かったと考えられる当時にあって

は、転用などということは行政側にも保安林所荷者の側にも緒から頭になかったのであろ

うB}。
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なお、伐期の通告についてのLの 事情は.荒 廃地や若齢林を絹人された所有者の 一部ま

たは多くが、伐期の到来に気づかずに補償の請求罐を失った可能性を示唆L .ている。

註

D自 然環境齢 飜 会自然環境部会r肖 然保護のための費用負担問題愾 寸中間報働 げ

ジュリス ト増Fl総合特果4」所収,1976 .p閃43)

2>森林所有者臼身の 「負担」とは他者による助成や補償がなされなかった部分を指す。

3)1852年 オーZトリア、ll'仁彦冫、1879年 わスト・」ア・7レガ層1-、1899年7'7魯 ンにそれぞれ保安林制度

が確立した。オースド」ア・厂ワガトのケースでは 「山岳地帯の森林がハ ンガ リー王国の監督のもと

におかれることとなり、平原住民の利益のためにスロヴァキアと トランシルヴァニアにお

けるある種の森林地役権が圧迫を被 ることとな った」という。(lleve2e,Hicheh}llstoi

redesforets(邦 訳 『森林の歴史』猪俣訳)白 水社」973 、pplO9-110)

4)高橋琢也 『森林法論』明法堂.1898,ppi2D-123。 なお同書はオーストリアではなだれ ・土砂崩壊

等は特別な保安林とし、他に曽通保安林を設けているとの指摘があるから、これなどをも

とにわが国保安林制度の禁伐保安林、普通保安林の区別が生 じたのであろう。

5)高橋琢也'前 掲霞.〒.pp123-130

6)高僑琢也 『前縄書ぎ.pp130に 、当時のプロシャ議会での議論と当時のわが国での鉄道敷

地買収問題が紹介されている。

7)むろん、 ヨーロッパを中心とした諸外国の森林法制をも参考にしたことは間遅いない。

明治30年法のt台 となった1882(明 治15)年 の森林法草案が、 「各府県将来意見」、 「旧

藩慣例」、諸外国の森林法制のそれぞれにどの釋度依拠 していたかを'」ミしたものに、萩野

敏蟹 ご日本近代林政の基礎構造一明治構築期の実証的研究～日本林業調査会,19B4、pp156

がある。これによると、保存森林(保 安林)関 係の規定は他の規定に比べ、諸外国の森林

法制に依拠した条文の数が比較的少なく 「各尉県将来意見 」 「旧藩横例」の割合が高かっ

たようにみうけられる。

B)日本治山治水協会絹 『治山治水1il'年 史』日本治山治水協会,1960 ,pp99。 なお、 この文

献は同じ年の太政官裄達第7号 を引用 しているが、内容的には同等である。

9)高橋琢也 『前掲書』,pp119。 なお筒井迪夫 「保安林損失補償制度の諸問題 」r林 業技術2

引9.19η,pp4-5を 参考にした。
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lo)臆 時代になぜ損失顧 力`磁 しなかったかという問齔 、鮒 ≠去に黻 補償の聢 が

鮴 的にどうい・た経纏で入ったかという問題は腰 であり、 また撒 あ。て購 深いが、

今後の課題としたい・なお・前者につし・て級 したものに 鈴木倉太郎 ・鮟 林の験伐と

期1舗 償 に就 て・ 「大日本II,林会鋤503 ,1924.PP21、 筒鎚 犬r森 林齣 鮴 礦 概

版,1974.PPI21-122、 および、藤沢秀夫 「保安林の横失補償」 『水利科学』4-2 ,1960,pp12

4が ・後者について言及したもの星こ、錬 平{郎 犠 のきた趣 【体 林業技術協会.1987,

PP40-99が ある。

1D誰 が負担すべきか、 というこの議論にっいては
、費磆負担の項を参照。 また、田中啓 ・

『受益湘 担論』鮮 経済新報社.1979,PP51-80に 今日における一般的嫌 論がある.こ

の中で、今 日ほとんどの公共事業関係法に採用 されている受益者負担の制度がわが岡で本

格的に活用 されたのは1919年 の都市計画法制定以降であるという指摘がみられることに注

日したい。

12)林政会 げ保安林実務要綱～林政会,1941、pp76-81。 森林法施行規則(明 治40年12月26日

農商務省令第21号}に もとつく内容である。なお、鈴木倉太郎 「保安林の禁伐と其損害襯

償に就 て」 「大日本山林会報」503」924,pp26-32に よって細部を補足 した
。また、引用 ド'

は力タカナをひらがなに直し、旧字体を新字体 に直してある。

13)食糧褥要の増大により晨地転用圧力が増大した事情は本章i-3一 コで若F触 れたけれど

も、旧墾地復冊のような農地を保安林に指定して植林する事業が それほど進まなかったこ

とか ら頬推すると、農地転用の圧力の高い林地はあまり保安林に指定されなかったか
、保

安林に指定されるような林地に農業適地が少なかったか、 もしくはその両方であったと考

えられる。

2-2明 治40年 森林法にもとつく禁伐保安朴損失補償 事例 一新潟県東蒲原郡
、磐越西繰沿線

のなだれ防 止林

2-2-1は じめに

森林法に規定される保安林の措失補償については、これまで主としてその沿革や法的解

釈・意義や是非、補償額の算定方法 制度Lの1題 点などを中心に議論されてきた
.し か

しなが ら、実際 にどのように運用されてきたか、すなわち補償の実態にっいて誘及 した文
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献は繁者の知る限りほとんどない。殊に戦前の補償実態となるとまず見あたらない。すで

に1棚 年の櫛 ゆ 翻 法(い わゆる明細 年㈲ に禁伐`鞍 林について徽 補償の規定が

存在 したことすら、一般の林業関係者には意外と知 られていないかもしれない。従来 「働

かざる条文」Pと いわれていたことを考えれば、無理もないことである。沙 な くとも損失

贓 が 吩 行われなかったことはたしかで、このため嗣 の保安林制度全{勧 ・営膿 齢1

度との関係で 「実効のすくない」 「陽齢者」 となったとの評価もある。制虔的な襲付け

の充実 した今日でさえ、年聞の補償実績は7偲 円(1988年 度決算額〕糧度であり
、治山関

係の公共事業費が年間2,000億 円にのぼることを考えると、その位置は きわめて小さくみ桑、

このことがまた、実悪に関する分析のほとんど行才)れなかった理由の1っ であるといって

よいだろう。

さて、1954年n月20日 に林野庁治山課保安林計画班長名で、各都道府鴃の保安林係長宛

に送られた照会文召(別 掲資料 正)は 、戝災のせいもあって敗戦後ほどない頃の林野庁す

ら、戦前の鑚失補償の実態を把握していなかったことを示している。念のため記してお く

と、この照会の行われた54年 というのは、前年に少なくとも明治以降では最も激 しい水? .

が日本全国で発生したことから、国会決議を経て設置された 「治山治水対策協議会」の手

になる 「治山治水基本対策要綱」(53年m月16日)を うけて、保安林整備臨時措罹法が公

布された(54年5月1日)年 である。なお、 要綱は 「三A2(2)保 安林の管理 」の項で 「

,」民荷保安林に対する適正な補償制度を確立する」と明記していだ
。

「保安林の損失補償」と題する報告書`(以F
、たんに 「報告書」と略認)が こうした榎

討の結果生 まれたものであることは間違いない丗。これによると、戦前の(1正 確には1897

から1950年 までの54年 間の)損 失補償事例は、

・蟹伐補償一島根1
、新潟2計3件 、面積95.7田P

・特別補償一群馬15
、埼 玉7、 新渇7、 山梨26、長野1、 鳥取2、 富山28計75件 、面積

90.4町

のみであったとされている。

ここで、禁伐補償とは、 「伐期に達 していながらも、保安林なるがゆえに伐採を禁止さ

れている林分にたいして、その禁止期閥中伐採収入柑当額にたいする利 チ相当額を年々補

償する」ものであり、特別補償は 「農地を保安林に緇人して森林 に変臾するばあいに、開

墾費相当額を地価の低減にたいする補償 として、1同 限り補償するもの 」であるb。 い う

までもなく現行の森林法でいうところの損失補償に相 当するのは禁伐補償であるのにたい
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し、特別補償は.む しろその後の造林助成政策の梶開を準備したものと考えたほうがわか

りやすい。

ともあれ・ 「報告書」圦2年 後の59年12月 川1のr保 安林の指定による揺佚 補償及び

受益者負担に関する要綱1に 結実 し、戦後の侭安杯整備計画の実施に大き・<寄与したと同

時に、今日に至るまで、戦前の揃失補償の実態の ・端を伺わせるほとんど唯 一の文献であ

ったのはた しかである。

「報告書」ではこれら各県のすべての事例にっいての詳細は記されていない
。 とくに、今

日の嶽夫補償に相当する禁伐補償に関 しては、 もともと事例がわずかだったこともあって

新潟の2件 の うち1件 にっいてはアウトラインが触れられているのみである。ただ、新鴻

のもう1件 にっいては、 「報告爵」にやや詳しく述べられているほか、 当時の新渇県保安

林係か ら林野庁に送られた回答そのものも現存 しているので、当該保安林の当時の所有者

や地番、而積、および補償額などを知ることができる。

本項は、このi件 一新潟県東蒲娘郡豊実村(現 鹿瀬町大字豊実)の 鉄道沿綜の頽雪防止

林一の事例にっいて、保安林纃入 当時の 事情やその後の経緯等を事実関係を中心にまとめ

たものである。すでに絹入当時か ら70卑を経過しており、不明な点も多々あるけれども、

要点を先に占えば、現地は磐越西線沿線の急斜面で.な だれによる鉄道事故が拑次いだた

め.1920年 前後に保安林絹入が行われ、伐期に達 していた林分にっいてはその.一部につい

てほどな く揃失補償が行われた。しか し、 堕i時の鉄道省(現 在のJR)は 、保安林鶴入だ

けでは不 卜分と考え、臼ら買収に乗りだし、保安林絹入や、損失補償が行われていなかっ

た林分をも含めてかなりの森林を買収し.、積極的になだれ防止工を実施し、必要に応じて

保育、更新等の施業を行 った。 このように、本享例を理解するためには、保安林の損失

補償の問題はもちろんのこと、なだれ跡止林や鉄道林の実態を把握 しておく必要がある。

このため、以下、なだれ防止林や鉄道林にっいても簡単に述べ、それか ら当該肇例にっい

て述べることに したい。

2-2-2戦 前における禁伐保安林の面積と損失補償の実態巨.

先に述べたように明治30年法の第30条 によって、旧蒲時代の禁伐林等は自動的に保安林

となったけれども、多 くは普通保安林として絹入された9。
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明湘o年 法 による禁伐保安椈)・政悸貴を ・報鵠 広 よりみると 〔鄭 一ID-959鱈

蜘 概 淋 の禁伐保安林は3・600瞞 、2,4〔】・h・ほどである.こ れに公醂 を合わせても、

4.600箇 所、13,400haと なり、59年 当時の民有林の全保安林面積の1 .2%穆 度である。戴後

織 懶 林の新規編入が急速に行われたとは考えがたいので、 この数?・`鏑 吻 およそ。)

水準を表 していよう。わずかとはいえ私有林だけでも] ,600箇所の禁伐林がありなが ら、木

稿の冒頭に触れたように禁伐補償が2な い し3件 、1件10箇 所 としてもわずか30簡 所ほど

しか行われていなかったことは、若齢林が多かったことや、伐期の到米が周知されなかっ

たことを考えても、一一見して非常に不思議である。逆にいうと、ほとんど損失補償を行わ

ずに2,400haも の森林を禁伐指定できたのは不可解にみえる。あるいは、補償例がありなが

ら資料が残っていなかった都道府県で 「事例な し」と回答 したところがあったため
、表卩

一Uの数字が過小になったのかもしれない
。 さもなくば、 「報告書」が、 「これがための訴

訟なども殆んどその例がないのを見ても、禁伐管理が十分行われていた萠提に立てば
、極

端ではあるが禁伐保安林 にも一部宿命論の理屈が是認されてもよいようにも考えられる」

というごとく旧'、 それが社会的に合意された実態であったという可能性もある
。この問勘

にっいては、禁伐補償の実例の詳細を2-4で みた上で再度考察 したい
。

なお、少な くとも新潟県の禁伐補償の事例では受益者負損規定は活用されていない=11 .
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裏 β一・ユ 明治・・鞠 よび明治・・年の甜 法によリ鍬 され眠 褓 剣‡



2-2-3な だれ防止林と鉄道防雪林

2-2-3一重なだれ防止林の沿革と機能

なだれ防止林の歴史は古く、アルプスではすでに14世 紀に森林の利用禁止を住民の間で

取り決めた記録があるという罰 。わが国でも1684年敦賀地方(福 井藩)に 「雪なだれ留林」

が、1689年 弘前地方(弘 前藩)に 「雪なて留山」が設置され たとの記録があるし=3'、焼畑

の盛んであった白山山麓(現 石川県)で はそれ以前、少なくとも400年 前からなだれ防止林

が部落付近に設けられていた、との言い伝えもあるというiの。

明治政府が今日の保安林の種類にあたる禁伐にすべき森林の地種区分を初めて規定した

のは、18761明 治91年 の 「官林調査仮条例」であり、ここに 「土砂扞止ならびに頽雪 止」が

設けられている。明治30年 法および明治40年法では 「頽雪及び墜石(防 止)」 という名称

に変わり、現在は 「なだれ防止」保安林となっている。

森林のなだれ防止機能を発揮させるためには、密度と樹高の高い森林に誘導する必要が

ある匙5,。成林したスギ人工林ではほとんどなだれが発生せず、逆に灌木林は 「なだれの巣」

といわれ効果がないことが知 られている`の。焼畑や薪炭利用が中心の山ではなだれが発生

しやすいわけである。斜面下方に集落や道路などがない森林では、多雪地帯においても焼

畑 ・薪炭利用が行われ得たであろう。1880年 代以降そうした地域に鉄道が敷設されていっ

たことが鉄道におけるなだれ防止林設置を急務としたものと考えられる。

2-2-3-2鉄 道におけるなだれ防止林の沿革乙7,1εu和

わが国の多雪地帯における鉄道の敷設は、1880年 代の北陸、函館両本線の.一部開通を皮

切りに、 日清戦争による戦争賠償金収入を得た旦890年代後半以降、次々に進展 した。

1892年、後の東大教授本多静六が訪欧の帰路にカナダの防雪林を調査 して帰国、 日本鉄

道(現 在の東北本線)の 委嘱により翌年、脅森県下にふぶき防止林を造成したのが鉄道防

雪林の始 まりであるとされる2。1。旦890年代後半から本州の脊梁山脈を横断する奥羽本線、

岩越線(現 磐越西線)が 建設され、 これらの線区は直ちになだれの被害をこうむる。そこ

でとりあえず杭や柵などの施設を設置するとともに、林地帯を買収してなだれ防lh林 が設

けられるようになる。1田2年 、奥羽本線南部と磐越西線東部(福 島県内)に12haが 設置さ

れたのがその端緒であった。以後、1945年 には1,900haま で増加する。

また、組織的にも、1903年 に当時の日本鉄道は最初の営林専任技術者を国有林より迎え、

以来、営林区といった組織を設けて工作物の設置や造林等の管理を行っていった。
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次に述べる豊実村付近を岩越線(現 囀越西練)が 全通 したのは19M年 のことである
。

2-2-4旧 豊実村の損失補償事例

2-2司一1地 域の沿革～D.

新渦県東蒲原郡は通称 「山蒲原 」といい阿賀野川のh流 部に位置する奥地山村地域であ

る。旧藩時代は会津藩に属し、明治初期は福島県に編入された。このころ草倉銅山の生産

量が ピークに達 し、また会津若松と結ぶ新しい街道(三 方道路)が 建設されている。

18761明 治191年 、新潟県に移管される際、福島県はこの地域にっいて 「地形人情風俗は

多少の進歩あり、経済力の弱さ、就学率の不振、授業料徴収は至難中の至難、 田畑きわめ

て僅少、郡民の多くは山林、舟運などの副業に依存 してかろうじて生活 している」旨報告

したという22㌔ 当時の一般的な山林の状態は詳らかでないが沢沿いを中心にスギの適地で

あった。阿賀野川支流の只見川1=流 の旧幕府直轄領には良質の木材を産 し、筏流によって

新潟の消費地へ と送られており、最盛期 には1,000～1,500石/年 を送った23'と いうけれど、

後に鉄道沿線となる阿賀野川本流沿いの山林そのものはそれほど地味が良くなかったらし

い。

豊実村は東蒲原郡の最も東寄りに位賃 し、福島県と境を接している。1889年 の町村制施

行時に豊田村と実川樗の合併により誕生 した。合併前年の戸数は豊田村で139戸 、実川村で

2炉 であったZ`'。 後にみるように損失補償の対象となった森林は豊田地区にあった。なお、

1950年代に合併と名称変更により鹿瀬町となり今日に至っている。

2-2-4-2岩 越線(磐 越西線)の 開通 となだれ事故の発生

岩越線は郡山一会津若松間が1899年 に開通したのを皮切りに工事が進められ、最後に残

された東蒲原地域も19正3年には西半分の馬 下一津川間が開通、そして翌14年U月1日 、豊実

村を含む東 半分の津川一野沢間が開通し岩越線は全通 した。新潟一東京問の交通にっいて

みると、 このとき信越線はすでに全線開通していたけれども、 上越線は全通までにまだ17

年を余 していた。岩越線は従来の信越線経由より3時 間の短縮 となったため、 きわめて重

要な交通路となった。そ して以後、新潟市域を中心 とした経済発展はめざましいものがあ

ったのである25,。

ところが、岩越綜では早くも1916年 度には162回 、17年度 には75回 ものなだれが発生 した。

とくに16年度には豊実村豊田地区を含め人身事故が相次いでいる251。 この回数は当時国鉄
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全体でも代表的ななだれの危険地帯であった仙台鉄道局管内において、 次に多かった陸羽

東綜の計里13回をはるかにしのぐ回数であった27}。 「当時の沿線の斜面は、造林思想が低

いままに荒廃 しており、加えて列車の散火などによる密林火災もあって、なだれ防止に有

効な森林がすくな く、そのため力の大きいなだれが多かったJ29〕 ともいわれる。

このため・鉄道当局は且916～31鞭 以来r既 に2。听 円の鰍 を投 じて鋭意各種の防雪設

備を実施し、沿線危険地帯は悉く 「頽雪防止保安林』に編入して樹木の伐採を禁止し、尚

進んで必要地帯はこれを買収し新に 『頽雪防止林』を造設し、積極的 に雪害予防施設を断

行」291し た結果、次第に事故の回数と度合は減少 した3m 。

ここで、鉄道当局が危険地帯を保安林に編入 した、 との記述はおそ らく保安林編入を県

ないしは国に対 し要請したものと思われる3D。

2-2-4-3保 安林編入

「6,付 録 」の[別 掲資料3]に 示すように
、1921[大 正10】年里0月13日付けで当時の新潟

県知事が、農商務大臣あてに損失補償の認可申請を行っている。翌22年5月2」日農商務省1….

令林第354号 において農商務大臣はこれを認可した。[別 掲資料2-ilお よび保安林編入告

示と照合すると[別 掲資料3]に いう 「大正8年5月 」とは19】9[大IE8i年5月24日 のこと

であり、このとき東蒲原郡揚川村(津 川 一三川間) 、 日出谷村および豊実村大字ξ}田(日

出谷一豊実一徳沢間)の いずれも鉄道沿線の森林219箇 所、68.5町 が保安林に絹入されたこ

とが しられる。このうち1921[大 正101年 の認可申請により債失補償の対象となったのは豊

実村の5箇 所、6.5町 のみである。 また同様にして 「本年4月 」とは19211大 正101年4月14

日のことであり、このとき豊実村大字豊田字舘岩の5箇 所、L4町 が編入され、すべてが損

失補償の対象となったことが しられる。

2-2-4-4補 償の実施

補償は表[3-21に 示すように、 まず、対象の森林を平均林齢、地位、伐期によって区画す

る。伐期から平均林齢を差引き、編入年を加えたものが補償開始年となる。 一方、地位に

よって1町 あたりの材積(.単位棚)が 定 まるので、 これに面積を乗 じて総材積を得る。伐

期価格は1棚 当たり9円45銭 と決め られてお り、これを総材積に乗じて伐期価格総額を得る。

2一正一2-2で みたように、 これを3割 減額 して保安林価格を算出する。補償金額はこの5竃で

ある。
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材預の単位を棚としていることか ら、すべて薪林として計算したものと考えられる。調

査番号1な どは伐期が50年 とかなり長いし、[別 掲資料2-1]に はスギも生育していたと記

されているけれども、1棚 当たりの価格は当時の常隆産マッ薪材(5本 〆並下規格)よ り

もやや砥く'气 用材林としては計擁されなかった。 このため年闇補償額は地位により差は

あるが1984年 価格にしてha当 たり8,000円 ～田、900円捍度にすぎなかった"二.。
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2-2-4-5そ の後の経維

すべて、最終的には一部または全部が鉄道当局によって買収されている
。 しかしながら、

現在のJR津 川保線区の鉄道林台帳にはある林分にっいてその一部が最初に買収された年

度(多 くは1922年)の 記載があるのみで買収の経緯が判然としない。そこで、 土地台帳に

よって表[3-21の 「調査番号」の順に所有権がいっ移転したかをみることにする
。

(D調査番号1:個 人所有地で1925年 にすべて鉄道省が買収した。

② 〃2=共 有地。1932年6月3日 「保安林を解除せず」の告示があるところか ら、所

有者が解除申請を出したけれども却下されたらしい。1935年 にすべて鉄道省が買収。

③ 〃3=個 人有地に近い。2に ほぼ同じ。1935年 に9割 以上を鉄道省が買収
。

④ 〃4:2に 同じ。

⑤ 〃5=2に 同じ。なお、②～⑤は今日の鉄道林 「徳沢1号 林」である。

⑥ 〃6=個 人有地。1922年 に1割 ほどJ937年 に残りを鉄道省が買収。

⑦ 〃7=実 面積19haと 、かな り大面積の共有地である。1922年 に3割 ほど鉄道省が

買収、1928年 元の5割 が保安林解除、1937年 に残りを鉄道省が買収。

⑧ 〃8=実 面積12haの 共有地。足928年半分ほど保安林解除」938年 残りを鉄道省が

買収。 ところが再び保安林に指定されたらしく、本事例中唯一、現在の民有保安林台帳に

も14haが記載されている。ただ現在補償は行われていない。

⑨ 〃9:共 有地。1938年 内務省がすべて買収。

このように、解除申請なども行われていることから、やはり補償金は所有者の負担を解

消するには至らなかったとみた方がよいようである。なお、表[3-2】をみると伐期に達せず、

したがって補償期間に至らないうちに鉄道当局 に買収されたにもかかわらず、伐期に達し

てから元の所有者に年々補償が続けられたケースが多いことがわかる。補償がいっまで継

続されたかは定かでない。あるいは買収が行われたケースにっいては1951年 の新しい森林

法制定時に打ち切られたのかもしれない。

なお最後 に、同 じ「大正8年5月 」に保安林に編入されながら、損失補償が行われなか

った山林にっいては土地台帳によると大字豊田地区で、1簡 所の面積が1反 以 ヒある山林

で結局補償も買収も行われなかった山林はほとんどない。とくに面積の大きい共有林は例

外な く保安林の一部解除や鉄道当局による買収が行われている。

ただ、鉄道当局の行った買収は2-2-4-2に も触れたように住民にたいする補償的意味あ

いのみならず、若齢林にっいては保安林の施業規制のみでは不 十分で、林相の改善や施設
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工事などを積極的 に行 う必要があったためであった。施設 二事にあたって鉄道当局は地元

住民を多数雇用したといわれる。鉄道当局にょる買収以降は国有林として扱われ、新たな

損失補償は行われなかった。また、保安林であることがかえって施設工事の実施申請等の

手続を煩雑にしたので1958年 の林野庁指導部長通達(33林 野連第122号)で 、国鉄有林の保

安林を解除する方針が明示された。

今日、津川一徳沢間の鉄道のなだれ防止林は面積142ha、 線路の防護延長7 .6k皿に達して

おり、平均 してなだれ危険地域では線路か ら19舳幅の山林がことごとく買収されたことに

なる。

2-2-5小 括

保安林制度が非常に危険な特殊地域における森林伐採の外部不経済の内部化をはかる制

度の1つ であると位置づけた場合、コースの定理34〕をひもとくまでもな く、効率の原則か

らいって森林は禁伐とされるべきであるけれども、補償が行われるべきか否かは先験的に

は決め られず、歴史的な経緯や社会通念などに左右 される。

そこで、 前章の事例において補償が行われなければならなかった理由を考えると、当時

の新潟 一上野間の交通にとって磐越西線が きわめて重要な位置を占めていたという保安林

の受益者側の事情と、開発が遅れ、山林以外にめぼ しい収入源がなか ったという、禁伐に

よって規制を受ける側の事情とがあった。

しか しながら、 ここで強調されなければならないのは、森林所有者にとって鉄道さえ敷

設されなければ保安林に指定されることもなかった、 という事情である。2章 でみたよう

に、損害賠償訴訟において土地利用の先後関係が賠償を認めるにあたっての1っ の考慮要

因となることをあげるまでもなく、林野利用の方が先行していたことが重要であった。た

しかに、鉄道敷設は地元住民にとっても福音であっただろう。地元住民だけに鉄道の便益

が帰属したとすれば補償不要といえるかもしれない。 しか し、より大きな鉄道の受益者は

新潟市域を中心とした企業であり、住民であった3D。

当時、一般に補償が行われた箇所がは少なかった理由については2-2-2で も触れたけれ

ども、あらためていくっかの点をあげておきたい。

第1は 、有名な小河内ダムの水没補償の例が示すように、戦前においては私権意識が確

立されておらず、公益のために私的所有権が犠牲になるのは当然 という思想が強かったこ
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とである35㌔

第2に ・第1の 点と関連 して・当時は禁{劒 糠 がある程醜 対的なものであ
。たので

はないか・鵬 かに伐採によ・て激 しいなだれや土砂の黜 が発生 し
、人命や贓 に大き

な影響を与えるよう嫡 所が識 前に`まかな りの数にのぼ・たであろう
.・2章 にみたよう

に・規制によ・囃 が しかの社会的生存最低水準がかろうじて猷 されるようなケ_ス で

は調 人の権利嬾 歩 させ られがちである・保安林の指定の科黝 根拠は疑わしいとされ

ることもあるが・それはたかだか普通保安彬 ・っいていえることであ り
、禁イ鮴 について

は詣 定の必難 が・地元眠 靴 と・てもかな り舶 だ・たのではないだろうか
.規 制

蝌 学的根拠がある場合には補償 しない・所儲 はあきらめるべきであると、、うアメリカ

の遊水原に対する開発規制の例37レが想起 される。

本項の黝 は・当時のこうした一般的な事情にもかかわらず
、後から鉄道力・敷謎 れた

ことによて初めてなだれを防止する必要が生 じたという土地利用の先後関係と
、イ主民にと

つて山林の利用の継続が生活にかカ・わる問題であったことか ら
、住民が補償腰 求 したの

に対 し・当時の麟 法によ獺 失黻 制度が不枌 だ・たことと
、 当時の保安㈱ 度が積

黝 な鯲 工事3馳 臆 していなか・たため、最終的には鉄道当局が買取り},よる黼 を

行い、施設工事を行ったものである。
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成の予備調査を行っている旨の記事がみえる。本多は民有林の買収が困難な場合、森林所

有者に 「相当の条件及び報償」を与えて造林させることも考えていたという。

21)本項は、東蒲原郡史編さん委員会編 『図説 ・東蒲原郡史 阿賀の里 下巻』
,1985,270pp

に多くを負っている。`

22)東 蒲原郡史編さん委員会編 『前掲書』,pp62

23)東 蒲原郡史編さん委員会編 『前掲書』,ppll4

24)『 新潟県大百科事典 上巻』新潟日報事業社,正977,pp225

25)日 本国有鉄道新潟支社修史委員会編 『新潟鉄道管理局三十年史』日本国有鉄道新潟支社

,1967,pp9は 、 『新潟商工会議所60年 史』(1958)の 記述を引いて、1912～21年 の10年間

に 「新潟市の重要工産物の生産額は実にm倍 以上に増大、新潟米穀株式取引所の米売買高

は3倍 半に、 また新潟港 ・新潟 ・沼垂両駅の輸移出入額も著 しく伸び、両駅の移出額は5

倍近くにも達 し」たと述べている。ちなみにこの間の物価上昇率は約2倍 である。

26)丸山久一 「写真で見る雪崩 による鉄道事故にっいて」 『雪氷』39-3 ,1977,PP42-48

27)鷲谷瀧雄 『鉄道防雪林の研究毒営林作業研究会,1953,pp且9。1915年 度 にっいてはデー.

がなかったらしい。

28)(財)高 速道路調査会ほか 『前掲書』,pp正7

29)鷲 谷瀧雄 『前掲書』.PP48-49

30)丸 山久.一ほか編 『雪にいどむ〈第三編 〉』新潟鉄道管理局,1987,ppl15お よび123-128に

長期的な鉄道におけるなだれ回数の統計がある。磐越西線では戦後艮9引年と63年の豪雪時

に例外的に計80回 のなだれが発生 したが、人身事故はもとより施設の破損も生 じなかった。

3D註11)参 照。

32)熊崎 実 「林業発展の量的側面」林試研報201 ,旦967,ppl56に よる192正年の100束 当たり

薪材価格を1棚=200束 として換算 した。

33)ち なみに、今日神奈川県は実質的な施業規制のほとんどない自然環境保全地域の森林所

有者に対し 「自然保護奨励金 」を1万 円/ha・ 年支払っている。転用圧力が非常に大きい地

域で林業を続けている森林所有者への精神的な支援であると考えられる。新潟の事例が、

山村住民の唯 一の生業を奪ったことに対する補償であることを考えると、やはり神奈川の

この金額を上回っていて当然だったのではないだろうか。

3の 「情報が完全で、交換費用 ・交渉費用などの取引費用が一切無視 しうる場合、私権分配

上、財産権 または損害賠償貢任が、当初、 当事者間にどのように割 り当てられていようと
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も、最終的には、 当事者相互間の私的交渉によって効率的な決着が達成される」という定

理である(Coase,醗.H.=TheProblemofSoclalCost,J.ofLawandEcono耐cs3 .1960

,pp1-44)。 なお2章[3】 を参照のこと。

35)最終的 に鉄道当局によって買収されたのは、直接の受益者が鉄道当局であった、とい う

よりも、鉄道交通そのものの公共性が観念されたものと考えるべきであろう
。

36)水 本 浩 「土地所有權思想の変遷」 『ジュ リス ト』476,1971,pp90-91に 、明治憲法で

条文上自然的基本権としての所有権が保障 されていたにもかかわらず、権力の側にも国民

の側にも意識が低かったため、 「公益という名目の 下に所有権が制限 されることは深い抵

抗もなく容易に行われ得たのであった。例えば、軍隊に必要であればあえて収用権の発動

を見るまでもなく、土地は容易に買収されるのが通常であった。所有権は法律のほかに緊

急命令や独立命令で制限することも可能であった。また、行政権による侵害に対して、不

法行為 として司法裁判所で救済を受けるには大きな制約があった。 」との指摘がある。2

章レ1を 参照のこと。

37)華 山 謙 『環境政策を考える』岩波書店,1978,ppl16

38)戦 後、 「保安施設地区」制度が創設された。



[3i費用負担

3-1理 論的諸問題

公共財は、 「少な くともその機能面に着目するかぎり、その取引そのものが不可避的に

所得分配を変化させる財亅Dで ある。市場で取引されない森林の木材生産以外の機能 ・便

益の取引も全 く同様であろう。ところでここでいう 「取引」とは供給量と費用負担割合の

決定を指すと考えられる。このうち費用負担は直接的に所得分配にかかわる問題であり
、

その原則としては、 「利益説(benefitapproach)」 と 「能力説(ability -to-payappro

ach)」 に大別するのが一般的であろう2㌔ いうまでもなく前者が資源配分の効率性を重視

するのに対 し、後者は所得分配を重視する。

丸尾3'は、医療費用の負担にっいてこれをもう少 し詳 しく検討し
、次のような原則を提

示した。

①受益に応 じた負担の原則(応 益原則)

②能力に応 じた負担の原則(応 能原則)

③必要に応 じた分配の原則

④費用に応 じた負担の原則

の4っ である。 このうち①は利益説、②は能力説そのものである。③は、一種のシピル ・

ミニマム的発想であろうが、低所得者ほど公共財の限界効用が一般に大きいであろうから
、

必要度による分配は結局能力説による負担と同様の結果をきたすであろう。④は、丸尾に

よれば医療費のような個人の生存に関わる費用が非常に高い場合
、ある水準以上の費用は

すべて公的に負担すべき、 という原則である。これは高額の医療費にっいては個人に支払

能力がなく、公的に負担するほかないことによるのであるか ら、③同様、能力説の具体的

な適用例であると考えられる。丸尾は以上より、①受益の外部性が大で、②負担能力が小

で、③必要度が大で、④費用が大の場合ほど公費負担の程度が大きくなるのが合理的であ

る、とした。これに熊谷のは社会開発の費用負担の原則としてこれに 「損害 に応じた負担

の原則 亅を付け加えたが、 これは①の裏がえしであり利益説の具体的な適用例であって
、

外部不経済にっいてPPP(汚 染者負担の原則)を いっている。 したがってむしろこれは
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責任に応じた原因者負担の原則と呼んだほ うが分か りやすい。

⑤責任に応 じた負担の原則(原 因者負担の原則)

応益原則をとった場合、実際には受益が計量化できないため、費用の全部 または一部を

負担する場合が多い。 しかし本来真の 「受益」とは、 支払意思価格w重llingness-to-pay

であると考えると、たとえば水を利用する企業の場合、工業用水の使用によってえられる

限界的利潤まで支払う用意があるはずである。この限界的利潤は、用水以外の生産要素、

たとえば土地その他の設備投資の水準に依存することになる
。っまり生産過程全体を含め

て 「受益」を考える必要がある、 という議論がある5,。後に触れるダム問題を巡る上下流

の対立は、ダム建設によって上流域山村の水没住民は財産権 に対する一時的補償 しか受け

られないのに対 し、下流域都市の企業や施設園芸農家は水利用によって多大な便益が保証

されることから生 じている。

森林の場合、主としてレクリエーション利用にっいて利用者負担問題が議論されている.

熊崎5)の整理によると、野外レクリエーション政策を公的に実施する根拠は
、シビル ・ミ

ニマム論、社会的外部性、市場の欠落、不確実性、環境保全への配慮の5点 に求められる,

熊崎の指摘で興味深いのは、 シビル ・ミニマム論のような能力説的な考え方に立った場

合にも、公的な無料供給の是非は一概にいえない、とした点である。無料供給は低所得者

層の利用を促進するけれども、野外 レクリエーションへのアクセス費用や余暇時間を十分

かけることのできるのはむしろ富裕な階層であり、無料供給は彼らに対する過剰な助成に

なる、 とする議論である。 したが って、郊外の森林と都市緑地とはこの意味で明確に区別

される必要があるであろう。同時に、本章ト4-3でみた 「位置づけ」の議論が重要となる。

こうした議論の複雑さに対 して、個々の便益に関する受益者負担は原則として受益原則

で行ったうえで、所得分配面は別途配慮することで解消できるとの議論もあ り7'、理論的

には明快であるけれども、これまで能力原則に配慮 して定められていた負担割合を受益原

則に切り替 えた場合、これを償 うほどの租税政策や財政政策の転換がすぐになされるとい

った公的部門のビヘイビアは期待 しがたく、残念なが ら実効性には乏しい議論ではないか

と思われる。
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保安林の指定'管 理にかかわる繝 負担につ・・て、黼 ・・は、受益勸 ・嚇 賭 に賠償

するのが 「自然の道理・だが・受益者に負担能力があるとは限らないので
、 惚 亅定の齢

は覯 正則にのみ拠る能わず・必ず利害の懸 とその国囎 欝 とに基づ、、て実際に行、
、

易い途を」採るにすぎない旨述べた上で、19世 紀末 当時の諸外国の例 とじて
、

・フ'ロイセン

造林費、保護施設費:保 安林編入訴願者の負担

洪水などの危害3訴 願者のほか 「危害の分担者」、受益者

・オーストワア

国家、地方自治体、受益者の連帯負担

・イシリア

復旧造林費3政 府、州および町村

公衆衛生上の編入訴願=訴 願者

・フランス

国家負担

.ハンカ'ワー.

「起害地主の自弁」

といった例を挙げている。詳 しい解釈は当時の各国の社会経済条件や資源条件
、さらには

鍍 運用9分 析にまたねばならないカ{・ハ ンガ リーのように麟 所骼 本人・・醜 す珊

を除けば・多くは直接の難 者ないし`訟 的部門が負担 していたようである
.お そらく、

麟 所有者には躯 の能力もなけれ`ま、保安林指定によ綬 益もないので、能力説、利益

説の双方からして負担を求められないのであろう.た だ、本章1-1-2に みたよう刎 亅地齢

が所儲 自身の利益になる・ という議論を強調すればハンガリーのような負担の根拠とは

なりうる。わが国では、[2iで 述べたように保安林損失補償の受益者負担規定があるにもか

かわらず、今日に至るまでほとんど活用 されていないばかりか
、戦前は特殊なケースを除

き損失補償そのものが行われなかった。戦後は、国家による補償が行われている9'。

一般に
、森林の環境便益の うち、洪水防止効果のように、洪水 による被害から守られる

ことが、流」或住民の市民的権利であるとするな らば、 「③必要による分配の原則」からし

て社会的共通資本 として公的負担によって整備されるべき性質のものもあるが
、水源かん

轗 能については・比較的受益勸 ・特定 し易いし、利賭 ごとに受益の度合が_様 でなし、



ため 「①艦 原則・を翻 する余勵 ・ある.ま た、黻 硫 平野部における繍 要の急増

が・森膿 黼 要を社会腰 用として生み歪封したという ・⑤胴 者負捌 的側面もあり
、

なんらかの、資金負担を含めた新 たな管理システムを築 くことが
、資源の最適配分の観点

からも、所得分配の公正の観点か らも必要であると考えられる旧'
。 二

水源かん養機能に対する費用負担を森林所儲 は要求で きない
、 との説もある.半 田・

3は森林の水源かん養機能が本章1 -1-1で検討 したように木材生産とさ渉まど矛盾 しないと
し、

う事実を挙げた上で・ 哘 政当局は・副産物たる水源鞭 能や防孅 能(治 山治水機能)

の鞍 性を社会に訴えることにより、補助金などを引き出して林業を常時底支えしてきた。

この点は今に始 まったことではない。…林業の施業を適正に行うための外部か らの艇子入

れは、損失補償のように林家が当然の権利として要求すべ きものではなく
、市民全体が、

大局的見地から林業に連帯 し施業に協力するという考え方に立脚すべき事柄である
。 」と

した。

半田の議論は、流域下流部の急速な開発が森林整備需要を増大させ たという
、 「⑤原因

者負担」的側面に触れていない。水源かん養機能に配慮した施業が
、森林所有者にとって

それほど大きな負担ではないにせよ、彼 らにとってそうした負担をなすインセンテ ィブす

らなくなるほどの不均等な経済発展は、上流山村側の大きな不溝の原閃であった。 「それ

まで山村で生活をすることが可能であったのに、他の経済主体の活動のなかで山村の生産

物の価値価格が減少して、生活がで きなくなった」1呂のである。以下、1970年 代後 半のi.

水源林基金」事例を通して、 こうした問題をみていくことにする
。

註

1)飯田経夫、斎藤精一郎 『社会資本の政治経済学』日本経済新聞社
,1973,pp49

2)た とえば肥後和夫 『財政学要論』有斐閣
,1967,pp199-200

3)加藤 寛 ・古田精司編 『公共経済学講義』青林書院新社」974
,pp224(丸 尾直美)

の熊谷 規矩 「社会開発における費用負担」(加 藤 ・武藤 『社会開発政策』)青 林書院新

社,1975,pp215-239

5)宮本憲一 ・山田 明絹 『公共事業と現代資本主義』垣内出版
,1982,pp212-245(仁 連孝昭)

6)熊崎 実 「森林 レクリェーションと利用者負担」 『森林 ・コンサベーション』8
,1979,p

P29-41

7)例えば、原田 泰 「住宅 ・土地問題の経済学(6)公 共資本の供給と費用負担
」 『地域開
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発』301,ig89,pp71-73

8)高橋琢也 『森林法論』明法堂.1898,PP正24

9)森林の維持管理にかかわる費用負担問題は森林の嬾 便益の受益者によって負担 される

べきである、との立場から、 しばしば 「受益者負担」という言葉で置き換えられて語られ

る。この場合、若干の注意が必要である。 一般に財政学でいう受益者負担とは
、 下水道な

どの公共投資によって特定の土地所有者の土地利用便益が増大した場合
、その増大分の 一

部もしくは全部を課徴する政策手法を指すことが多い。林業関係では例 えば公的助成によ

る林道開設の際の森林所有者の負担金 〔いわゆる超過負担な いし裏負担)が これにあたる

ことになる。 しかし、ここでは、森林の環境便益が森林所有者以外の利用者に及んでいる

場合を考えているので、 いうまでもなく受益者は森林所有者自身のみではない
。

】のなお、利水の種別にこれをみると、新規開発需要を増大させているのは主として上水道

需要であること、農業用水にっいては経営上負担能力のないことの2点 から
、農業用水に

ついては応能原則を適用すべきだ、 とするものに、志村博康 「水源地域に対する下流側利

水の応益負担」 『森林文化研究』4-L1983,pp31-36が ある。

H)半 田良一 「公益林の施業と費用負捉問題一水源林と保健休養林の場合一」 『山林』孟23

0,1986,ll,pp6-7

12)筒井迪夫編 『社会開発と林業財政』宗文館,1976,pp192(永 田 信)

3-2事 例:水 源林基金

流域の下流地域の農業団体や、水道局などが、上流域の山林を買収 したり、山村に森林

管理資金を援助する事例は、既に今世紀初めより存在 した13レ。いずれも、伐採収益の一部

または全部を下流側が見返りとして受け取る内容で、論理も必ず しも明確ではなかった。

しかし、1970年 代後半以降、事例は僅かではあるが、全国各地に設立され始めた、流域単

位の 「水源基金」は、初めて伐採収益を要求しない形での林業助成を県や下流域の地方自

治体等が行ったものとして注目されている。

本項では、熊崎1の によって森林管理の下流参加事例を概観 した後、70年 代後半に設立さ

れた矢作川水源基金、沖縄県水源基金、福岡県水源の森基金の3事 例を比較検討し、福岡

県水源の森基金を中心に 「基金」方式の問題点を検討する。
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3-2-1水 源林造成における ド流参加の系譜

ここで・ 「下鯵 加」とは・ 「下流の岬1胴 体がその上黻 の水源かん養を主たる目

的として森林の維持造成に主体的意識的に関与する、というほどの意味」二Lいであり、具体

的には・水源保護のための伐採制躑 ・対する補償、植林や備 に対する補助金などの助成、

水源贓 の蝌 に地 臆 を言錠 した分収林、水源贓 の山林の取得 ・経営といった事例が

みられる。 また、事業主体としては、農村域の諸団体、都市域の諸団体、府県、 ヒ下流共

同の公益法人などがある。なお、後に詳 しくみる水源林基金の事例は
、上 下流共同の公益

法人による、植林や保育に対する補助金の支出が主要な事業である。

一般に
、流域の水源地域の森林の管理をめぐって下流側が上流側に対 しなんらかのコミ

ッ トメントを行うに至るには、以下の条件のすべてもしくはいくっかが必要であろう
。

①下流域の農業 ・工業などの産業や都市の発達が、流域の森林面積などの担保 しうる環境

容量を越えて進展。

②上流域の森林の状態が、上流域の社会経済条件の変化によ り悪化
。たとえば貧困による

過伐や、木材価格の低 下による管理の粗放化など。

③何年に1度 かの洪水や渇水などの気象条件に伴い、①や②の条件が顕在化。

下流域の社会経済条件、上流域の社会経済条件、森林資源の状態、気象条件、などの時

代や地域の背景から、表13-3}に み るようにさまざまな事例が生 じてきた
。以下、熊崎の論

考に基づき、簡単にそれぞれの事業の開始時期別に整理しておく
。



表β,3]下流参加の事例一覧
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3-2一且一1蓋9t比糸己末～且925年

林野官民有区分の混乱等によ・て里山や水源地を中心としてかなりの麟 が荒廃 してレ
、

た時期である。流域上流部の山村は薪炭利用 ・焼畑などを生業とし
、さらには鉱山開発な

どによる伐採も行われ・訪 下流においては都市 ・産業の築積を進めることカ・要請されて

いた・こうした中で・剛 ・齢 贋 源培養を旨とする緻 が・怏 辮 化`・伴
って浸透 し始

めている。 しかしなが らそれは端緒にっいたばかりで、洪水や渇水に対 し下流の農村や都

市は個別的 ・画接的に対応する必要があった。また、収益はきわめて将来のことであり、

不確実ではあったけれども、造林のための資金力をもっ下流地域にとっては経営に参加す

るというかたちで山林に投資するインセンティブもあったようである。実際、 この時期の

分収造林方式を採用 した事例の分収率は、1=9～ 翫7(土 地所有者=費 用負担者)と 、今日

の一般的な比率(5=5前 後)に 比べ、費用負担者である下流側に非常に有利な条件となって

いた。

赤川 土地改良区連合の場合、今世紀の初頭、森林法の補償対象外であった普通保安林(

択伐)で しかも官有林にっいて、その実質的利用者である山村住民に対 して損失補償を行

ったうえ、1913年 からは官有林の払下げを うけるかたちで山林の買収を行
っている。 また、

明治用水.土地改良区では、同じ時期に山林取得のほか分収造林をも行 っている。農業関係

では、 このほか滋賀県の犬上、甲賀両郡における郡営分収造林があげ られる
。

一方、早くから都市化の進んだ東京、横浜、神戸などの都市域の団体も参加 している
。

東京市水道局(当 時)の 場合、奥多摩地方の御料林の払下げに際 しての山林取得や
、山梨

県内での分収造林を1910年 代初頭に行い、以来、取得面積8,500ha、 分収面積5,600haに っ

いて、今日に至るまで経営を行ってきた。横浜市水道局も、道志川上流域において、造林

助成や山林取得を1910年 代に行っており、取得面積は2,800haに 及んだ。東京、横浜ともに、

水源地山村 にたいする協力金などの支出も行っている。水道局の場合、 一般会計か らの繰

入れもあるけれど、基本的には水道事業収入によって山林を経営してきたので
、間接的に

水利用者の受益者負担を実現 していたといえるであろう16,。

3-2-1-21926～1944年

田M年 、公有林野造林規則が改正され、 公有林野における県行造林に奨励金が交付され

ることとな った(第2条 第3号)。 第1期 治水事業で部落有林の充実を図ったことに関連

する政策である。その後、県行造林は種々の名目により活発 に行われる17'。一方、 この時
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期・瀞 の進展に伴い電源開発が進められた.こ うした中、 前記の農業癬 ・憫 係団体によ

る保安欟 紳 請や山林取得のほか・発電用ダムの集水域における県行造林}・電力会社や
、

県の電力担当セクションなどが資金参加を行った事例がみられる
。 これらは、保育の時期

が戦中や終戦前後の混乱期にあたったため、不成績造林地 となったものが多い。

3-2-1-31945～1964f譬 こ

鰰 の過伐によ慌 廃 した麟 の復旧力・急務であ・た醐 であり
、 この意味で1ま19世紀

末に類似 しているけれども、既に整備された国家体制を背景に1951年 の森林法改正
、1954

年の保安林整備臨時措置法の制定と水源林造成事業の開始、1958年 の分収造林特別措置法

の制定と、矢継ぎ早に森林造成に対する公的助成政策が打ち出された
。

この時期の事例には、熊本市や岡山市など、小流域下流都市による公営分収造林や電力

関連の若干の事例がみられるにとどまる。

3-2-】-41965～1974年

高度経済成長の進展 とともに山村は労働力流出に悩まされ
、盛んであった林家の造林が

停滞 した。 こうした中で、1961年 から官行造林をうけて森林開発公団による公団造林事業

が開始されるとともに、従来の県行造林に制度融資を導入する公社造林が開始された。森

林関係の公社は1982年 現在約3/4の 道府県に設置されており
、その中には下流側の地方団体

が出資する特殊なケースもみられる。

淀川水系の下流自治体が水源地の琵琶湖周辺の分収造林事業に対して事業額の半額を支

出する(社)滋 賀県造林公社11965-1を 皮切りに、木曽川水系にはやはり上下流がほぼ同額

出資の(社)木 曽三川水源造成公社【1969-】が設立され、分収造林のほか山林の取得も行っ

ている。

このほか、中小都市の水道事業体が地域開発に必要な用水を確保するために行った分収

造林や集水域の森林の買収事例もみ られる。
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表㎏'租 展 往の著 各 な郡市渇水
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表B-5]吝 基 金 の 峯 篠 暇
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3-2-1-51975～84f「 三(表[3-51)

外材輸入による木材価格の低迷、労賃のh昇 が著 しく、戦後新 たに植林された林分の保

育(と りわけ間伐)が 必要な時期にあたっていながら行われないという箏態がみられ、 こ

れに対応 して国の林業助成制度も新植か ら保育にその重点を移した時期である。都道府県

ではすでに県単事業によって対処する例もみられたが、これに工業用水使用者の負担金を

求めた兵厘県水源林整備 事業11975-1、 電力会社の出資協力を得て基金化 した群馬県森林造

成基金 【19771と栃木県水源林整備基金[19771が みられる。

一方、表 【3-41にみるようにこの時期は都市渇水が頻発しており、水源施設の新規開発費

用はうなぎ登りであった。 このため、ダム建設の補償を充実させるという意味を含んだ 「

水源基金」制度や、ダムによっても代替できない森林の機能を充実させるという目的によ

る福岡県や広島県の 「水源の森基金」制度が登場したL8〕。

この時期の特徴は、繰り返しになるが、主として保育にかかわる国の助成制度を補完す

るための補助金支出が主体だったことである。

3-2-2「 基金」.事例の直接的背燉

1974年の第1次 石油危機以降、国家財政は、低経済成長下の税収の落込みにもかかわら

ず、大量の赤字国債を発行することにより、20～10%以 上 という予算総額の伸び率を80年

までは維持 した。林業関係予算も、治山、林道等の公共事業を中心に拡大し、一般会計総

額に占めるシェアが増大 している。 これを受けて、地方林業財政は高補助率の公共事業を

採用すると同時に、県単事業を拡大し、保育等、国の助成制度を欠 く事業を推進 しようと

した。 しか し、外材輸入体制のなかでの材価の低迷、労賃の上昇による林業経営の悪化を

食い止めるにはこれだけでは ←分でなかった。

一方、高度経済成長期にとりわけ問題 となったのは、地域間の不均等発展によって生じ

た様々な矛靖である。多くの流域で下流平野部における地域開発が、流域全体の水賦存鼠

を無視 して行われた結果、水不足を招来する一方、山村における若年労働力人口の流出が、

林業の不振 とあいまって、保育期にある森林の管理をますます後退させ、森林の水土保全

機能を低下させる結果を招いた。ダムの新規開発費用 も、べき乗的に増大 し、公共事業 と

して行われる人工的代替施設による水の確保もますます困難になってきた。 ここにおいて、

環境やコミュニティーを重視 した地域政策が初め都道府県によりうちだされ、国の計画で
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ある.三全総 臼9781にも取 り込まれるに至った。

3-2-3「 基金」事例の概要

矢作川水源基金ll978】19炉は、水資源対策としての水源地域対策および水源林対策を流域

別に行い各流域の一体的発展をはかる、 とする 「愛知県地方計画」臼976】の 一環として豊

川水源基金口978!と ともに設立されたもので、指定頭首工(取 水口)の 上流域森林を対象

に保育関係の助成を県2/3、 愛知県内の矢作川流域全市町村1/3の 負担により年間4干 万

円ほど行っており、事業効果の主なものは作業路の開設の促進である。なお、市町村の負

担割合は、 人凵比を財政力指数で補正したもので、おおむね水使用量の比率に一致 してい

る。一方、基金の事業のもう一っの柱であるダム補償にっいては基本財産の運用益の中か

ら毎年積み立てを行い、将来のダ ム建設に備えている。

福岡県水源の森基金巨979P臼'は 、78年 の記録的渇水を契機に、都市の後背地としての

森林の重要性が認識され、直接には県知事の政治力により実現したものである。保育関係

の助成を県コ/5、北九州市1/5、 福岡市1/5等 の負担により年間5億3千 万円という規模

で行 ってお り、間伐を大いに促進することで、林内の下層植生を豊富にし、森林土壤の保

水能力を高めるとともに、山村の雇用機会を増加させたことが、事業効果としてきわだっ

ている(3-2-5-4参 照)。 目的を森林の管理に限定した基金としては初めてのもので、伐期

のm年 間延長という施業制限があるのが特徴である。ダム補償を事業に含めなかったのは、

①ダムが効力を失 うような渇水時においても、最低の流量を確保する森林の機能が認識さ

れたことと、②82年 に国土庁の助成 による、別途ダム補償のみを目的 とした 「筑後川水源

地域対策基金」の設立が予想 されたことによるものと考えられる。

3-2-4矢 作川水源基金

3-2畷 一1流 域の沿革2D

矢作川流域は愛知県の西三河地方のほか、長野県、岐阜県の一部にも若干またがる流域

である。山地面積が89%を 占め、地質的には地下水の貯留が難 しい花崗岩地帯である。

中 ・下流地域では古くから農業、水産業、工業が ともに発達 し、いずれも全国的にみて

高い水準にある。すでにig世紀末から明治用水11879】などの用水事業によって農業先進地
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帯として発展 し、今日、岡崎市、安城市を申心とした多角経営は 「日本のデンマーク」と

称されている。工業部門では、1938年 トヨタグループが自動車部などの主力工場を流域中

央部の挙母(現 在の豊田市)に 移転集結 して以来、都市化、混住化、工業化が急速に進行

した。中流域で工業化が進み、その下流域 ・臨海部ではなお農漁業が発遼 していたのがこ

の流域の大きな特徴である。

中流地域山地のはげ山は19m年 代から半世紀 にわたる治山事業により復旧していった。

また、上流地域の林業生産は、1950年 代後半から活発となり、1970年 代後半には14万haの

森林面積の約6割 が人工林となっている。この一一方で過疎化が進行 し、1960～80年 の20年

間に人口の25.5%、 世帯数の6.6%が 減少 した。こうした人口移動は 「ほとんど等面積の上

・下流域が8億 円と6兆 円の経済活動を隣 り合わせている」22,と いう地域格差によるもの

であろう。1980年 時点の財政力指数をみても、矢作ダム等の交付金を受けている旭町を除

き、財政自立度が20%を 越える町村は皆無であった。

1960年代後半か ら全国的に環境問題や生活基盤整備問題が顕在化する中、矢作川流域で

も都市化に伴 う水質汚濁問題や住宅問題が顕在化する。1969年 に結成された農漁業関係団

体、下流部市町村による 「矢作川水質保全対策協議会 」は1971年 の水質汚濁防止法が制定

されるや、翌年には全国に先がけて同法により上流域の窯業原料 となる珪砂採掘業者を告

発している。その後も工場排水、生活排水に加えて、ゴルフ場の造成が進むのに対抗して

1977年には 「矢作川水質保全対策協議会の反対する流域内の開発行為は許可しない」との

協定を県との間に結ぷにいたった。

被警補償の要求から開発規制へと運動が転換するにっれて、 「上流の過疎の村の人達が

結果的に泥水を流すことになったということに対して、下流側からは余 り強 く言えない、

なんとかこの過疎の村の人を援助するためにも、矢作川の上流と下流域 との話し合いの場

を設けなければな らない」、 「.ヒ下流は運命共同体」であるという気運が生 じてきた。 こ

れは矢作川水質保全対策協議会の仲介によるh下 流の市町村や農協等の姉妹協定というか

たちで夏977年以降いくっか具体化している23}。

一方、豊田市を中心とした産業 ・人口の集積に伴うインフラス トラクチャーの整備を課

題として中流域3市 により1970年に発足 した 「衣浦豊田広域開発研究会」を前身とする 「

矢作川流域開発研究会」が翌71年、奥地山村部を除く流域19市 町村と研究者をメンバーと

して発足し、シンポジウムの頻繁な開催や研究活動を活発に展開 した。 こうした活発な活

動は三全総(1977)に おいて定住圏構想を掲げる国の注目するところとなり、矢作川はモ
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デル流域とされ 「流域管理計画調査」が行われた。また、1973年 に矢作川流域開発研究会

の行った水資源に関する調査は、渇水の危険性を警告 し愛知県第5次 地方計画(1976年3月

策定)に 影響を与えたといわれる。

3-2-4-2ダ ム問題と水源地域対策

流域水文学的にみると、一般に、ある流域に良好なサイ トから順にダムを建設 していっ

た場合、ダムの新規開発費用はべ き乗的に増加する2酎 といわれるが、現実にはこれに水没

補償をめぐる社会的権利意識の変化が觚わる。ダム建設の歴史は古く戦前にさかのぼり、

当時から水没問題は発生 していたけれども、その補償は今日ほど大きな問題ではなかった。

それは 「発電が大部分であって、 しかも水没補償の少ないところだけを見込んで開発し」

「その補償方法も、会社対個人の契約にあり、弱い者から切 りくずすというや り方であっ

た125Pか らであるといわれる。

戦後、補償を前提とせざるをえない大型のダムが年々増加するにっれ2D、 補償交渉もし

だいに団体交渉のかたちをとるようにな り、そのための補償基準が求め られる。これに対

して1953年 の 「電源開発に伴う水没その他の損失補償要綱」を初めとして、個人に対する

補償(一.一般補償)に っいては1962年 の 「公共用地の取得に伴 う損失補償要綱」、地方公共

団体に対する補償(公 共補償)に っいては1967年の 「公共補償基準要綱」が閣議決定され、

今日に至るまで補償の原則となっている。その施行にっいての閣議了解に 「この要綱に基

づき補償が適正に行われるならば、 いわゆる"生 活権補償"の ような補償項目を別 に設け

る必要は認められない」というごとく、1962年 の損失補償要綱は、各地で激化する反対運

動に対 し個別の起業者が 「協力金」などのっかみ金で対応するのを防 ぐものであって、地

域間の公平を期 してはいたものの、実質的にはいわば起業者側のカルテルであったという

べ きかもしれない。補償対象を財産権に対する一時的な損失に限定するこの方針は
、移転

による生活環境の変化や コミュニティーの崩壊を考慮せず、ダム建設によってますます発

展を約束されている下流都市域との公平上も問題であり、上流側の納得できる内容ではな

かった。 また、ダムの建設目的が電源から利水に移行するにっれ、地元の固定資産税収入

が低下するといった制度上の問題もあり、1968年 、全国知事会は 「『水源地域開発法(仮

称)』 要綱試案」を提案 した27}。

四73年に制定された 「水源地域対策特別措置法 」はこれを うけて周辺地域整備(水 源地

域整備事業)の 実施を定め、かっ努力規定として生活再建措置を講じる旨規定 した。水源
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贓 整備事業は・水没した周辺贓 におし・て道路、淋 、樋 、 ド水道、 といった,、_ド

面の事業の中から選択 して地元市町村が計画を立案し、高率の助戒を受けるものである。

なお、造林事業も対象事業とされているが、現在実施されている事業にみる金額的な割合

はごくわずかである節 。;

さらに、水源地域対策特別措置法の努力規定を補完するものとして
、1976年 初めてL下

流の費用負担による基金方式が国f二庁のイニシアチブにより利根川、荒川流域に実現 した。

水源地域対策基金といわれる方式である。その後、水資源開発法(196正 年制定)の 指定水

系には、同様の事業内容をもっ水源地域対策基金29,が 設立されている
。国が基本基金の1

/2を支出 しており、残 りを都府県や政令都市など関係地方公共団体が負担 しているものが

多い。1977年9月 には矢作川と同じ愛知県の木曽三川流域、1982年 には後に述べる福岡県を

含む筑後川水系に水源地域対策基金が設立された。

また、その他の中小水系においても単県規模の水源地域対策基金、ないしは既設ダムに

ついての周辺地域振興を目的とする基金も設立されている(表13-6】)
。
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表β一61水 湧}隻地対 策基 金の概要
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3-2-4-3水 源基金の設立3al

矢作川水源基金の融 に先立・て、ダム周辺贓 の嬾 靴 して公舗 などの造林に対

し助成するという 「矢作川水源造成基金」が1970年 に発足 している
。岐阜県の上矢作町お

よび串原村礫 水域とする矢作ダム曜 設1・伴 うもので
、愛知県はL1駟 頒 金を提供 し、

以後6年 間造林が実施され、新植地は七地所有者に一切の保育管理を義務づけたうえ無償

で引き渡されたという。隣接する愛知県の山村は、同じ愛知県の水源林を管理 していなが

らこうした給付を受けられないことに不満を抱いたといわれる
。

一方・同 瞹 知期 の糟{川 、豊lllの2縣 ではやはり水問題が深亥叮になっていた
。

木曽三川については先に述べた木曽 三川水源造成公社q969-)が 分収造林を行っていたし
、

木曽三川水源地域対策基金が77年 に設立の運びとな っていた。また、豊川流域は矢作川流

域よりも水不足が深刻で計画中のダム建設は地元の反対により進 まない状況であった
。

このような状況から、 愛知県では正975年6月、県議会において、水没関係者への利水者の

利益還元及び水源かん養機能を重視 した森林の育成措置を講ずべきである旨の質問がなさ

れ、知事はこれに賛意を示 した。同年9月 議会では、初めて 「水源基金制度」が論議の対象

となっている。このときは、山村選出議員から森林育成のための基金が提案されたのを皮

切りに、都市選出議員も加わ り水源地域対策基金的な方式も提案されている。 その後76年

3月 までに県の林茘課内部で森林育成のための基金制度の検討が進められ
、

①無期限の基金制度(分 収林方式は採らず、目的税方式は別途検討)、

②負担の対象は水源かん養機能に絞り、基金の事業内容も水源かん養に直援関連のある串

業に限定、

③負担は計量園難な受益に対 してではなく、費用の一部、

④出資金 〔当初支出)は 県および流域全市町村が均等割+利 水割で負担、負担金(毎 年支

出)は 県および受益市町村が水道料金上乗せ方式による利水割で負担

という制度の骨格が固まった。

従来の都市中心の開発計画から流域 単位の開発計画となった 曖 知県第五次地方計画」

巨97倒にもこうした論議は反映され、 「水資源の確保策」の項圏に 「森林の水源かん養機

能に配慮」する方向での 「水源基金 」の創設が記された。以来、県の企画サイドの調整を

経て、現行の水源地域対策と水源林対策の両輪をもっ水源基金構想が10月 に固まり、矢作
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川・豊川両黻 の市町村に提示される.こ の際、 毓 側のi爾 村力・らは、森欄 策は本来

鰈 政策で行うべきもの・分収榊 式ならよい、 といっ饌 論が出たものの概ね趣旨は理

解され・む しろ県V2・ 醐 村1/2と い・韻 担割合や基金の規模について要望力・出ている
。

.一从 」・流側の醐 村からは
・ とりわけダム問題を抱える豊川水系では ・ダ ム建設を前提

とし嬾 柔策・との警戒が強かったため、広範な山村嬾 事業を行うべき、描 、。た主張

があったほか、概ね制度の内容にっいて県と市町村の ∫解がえられた後にも
、議会の承認

はぎりぎりまで難航 し、最終的には且978年度より発足の運びとなった
。

3-2-4-4水 源基金の内容3D

また、基金方式や構造も、林務案をほぼ踏襲しているけれども、④の負担割合としては

利水割の代わりに人口割を基本とし、事業費にっいては市町村の負担を軽減するかたちと

なった。
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表[3-71矢 作川水源基金の財源
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麗 の事業は捌 して水源林地域対策事業と水源嫐 対鄭 業剛 れる
。f妾者はダム補

欄 連で・前者はさらに水源林 慥 成]対 鄲 靴 一般嬾 轢 とに別れる_般 麒 事

業は森林以外の水に関する事業、たとえば簡易水道事業などである
。

水源林 慥 成]対 策事業は・苗木代補助 伽 婢2黝 、 下刈の黝 ∈助成率5割)、

作業路作設の補助(助 成率8割)の3種 類からな り、 いずれ も国の造林 ・林道政策を補完

する内容である。とりわけ作業路補助は新規開設を大いに促進した踏
。

対象地域は指定頭首工(取 水口)よ りh流 の地域であり、愛知県下の主要な林業地域を

ほぼカバーしている331けれども、5千 万円/年程度という事業規模に山村側は不満を示 し

ている。上流部の稲武町を例にとると、1983年 度の水源基金による助成は840万 円(町 の総

民有林面積1ha当 たり990円)で あり、これは同年度に国および県から造林 ・育林関係(林

道を含まない)で 交付された補助金類の2割 に満たない。

一方、水源地域対策事業にっいては、基本財産の運用益の中か ら6千 万円/年 ほど積み立

てを行 い、将来のダム建設に備えている。

3-2-5福 岡県水源の森基金

矢作川の事例が・ダム問題が絡んでいたために非常 に灘 な経過をたど・ったのに比べ
、

福岡県の事例は、記録的な大渇水を契機に、直接的には知 事の決断により設立 されたのが

特徴である。

3-2-5-1福 岡県の森林 ・林業一 「基金」設立前の概況(～1977)341

と流域八女地方の山村の矢部村では19世 紀末にはまだ焼畑が非常に盛んで
、t地 面積の

6割 以上を占めていたとの記録がある35㌔ 当時の八女郡は
、明治維新後、乱伐によって水

田の干害が年々悪化したのを電くみて、郡内25町村が矢部村に100町 余りの山林を買収、郡

有林として経営 したという35レ。県全体ではその後人工林化が進み、戦後復興期には、用材

林、薪炭林とも伐採が進む中、跡地造林が推進され、1953年 ごろには人工林比率は5割 を

越えていたが、昭和30年代になると薪炭需要が減少、 一方用材需要は増加し、それととも

に造林が推進され、昭和30年代後半における人工林率はすでに6割 強に達 していた
。わが

国でも有数の成長量に恵 まれた地位条件にあって、木材需要の増大にともなって25年～40

年の短伐期人工林林業が成立 し、山村の林業依存度は高まった。先の矢部村は人工林率が
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特に高 く、9割 を越えるに至っている。

その後・酬 贈 の充実の畝 造林を初めとし
、髄 ・f礫 道の作設など醂 鮹 の

促進が図 られたもののJ970年 代千奬半には、 当時の姻 的な齣 を反映して、木鰤 格の

低迷による櫟 経営の悪化淋 業後継者の齢 と鰈 労動 の高齢化等に見舞われた
.伐

採活勁の停滞により・生長堆H・万m3の 約7・%が 瀰 され誠 嫻 期もカ・な 帳 くな
って

いた。もともと短伐期を志向する経営だったため
、事実hの 長伐期化 により間伐が急務と

なったにもかかわらず要間伐面積の2割 ほどしか間伐が行われていなかった
。

これは澗 伐のような保育轢 に対 しては国の林黝 成制度が立ち後れてレ
、たことにも

原因がある3τレ。福岡県は林業予算に占める県革事樂の比率を1974年 の4
.9%か ら77年には

6.0%に 増加させており、間伐に対 しては県単で500万 円/年 ほどの補助を行っていたが
、

おりしも低経済成長に移行 した財源難の中、治山 ・林道のような施設型公共事業とは異な

り起債も認められないため、十分実施させるには至らなかった。

下流部都市域の経済成長とともに、都市 ・山村間の所得格差は拡大 し、高度経済成長の

終わったig74年 時点で、たとえば矢部村 と福岡市の就業者1人 当たり純生産格差は約2倍

であった3el。 一方、 下流平野部の経済成長は、5aと いう県民 一人当り森林面積(1977∫1二"

時・全国24・)と いう嬾 額 の小ささがポトルネ・クとなるような潜郁 」鰕 をは鄭
.

でいたといってよいだろう。とりわけ以 下に述べる水資源は深刻だったといえる
。

3-2-5-2福 岡県の水問題鰯

三全総ぐ励は、流域をその特性により以 ドの4タ イプに分類している
。

(1)水資源容量を含め黻 の国七容量が大 きく、今後の水資源開発 利用の酳 旨性が高い流

域=北 海道、東北、中部圏。

②水資源容量は比較的大 きいが、都市集積に伴 うと流部の水資源開発によって水利用が高

度な段階に達している流域:利 根川、淀川。

③都市的集積は小さいが、流域の水資源容量も相対的に小規模な河川流域
。

④水利用が既に極限状態 にある流域3巨 大都市圏の中小規模河川流域及び小瀬川
、芦田川

等瀬戸内海地域の諸河川の流域。

福岡県は、北九州 ・福岡の政令都市を初めとして平野部に産業や人ロの集積が著しいけ

れども、大河川に乏 しい。唯一の大河川である筑後川は、 大分県に源をもち、福岡県の南

部を通り過ぎるのみで、有明海(熊 本県)に 注ぐ。したがって、流域のタイプとしては④
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に属するとい・てよいだろう・特に、福剛 酬 ま涅 くか臓 業都市として拓けていた北

酬 槭 と膿 なり・なおも周辺の宅地醗 等が進行 していた
.姻1・1鞭 川からの導水

計画は・第 欺 フルプラン(筑{妾 川績 黼 発聯 緬 【19661)時 点で既に示されて
、、た

が・黼 ・贓 にと・てこれはまさに騾 であ・たとわ てよい
。綱,鰄 髄 の攅 嬲

発の経縦 みると」978年 の大渇水時には筑後大堰はもとより、":川、納 の両ダム(】9

8コ)な と 鵬 する鎗 水源鍛 のほとんどが儲 しなか・た
.そ れどころカu976年 の

第2次 マスタープラン(北 部九州水資源開黼 想)に おいては
、黼 の猷 な需鑼 計を

軅 し・初めて働鹸 繍 を前提とした緬 が立てられている
.治 樹 策を概 的に配慮

し、水源地域対策を推進する、などの内容をもっている
。

水醐 醗 行政の是非にっいてここで立ち入る余裕はないが澗 題はむ しろ鮨 緬 な下

流醐 鰄 の開発にあ・たというべ きであろう.平 野部の広い黻 では醗 可能な
.抛 砿

くみえる・ しか し・この際・黻 の森樋 積や水資源といった嬾 容量(三 驪 の覯 で

は阯 容量)を 考慮に入れ繝 発は行われにくい.わ が国では開発は原貝 として舳 に民

間の 手によって行われてきたからである。

3-2-5-3福 岡県水源の森基金の設立4D

l978紙 嗣 ・鰄 は記鋤 な異常渇水に見舞われた
.干.ヒ がったダムには、 それでも森

林か晦 日14万卜・の水が流入 していたという… .給 水制限の最吋・の1978年9月 、矢部村で

林糊 儲 の飴 が持たれ・知事が出席 した.こ のとき淋 鄰 醗 グル_プ のイ弋表から ・

我々は過疎と樹 不況に献 ぎながら長期 にわた・て斜 造成に汗水を流 しているのに
、

水の受儲 である都市住民はその恩恵君・浴しながら、何らの負担もない、との発言があり、

知事はなんらかのかたち、できれば税制面で国に要望する旨回答した。

知継 を控え胴 年朋 の融 で、水問題における翻 の轢 性を指摘し躓 問に対 し

知事は、木材生産や.一般的な環境的効用以外に
、水源かん養に果たす森林の役割を重視す

ると答え、 「道路 一本をっくるでも、やっぱ り受益者負担があるじゃないカ㌔ いわんや水

というわれわれの生命を守る大切な資源、 これを懣養する森林を、単に林業者の負担に負

わせるのは・これは筋違いじやないだろうか、こうい憶 見も実はございます、として、

従来の間伐贓 では不 枌 な点を補完すべ く、矢作川、豊川磁 の地方公共団体の舗 に

よる基金方式を提唱した。

その後、水産林務部での精力的な検討、知事選を経て、4選 を果たした知事は79年6月 に
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搬 で 「基金・を正式に提案した後・政令2黻 含む県内全市町村に肋 を要請、 ・嗣

県水源の森基金 」は同年10月より発足の運びとなった。

3-2-5-4水 源の森基金の内容

基金0)1脇 構造は・矢作川・豊lrlと大きく異なり、前出3-2-1-4の 表r3-5】にみるごとく、

1982年時点で基本財産はわずか2モ 万円と少なく
、これに対 し、毎年の負担金が5億 円を

越 している・負齢 頒 担割合は、基金資料によると次のように獺 される。

①福岡県、政令市2市 の負担割合は、311=1(県3億 円、市1億 円x2)で あるが、これは、

政令市の水使用料が県全体の約6割 であり、 しかもその大半が域外を水源としていること

から、 まず、市町村にっいて福岡市30% 、北九州市30%、 市町村40%と いう利水割を考え

る。このうち、財政力等を考慮 して、 市町村の分は県が全額負担
、政令市にっいては レ3

を負担することとした431。

②その他市町村については・全黼 ∫村参加の齢 もあり、 汗 万円と設定した.分 担割合

は、利水割、財政力指数を参考に して、市7百 万円、町村3百 万円とした。

このほか、企業(160社)か らの任意の賛助会費が
、84年 度で750万 円、基本財産運用叩

入及び運用財産収入がコ,500万円、これらを合計 して年額5億3千 万円の 事業 予算となっ..

いる。

次に図 「3-21および表13-81に より事業内容をみると、間伐、枝打、造林などの助成で、

基本的な性格は、矢作川水源基金同様、林業補助金の補完ないし、上乗せである。ただ、

矢作川方式ないし通常の補助金とは異な り、森林所有者は伐期を田年間延長せねばならな

い。ただし指定ダム周辺および保安林の所有者にっいては延長を必要としない
。森林所有

者の同意をえた森林は 「水源の森 」と称する。1985年 当時 「水源の森亅指定件数は18
,200

件に達 し・うちなんらかの黝 金を基金か ら受け取って間伐等を行。たもの`よ13澗 件で
、

鮴 の3/4に 当た・ている・また 「水源の森・指定面積は艮984鞭 末で9万h、を越え
、褊岡

県民有林面積の半分近 くに達している。とりわけ間伐助成の効果は大きく
、10数 年間低落

傾向にあった素材生産量が基金設立の1979年 から上昇に転 じている
。 ヒ流部の浮羽町を例

にとると、1985年 度の水源の森基金による町の民有林総面積に対する助成額は2
,880円/h

aとなっており、先の稲武町に比べ3倍 近い。

表13-81に みるように保安林の場鯛 イ鋤 騨 価が倍になることや、普通林で}ま伐期籔
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を所儲 に耡 ることから・矢作川の事例のような黝 金的性格に加えて
、保安林の損失

補償制度をも補完する糒 を併せもつところが特徴であるといえる.伐 艇 長については、

木材価格の低落や賃金の高騰により森林所有者はもともと高伐期を志向せざるをえなか
っ

たので・それほど森林所儲 頒 担 とはなって・・ないので
、規制に対す黼 償とレ、う意味

購 らぐかもしれないけれども・森林の水源かん鯲 能を鰍 させるための追加投資に対

する費用負担とい う論理は分かりやすい。
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表!]一δlig86鯲 翻Ilrl造 欄 係 融1,余.】 ・定 単価

図 匸3・ユ1福 岡県水源の森基金蔀業実続
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3-2-6ノ亅、括

森林の 「公益的機能」を最も重視 し、施業制限も行 う代わりに多額の補助を行う福岡方

式が、最も注目される。水資源対策としての伐期延長の効果、間伐等の保育施業の効果は、

ある程度立証されている。とはいえ、元来、全ての効果が完全に立証され、貨幣タームの

計量化が行われた 七での 「基金丿設立ではなかった。設立の際、福岡県の林務関係者は、

考えられる限りの森林の機能に関する物的タームのデータを集め、下流地域の地方自治体

の説得に努めたというが、 「基金」の事業額の決定は、完全に政治過程を通じて行われた

ものである。 しか し、貨幣タームの計量化が困難であるということをもって、管理の不足

した森林を放置することは許されない。外部経済の内部化が困難であるからこそ、政策が

必要とされるのである。

以下、福岡方式を念頭に置いて、 「基金」方式の妥当性を検討する。 まず、 「基金」方

式の特徴を5点 に分けて整理 しておこう。

a.複 数の地方自治体の交渉 によって実現したこと。

b,国 の政策ではなく、流域 単位の政策であること。

c.森 林の評価のための技術が完全には確立されていないこと。

d.森 林の 「利水」機能のみに評価を限定 していること
。

e.既 存の林業政策と並行的に運営されていること。

このうち、a.b.d.e.は 、F基 金」方式としての特徴であり、c.は 、外部経済の内部

化一一般に当てはまると考えられる。それぞれに対応する問題点を順次検討する。

3-2-6-1「 交渉 」の実現可能性

いわゆる 「当事者間交渉」による外部経消の内部化が容易なのは
、外部効果に関わって

いる経済 主体の数が少ないもの、例 えば日照権や、工場の騒音公害に限定されるといわれ

る。経済主体の数が少なければ、 「ただ乗 り∫も防ぎやすくなるというが側 、今度は交

渉力の差が決定に与える影響の度合が大きくなってしまう。交渉の費用 も無視できない。

また、基本的な情報を各経済主体に共有させることができるかどうかが、交渉の実現にあ

たっての鍵 となる。

「基金」方式ではまず、利水に関わる経済主体を県及び流域市町村 に限定する。そ して、
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背景として流域開発にっいての地道な研究活動(矢 作川)や 、大渇水(福 岡)な どを得て、

流域の森林 と利水に関する基本的な情報を共有することで、これ らの困難を克服し、 「基

金」設立に至った。

しか し、多くの都道府県にまたがっている流域451あ るいは、水不足や、森林の管理不

足に関する情報が、代替的な水管理施設の建造などによって隠ぺいされている流域では
、

設立が難しくなっている。

..・般に、公共財の最適供給のためには情報が重要であり、 当事者の選好を変えることす

ら不叮能ではない。この点にっいては4章 で再度触れることにしたい。

3-2-6-2流 域意識と流域間格差

熊崎"6'は 、 「基金」について、 「同一の流域内に居住 し、運命を共 にするという意識」

に支えられた交渉が具体的成果を生んだものと位置づけ、全国レベルよりも流域単位の費

用負担決定システムが有力であると した。

これに対 し、奥地正d7,は 、 「基金」による 「(流 域内部の)産 業間、地域間の資源と

所得の再配分効果」を評価 しっっも、流域間格差の存在を批判 し、あくまでも国 レベルσ.

政策によるべきであるとする。

流域間格差は、全ての流域で 「基金ゴが設立された.[二で、流域によって 「基金」の規根

が異なるのであれば、資本の水利用やt地 利用にフィー ドバックをかけるためにも
、む し

ろ是認されるべきであろう。流域間格差がないならば、資本に価格転嫁の逃げ道をあたえ

る胡'か らである。

しか し、そもそも全国ほとんどの流域で、まだ 「基金」あるいはそれに代わるような制

度が創られておらず、 また今後も設立には困難が予想される現状では、奥地の指摘の方が

むしろ現実的であるといえるかもしれない。

3-2-6-3試 行錯誤的最適化と、タイムスバン

評価のための技術が確立されていないからといって、技術の確立を待っのでは、政策と

して手遅れになる可能性がある。当初の事業額を政治的に決めたことは.一見乱暴のように

兄えるけれども、森林 による便益を費用便益分析的手法で(貨 幣タームで)計 量化するこ

とが困難である以ヒ、物的タームのデータをもとに暫定的な事業額や、施業基準を決定 し、

以後、事業の効果を見て順次調整していく方法は、最も現実的で、政策コス トの小 さい方
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法として評価できる`9㌦

ただ、森林を対象とする事業は、 いうまでもなく非常に長期的である
。 しかるに、短い

スバンを考えると、事業額は変動しやすい。福岡の事例では、設立後5年 目に、 「基金」

の見直し論が持ち上がっている。概ね間伐が進展 した上、福岡の場合、基金の財務構造が、

基本財産の果実よりも毎年の負担金収入に多くを依存する形をとっているためである
。図

卩一3】のような事業量の変化にともなう事業額の変動はある程度は当然としても
、 「基金」

の存廃や、事業のあり方は長期的視野にたって慎重に決められていくべ きであろう
。
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歴当【3'3ユ福同県永源の森基童事叢計画

表 匚3-9ユ下流参加翫倒と種旨・目的
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3-2-6司 「利水」に限定された森林の評価

表[コー田にみるとおり、 「基金」の設立趣旨は 「利水 」に限らず、 「治山」 「山村振興 」

「林業振興」などをも含んでいるが
、 「基金 」の助成の対象 となる森林が、 多くの場合指

定された取水施設よりヒ流地域に限定されることから、 「基金丿の主要目的は、何よりも

「利水」にあると考えてよいであろう5D
。

「基金 」がこのように森林の便益評価を 「利水」に限定したことの是非を問 うためには
、

① 「利水」その他の森林の諸機能によって生ずる便益が、誰に帰属するか ②便益の内容

が、社会的共通資本として考えられる範囲内のものかどうか
、の2点 を検討する必要があ

る。

まず、本章1-1で 検討 した森林の諸機能のうち、たかだか流域の内部のみに便益が帰属

するのは 「治水 」と 「利水 」だけである。このうち 「治水 」の便益は流域全体の世帯や事

業体にまとまって及ぶが、 「利水」の便益は、個々の水を使用する世帯や事業体に帰属す

る、とみるのが最も自然である。 いいかえれば、 「治水」が公共財的性質をもっのに対 し、

「利水 」は、私的財に近 い。っまり、財の技術的な性質によって、 「治水」は公的部門に

よって賃担されねばならず、 「利水」は私的部門に負担を求めることもできることになる

5n 。

次に、便益の内容を考えると、 「治水」は、洪水による被害から守 られることが 市民の

権利と考えるのは無理がないか ら、 「社会的共通資本」ヒわ の概念に含まれる
。 「利水 亅

にっいては意見が分かれるところであろうが、全面的に国などが無料で供給する方式は開

題があることだけは確かである。 この方式では、 下流都市部への資本集中が抑制されず、

新たな社会的費用を生み続けることになる。水使用による便益に応 じた負担5の が不可欠

であり、負担額は水源施設の新規開発費用を反映 していなければならない。

この意味で、 「基金」が目的を 「利水」に限定するならば、真に水利用による便益に応

じた負担を実現すべきであろう。現行の人口割負担は性格があいまいである。逆に、人口

割負担がやむを得ないとすれば、 「基金」は 「治水 」目的も明確にし、例えば都市近郊林

の保全を事業内容に含めることも検討してよいのではないか。

とはいえ、1っ の森林を様々な機能に分類して論 じること自体に無理があるかもしれず、

やはり、なんらかの総合的な政策に統合する必要があるのかもしれない。

3-2-6-5既 存の制度、政策との関係
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これまでみてきたように、 「基金 」は流域意識を基に、様々な困難を乗り越えて設立さ

れ、流域の水事情に応 じた保育関係の林業助成を行 ってきた。 国の林業政策に対しては補

完的に機能し、中には福岡の事例のように大きな成功を収めているところもある。 しかし、

同時に極めて先駆的な事例であり、設立のための条件に恵 まれた事例でもあった
。全国の

流域に一般化させるためには、交渉の費用を低減させるための政策的テコ入れが必要であ

るが、かな りの困難が予想される。

このような現状での 「流域闘格差」が是認できないものとすれば、なんらかの国 レベル

での対応も必要であろう。この場合、流域学位では対応の難 しかった 「レクリェーション

機会の提供」や 「厳正な自然の保護 」等にも留意 して行 くことになろう。多数の経済主体

による多目的競合利用のための経済理論も用意されねばならない。 さらにそれは、林地開

発許可制度や保安林制度などの現行の制度を発展させたものでなければな らないであろう。

「基金」の実験は今後の森林の管理と費用負担の仕組みを考えるうえでの貴重な資料を提

供 しているように思われる。
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のは、評価されてよい。なお、工場排出物の規制基準にっいてポーモル=オ ーツが提案 し
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たEPSシ ステ ム(envjrDn囗entalprtcingandstandardssystem)が 、 これ に 近 い(Ba

umoL冒 ・」・・Oates,W.E.=TheUseofStandardsandPricestoProtecttheEnvironm

e囗t,TheSwed丘shJ.ofEcon,,73,!972,PP42-54)。

5の 負担 割 合に水 使用 量比 を用 い た事例 が な く、 多 くが 人口 割を 採用 してい るの は、 市町村

ごとの 上水 、工 業用 水、 農 業用水 を 含め た水使 用 量を 計算 す るのが 余 りに も煩 雑な こ とに

よる もの と考 えるの が適 当であ ろ う。

5D治 水 の場 合で も、 高度 な経済 活 動の 行 われ てい る地域 と そ うでな い地 域 とでは 受益 に差

が あ ると も考 えられ る。 こ う した受益 の差 は地 価 に反映 さ れ るで あろ うか ら、 固定資 産税

の増 徴 な どによ って 治水 投資 費用 を まかな うの も 一法 であ ろ う。 この点 にっ い ては、 阿部

泰隆 『国家補 償法 書有 斐 閣,1988,pp224、 お よび原 田 泰 「住 宅 ・土地 問題 の経 済学(6)

公共 資本 の供 給 と費用 負 担 」 『地域 開発 』301,1989,pp71-78を 参 照の こ と。

52)宇 沢弘 文 『近 代 経済学 の 再検 討 一批判 的展 望 』岩波 新書 ,1977,pp163-224

53)「 水使用 量 に比例 す る負担 」では な いこ とに注意 が 必要 で あ る。 仁 連は 前掲48)の 中で、

資本が 水管 理施 設 か ら受 ける間 接的 な便 益 は、同 量の 水使 用 では、 土地 所 有 面積の 大小 に

よっ て異 な って くる ことを強 調 した。 す な わち、 水以 外の 生産 要 素の投 入 量 によ り、 追 加

的1単 位の 水の も た らす便益 は 異な って く ると いう 主張で あ る。本 章3-1を 参 照の こ と。
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141利用権の市場化:TDR制 度の意義

800万haを 越え森林面積のほぼ 董/3を占めるに至った保安林を国土計画や森林計両の中

で今後どう位置づけ、活用するかが政策hの 課題となっている。 こ

戦後の保安林整備計画では、洪水防止、水源涵養、保健休養といったそのときどきの社

会的要請に応 じて指定面積をいかに拡大するかに重点がおかれた。これに対し1983年 の保

安林間題検討会中間報告Pは 、林相の改善等、質的な充実の重要性を強調 した。しか しな

が ら増大する転用圧力(解 除申請など)へ の対応は、 もっぱ ら一定の判断基準に基づき属

地的に行われ、転用される保安林の総面積にたいする歯止めは存在 しない。

本項では、 アメリカの都市計画制度におけるTDR(TransferableDevelop皿entRlght

s譲 渡性開発権制度)な どにみられるMarketabiePer哦tsSystemを 援用して森林転用の

量的規制を目的とする制度的手法の一例を提案するとともに、それを現行保安林制度にど

のように適用すべ きかを検討する。

4-1理 論的謝 潤題1門arketablePerに .ltsSystem一 その理論と実際

4-1-1Daiesの 提案2・

甑rketab」ePemitsSyste皿(以 ド単にM正)Sと する)に っいて初めて具体的に提唱 した

のはDalesで ある。Dalesは 水質規制を例に、以 下のような政策手法を提案した。

水質基準の決定と、その実施を行うべく、まず専門家、市民などによる水質規制委員会

(以 下単に規制委)を 地域ごとにっくる。決定 した基準をどのような政策手法 により実現

すべきかを、排出規制の政策手法として従来とられてきた法的規制、補助金、排出課徴金

方式のそれぞれにっいて、広域的一律規制と個々の排出源に対する規制とに分けて検討す

ると、その優劣は所得分配よりも効率性によって判断 される。なぜなら、分配 との帰着は

製品価格への転嫁等を通 じてあまり差がなくなると考えられるからである。そこで、各手

法の効率性にっいて検討すると、純理論的には各排出源の限界的排出抑制費用に応 じた個

別課徴金が最も望ましいけれども、行政当局が課徴金を個別に決定す るための情報費用 と

行政費用が非常に大きくなることを考慮すると、一律課徴金方式が最も効率的になる。す

なわち社会全体でみたときに、一律課徴金方式が同じ水質の浄化を最も小さな支出で実現

することができる。 しかしながら、不完全情報下においては、課徴金に対する排出者のビ
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ヘイビアの 予測が困難なため、目標値の実現には試行錯誤的な過程が必要である。

この試行錯誤過程を排除する方法 として、排出権市場の創設を考える。いま、規制委の

管轄する地域で現在100万tの 排出物が排出されており、これを5%削 減したいとする。こ

のとき規制委は、1枚 当たり1tの 排出物を排出できる許可証を95万 枚発行 し、競売に付

す。こうすれば、許可証がすべて売 り切れ、限度いっぱいまで排出に利用されたとしても、

確実に現在の排出量を5%削 減することができる。規制目標の実現を確実に行い、市場原

理の活用により個別課徴金制度と同等の効率性を保持 しようとする政策 手法である
。

排出権(許 可証)価 格の急激な変動には、規制委による介入 ・調整で対処する。金融商

品のように種々の期間をもっ権利を発行 してもよい。一定期間をおいて発行総量を見直す

こともできる。 また、環境保全グループは排出擁を買い取ることで環境を守ろうとするか

もしれない。

このように、Dalesの 提案は きわめて具体的であり、環境問題への幅広い適用を示唆する

ものであった。

4-1-2MpSの 紫寺徴3,

MPSの 長所としては、 一般に、a.確 実かっ安価に総量規制を達成で きる。 目標が明示

されるので民主的である。b.課 徴金制度のように、訂.菱済成長、インフレに規制水準が左右

されるおそれがない。c.個 別課徴金制度のように、個々の排出者(な い し開発者一以下同

様)の 限界的排出抑制費用 〔限界的開発便益)を 算出する必要が無い。d.ゾ ーニングと併

用した場合、補償的意味あいをもたせることが可能で、分配の公正に資する。 という点が

あげられる。

..一方、問題点としては、a.「 汚染権 」 「開発権」という考え方への世論の抵抗。b,当初

の行政負担。c.モ ニタリング費用が技術的に大きい場合は適用困難。d.買 占めへの対応。

e.目標値の設定いかんによっては単なる規制緩和となる。f .排出者の異質性や既得権の扱

い(と くに、バランスのとれた土地利用規制が政策体系として確立していなければ、既得

権がネックとなる可能性が強い)。 などを指摘 しうる。

4-1一コMPSの 政策 ヒの系請(年 表参照)

MPSが 実際に採用されている例として、TDRやe厳ssiontradingカ τある。いずれ

も米国において、公的部門の財政難や地価高騰 という状況 下で、増大する環境保全需要を
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補償を要する強権的な手段を用いず に満 たすために、1960年 代以降導入された制度である。

TDR4)は 、 .重:地の所有権から開発権を取引可能な権利 として切り離し、開発擁市場を

形成させようという発想に基づく制度である。1960年 代末に、歴史的建造物の保全を目的

として地方自治体により導入され、以後、都市計画における容積率規制、`臼然環境保全、

農地等のオーブン ・スペース保全、沿岸域保全などに用いられている。 当初 「デュー ・プ

ロセスなき収用」との批判があったが78年 に合憲との司法判断が ドされて以来
、従前のイ

ンセ ンティブ㌦ ゾーニ ングを発展させた制度として全米各地で採用されている
。

Dalesが 挙げた水質規制にっいては、E咀ssionTrad重ngと 呼}まれる制度が70年 代半ば以

降導入されている。厳格な法的規制に比べ運用しだいで 「規制緩和」となるとの批判もあ

るけれども成功 した事例も知られている9。

このほか、地球温暖化対策としてのCO2排 出規制のための 「エコライ ト」制度6'の 提案

もMPSの 応用である。
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表 〔3一 且0亅H・ ・k・L・b[・P…iL・Sy・ し…)政 策
.1、・)系 譜

一..一 一匸『ヒ
.....一 一 一._.一 一 一..一

図 匚3・制 保安林の転用規制へのMPSの 適用例
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4-2森 林保全に対する適用可能性=保 安林の転用規制

4-2一且具f本的手法(図f3-4})7,

流域、小流域などある具体的な地域を定めて専門家、森林所有者、地域住民などからな

る転用規制委員会を酬設する。;

いま、7haの 保安林があり、それぞれlhaの 林地A～Gに 区画されているとする
。また、

嘩純のため1区 画に1人 の所有者がいるものとする。AとBは 特に林地保全の必要性が高

いため、既に禁伐指定がなされ、規制委はここを転用禁止区域と定めている。いま、規制

委はC～Gの うち、1haを 林地転用の上限 と決定したとする。このとき、規制委はAか ら

Gま での各林地所有者 にha当たり1単 位ずっの転用権を配布する。ここで絶対に転用の認

められないAとBの 所有者にも転用権を配布するのは、C～Gに っいてもそもそも転用は

認め られなかったはずだか らである。規制委はディベロッパーは1単 位の転用権により1

/7haの林地を、地主と同意の1二転用できることと定めておく。この場合、たとえばG地1

haを転用 したいデ ィベロッパーはA～Gの すべての所有者か ら少なくとも1嘩 位ずっ転用

権を購入す る必要があり、さらに転用にっいてGの 所有者の同意を得なければならない。

転用権には有効期限を設ける。規制委は有効期限の後に、林地の状態をみた上で新たに

転用権の発行量を定める。Gが 既に転用されていれば、今度はA～Fの 所有者に転用権を

交付することになる。林地保全の要請が高まれば、規制委は転用権の発行量を減らすか、

発行量を維持した上二で規制委その他の公的機関が転用権の市場に介入 してこれを買い取る

ことになる。

4-2-2特 徴

MPSの 一般的な特徴に加えて、保安林転用にMPSを 適用 した場合、a.水質規制の場

合に比べ、モニタリングが容易である。b.対 象を保安林に限定 したことにより、異質性や

既得権の扱いといった問題を回避で きる、という長所がある。一方保安林転用の場合の具

体的な問題点としては、a.硯 制委の管轄地域剤の最適規模の決定。すなわち、広域すぎる

と異質な森林にっいて、その所有者に対 し等 しい転用権を配布することになり公正を損な

う可能性があるほか、転用が1箇 所 に集中する恐れを生じる。逆に地域を細か くしすぎる

と規制委管内の取引の絶対量が減少 し、買占め等のゲーム論的行動が発生し市場のメリッ

トが失われる。b,中間的用途や一時的伐採の扱いを別途考慮する必要がある。 といった問

題があげられよう。

さらに地域割を行った後の転用権発行量の決定への住民参加の必要性、あるいは決定を
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純 粋 に分権 的 に行 うべ きか 否か、 森林 計画 ・国土計 画 との 調 整、 とい った政 策 の フ ィロソ

フ ィーをめ ぐる問題 も 重要 であ る。MPSは あ くまで政 策 目的 を実 現す る有 効 かっ 柔軟 な

政 策 手法の1つ であ り、 導入 に際 しては こ うした フ ィロソ フ ィカル な問 題の 検討 が 前提 と

な るの は もち ろんで あ る。 こ

4-3小 括'

今 後、 水源 涵養 保安 林の よ うな比 較的 規制 の弱 く面積の 大 きい保安 林を 中心 に、 転用 圧

力が 急速 に高 ま り、な しくず し的 に 「例 外 」的措 置 と して保 安林 の解 除が 行 われ るこ とが

懸念 され る。 この よ うな状 況で は、 原則 的な 転用禁 止 よ りも、 予 め転用 の 限度 を定 め てお

くこ との 方が政 策 と しての 実効性 を もっ かも しれ ない。 今 回提 案 した シス テ ムは確 実な総

量規制 を明 示的 に行 い、 な おかっ 転用 され な か った森林 の所 有 者 にも開 発利 益 の一 部を分

配 す るこ とがで き る。
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4.む すび

森林の利用における環境権の帰属の問題にっいて、これまでさまざまな角度からみてき

た。 いまさらながら、初めに設定 したテーマの大きさに比べ て筆者の知識はあまりに狭 く
、

その力量があまりに小さいことを感 じざるをえないが、ここに今後の課題を含めて若干の

まとめをしておきたい。

わが国では資本主義社会の発展に伴って、荒廃地への造林が推進され、この過程で入会

利用が排除されていった。木材生産のための投資の他に、治水目的など絶対的損失を抑止

するための投資への社会的必要性が高まったために、平野部の産業発展による資本蓄積の

一部を投下したものといえよう
。 これにより、豊実村のなだれ防止林のような絶対的損失

にかかわる事例はしだいに減少し、社会ミニマムの確保が重要視されるようになった。社

会ミニマムの内容や水準は時代により異なってくる。利水問題は東京都など平野部に大都

市を形成した流域において早 くか ら現れ、都市域の諸団体が森林造成 に参加 した事例は数

多い。

戦前は、絶対的損失にかかわる禁伐保安林の指定に対する補償すら、3章 でみたわずか

な例外を除いては林野当局の手によっては行われず、む しろ、必要な場合は都市域の受益

者が積極的に関与していた。強権的 に木を植えるところまでは林野当局の責任だけれども、

地元山村住民がそれによって受ける一時的ない し長期的な損失への補償は、流域などの受

益の及ぶ範囲内で個別的に処理されたのであった。それも多くは分収造林や林地の買収 と

いった投資する側にも利益をもたらす方式をとっていたのであって、山村住民には旧来の

入会利用を続ける癨利があるのだから、この権利を侵害するような植林に対する補償を支

払う必要があるといった思想はほとんどなかったといってよいかもしれない。その後、金

肥の普及や植林木の成長によって入会と木材生産 ・治水との対立関係は解消 してしまう。

敗戦前の数年間の大幅な過伐によって再び森林は荒廃 し、戦後再び木材生産と治水を目

的とする拡大造林が林野当局の強力な助成によって進展する。戦後の高度経済成長期に下

流平野部で流域の水容量を無視 した開発が行われたため利水問題が冉びクローズァップさ

れることになったけれども、1970年 代頃からは、利水から自然保護 ・レクリエーションへ

と徐々にその重点を移 しっっあるにみえる。水源林基金の事例は、ちょうどその端境期に

あって、林業経営をとりまく環境が悪化する中、戦後の拡大造林木の保育を森林所有者が
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眤 の負担で賄いきれないという棚 己ドにおい牲 まれたものであって、斜 の顯 便益

をより増大させる保斛 嬪 を贓 するという鰍 あいに、伐艇 長やダ礎 言殳への勵 と

い・たあ糎 の受忍を要請 しそれに対し補償するという意味あいが加わ
。たものであ。た。

一方
・所得水準の厭 にともなう騾 保護に対する要請の高まりは、翩 において燃

公園地域などで従来利用を越えた採石などの行為に対する無補償の規制を正当化 したけれ

ども、転用型の レクリエーション需要もこれと同時に増大し
、転用地代と林地地代 との乖

離がますま鰍 しくなり・現実に転朏 ・よ・てキャピタルゲインを実現する駐 力・増大す

るに至って、公共性に立脚する森林利用規制へ向けて判例の示した思想は行政運用の面で

は形骸化しっっある。

この黼 の難 しさは・環境黼 に関する環境懽の灘 がそもそも灘 であるのに加1えて
、

森林が実にさまざまな種類の便益、すなわち大きく分けても生産
、保全、 レクリェーショ

ンという3種 類の便益を供給してお り、それら各種の便益に対する需要が時に両立し、時

に対抗関係 にあって競合していることによるといえそうである。それぞれの利用に関わる

権利の性質も異なっているのならば、費用負担のあり方なども異なるべ きであることは、

これまでにみてきた通りである。

2章[31節 の議論に即 して考えると、非可逆的損失、絶対的損失を招かないように管理を

行うという前提で、各種便益の総和が費用をさしひいたときに最大となる
、 というのが森

林管理の必要条件である。さらに、このための費用を、社会ミニマムに関わる利用、地域

性、過去の経緯や将来への配慮などの要葉を考慮することによって振り分ければよい
。

ところが、実際には絶対的損失を抑止するための管理 と社会ミニマムを確保するための

管理 との区別は曖昧で、社会の福祉水準の向上に伴い各種便益の最低限の要請は高まって

くる。辻村のいうけ、エッジワースの箱の外側の部分が大きくなり交渉解を求めるべき箱

の内部の領域が小さくなってくるわけである。こうなると、最悪の場合、各種の矛盾する

要請を満たす解がなくなってしまう。 いわゆる トレー ドオフの顕在化である.

3章 艮一3-4で 触れたように、1つ の考え方としては個々の森林の位置づけを明確にし
、

ゾーニングを行 うという解決策がある2㌔ ある森林はある種の要請を満たし
、別の森林は

別の要請を満たす、といったゾーニングによって、個々の森林のあるべき管理水準が明確

になるばかりか、個々の森林の所有権の性格や管理費用の負担のあり方もはっきりして く

るはずである。 このとき、ゾーニングによる弊害である、個々の森林がある種の目的に偏
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して しまう点については代替触 施設の建言殳によ・てカバーすることもできるかもしれな

い。

ところが・酬 のもつ多面的な臨 は、1つ1つ をみると、 ・最良ではないが悪くもな

い」といった類の評価となることが多い
。個々の森林 についてどの機能が優先的に要請さ

れているか腰 請のミニマム性などから判断 し絶 分けしていくと
、残りの ・それほ踵

要でない・醗 は・匹 ニングから抜け落ちてしまうことになるかも しれなレ、
.よ ほど極

端な駘 礁 ければ・まさに多酌 な機能を少 しずつ発揮することそのものが
、森林の最

大のメリ・トである・したがって・ どうしても鰈 生産を第.一に考えるべき林分や自然保

護を最優先すべき林分(あ るいは、代替的施設を建設した上で転用すべき林分)と してゾ

ーニング しうる森林というのはごくわずかで
、残 りにっいては目的の多面性、あいまいさ

を残 したまま、それぞれの目的に係わる権利の調整を行わざるをえないであろうP
。

とすれば、相変わらず トレー ドオフは解決されずに残るようにみえる
。 こういった場合、

こうした トレー ドオフが生じた原因を考えてみるのが有用かもしれな い
。 とりわけ木材生

産と厳正な自然の艤 のように、選択力・技術的妥腕 許さない場合について}よ沫 硲 太

郎のの 「中間項」概念が示唆 に富んでいる。以下、無用の混乱を避けるために、 「厳正な

臼然の保護」とは、 まさに森林に指1本 触れないことであり
、 「木材生産」とは、本数比

で30%の 択伐を意味するものとしよう。

末石は、選択の余地が少 ししか残 されていない状況が生起 した場合には、なぜそのよう

な状況が生起 したかを考えることが必要であると主張する
。言いかえれば、そのような状

況を生み出すまでに、社会は前提となる数々の選択を行ってきている
。allornothmgと

みえる最終的選択(こ こでは・択伐か放置力・)は、それまで行ってき撫 数の選択の結果

に過ぎない。末石の含意は、あるプロジェクトを実行するか否か
、といった択一的選択よ

りも、むしろ都市の人凵密度を何人にするとか、車の台数を何台に抑えるといった数量的

な選択事項(末 石はこれを 「中間項 」と呼ぶ)の 積み重ねによって
、大気中の排気ガスの

総撹が決まる(の だから、車1台 あたりの排気ガス排出量を規制するだけでは意味がない》

、といった内容であるが、これを拡張 して、数量的も しくは択一的な種々の意思決定の積

み重ねが新たな意思決定の制約要因となっているという意味でとらえ直すことが可能であ

る。

例 えば、他地域 における原生的自然を開発するという選択は、当該地域の自然の希少性
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を増大させている し沖 央碗 が不購 な緬 醗 展を政策的に選択 したことによ。て疲弊

した山村の森林所有者には、伐採収入の獲得を先に延ばすだけの資金的余裕がないのかも

しれない。あるいは国有林の場合であれば、会計制度の選択が伐採計画に影響しているか

もしれない。 」

この議論において、最終的選択に先立って行われた選択が
、資本による収益を目的とす

る選択であった場合は、 いわゆる社会的費用論にほぼ近くなる。末石はいわば、 一面にお

いて社会的費用の発生を許 している社会経済の仕組みを変革する必要性を強調 したといえ

るかもしれない。 「中間項」概念は、最終的選択が、ある程度の技術的妥協を許す場合(

例えば、 「利水 」と 「木材生産」)を 含む、森林資源の利用競合が発生する全てのケース

において考慮すべ き問題を提起 している。再三触れた 「原因者負担」的発想にもっなが
っ

てくる問題である。

おそらく、このような過去の経緯を仮に政策サイ ドが 「考慮」したとしても
、それだけ

では解決策を見いだすことは困難なのではないか。住民の主体的な参加が不可欠である
。

矢作川流域の先駆的な活動にみられるように、不足 しがちな、外部性 に関する情報を広範

に共有するための努力が必要であろう。福岡の事例のように、大渇水でもなければ情報が

伝わらないというのでは、あまりに社会機構としておそまっである。流域で森林や水の問

題に取り組むような受け皿的機関が設立 され、森林利用や土地利用全体に関するしっかり

したマスタープランが作成されれば、TDRの ような手法を導入することにより、細部の

決定には市場インセンティブを活用することも可能となろう。

ところで、岩田のいうように、人間はその日常を支配する低い次元の価値評価とは別に

高次の価値評価をも持っているとすれば、 「社会的な安定性を維持するためには
、高次の

価値評価に基づいて社会の共同秩序をいかに形成するかが市場に資源配分を委ねる前に
、

解決されねばならない」5㌔ 住民参加はこの 「共同秩序」の形成に資するものでなければ

ならないであろう。この とき初めて、選好自体を変えていくことも含めた、 トレー ドオフ

の真の解決が可能となる。さしあたり、都市的環境の中で開発利益を先に得ている住民は、

原生的な自然への欲求 と、林地を大規模に転用 しなければ建設で きないような レジャー施

設への欲求といった矛盾した選好に気付 き、これを改める責任があるのではなかろうかの。
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6.付 録

[U保 安林補償関係資料

ここに示す資料は、すべて 「治山 ・保安林関係資料」と題するファイルにとじられ
、東

京 ・赤坂の林業文献センターに所蔵されている。 「武藤」の印があるので、1954年 当時林

野行政にかかわりのあった 「武藤」氏が個人的に保存されていたものかもしれない
。なお、

資料中 「略」とあるのはすべて占井戸が行った省略である。

[別掲資料1]

昭和29年U月20日

県保安林係長殿

林野庁治山課保安林計画班長

保安林の補償にっいて

当庁においては目下保安林制度にっいて検討中でありますが、その うち保安林に対する

補償問題にっいては旧法 当時から規定がありその事例をも参考にしたいと思いますが、林

野庁の資料は戦災のため全部消失 しておるので誠に御手数とは存 じますが、貴県における

現存資料により下記事項を調査の上 正2月10日までに御回報をお願いします。

尚 補償の事例がない場合もその旨御連絡 下さい。

記

補償の事例にっいて次の事項を調査する

L特 別補償、普通補償の別

2.保 安林の所在地

3.保 安林種

4.保 安林の面積

5.保 安林の現況(地 況、林況)

6,被 補償者

一14D一



7,補 償額

8.補 償金の負担者(国 、公共団体)

9.指 定調査から補償までの経過

(必 要な関係文書写を添付する)こ

[別 掲資料2]

林第号外

昭和29年12月10日

新潟県林務課保安林係長(橋(?)井 氏の印)

林野庁治山課

保安林計画班長殿

保安林の補償にっいて

U月2咐 照会の標記について男懶 の通り提出致します
。

以下・艙 的に[刃 吋掲資料2-D][鵬 資料・一・]1躙 資料2-・〕・分 、つた、U蹶
」

とある以外はすべ・畿 きの文翫 ある・なお、年号謙 文、面驚 は瀲 字を勦 欝

に改めてある・ ま敏 中 「*・ とあるの二ま繖 騰 敏 字である
..麟 戸

[男II掲資料2-0]

記

一・斜 法(明 治4・年4月23日 灘 第43号)に 規定される補償別内容

旧鮴 法(明 治40年 ・月23日灘 第43号)(肝 麟 法とする)に お
、昭 よ、織 鮟

林に対する補黴 び保安林黝 繍 の・種の補鱒 類がもうけられ。お り
、夫。の内容は

次の通 りである。

(】)禁伐保安林に対する補償

禁伐保安林とは醂 法勦 条の鼬 ・より瀧 された鰈 指定噸 の織 とされた微

林であり・森糀 第27条の規定により繍 されて・・る
.黻 額磯 定方法につ.て は、森
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林法施襯 則第13鰤 備 ・5f条第16鵬7徽 び第18條 ・お
・。具働 。明示され。、、

る。

(2)保 安林特別補償

保安林特別補償`褓 安林特別黻 規則(明 治・5年7膿 醗 省令第
17号)に より補償さ

れているものでその対象 とされ・保嫦 ・土砂の臟 流蹶 ・
、水害の防備等の治山鍛

施行地について特 に鮒 法第27條 のの規定により造俶 ・地盤艤 。事。命
ぜ、れたため

㈱ を囎 することが出来なくな・たとき又は
、購 ・減 ・たとき等につ。。黼,れ 、.

黼 の算定方法につ… 洞 補償規則第1勦 規定により絹硝 時
の 当灘 地儲

と馳 麟 の素地価格 との差額の範蹴 を願 叮としている
。

二、本縣(マ7)における保安林補償の実例

本県においては畑1年 及び昭和1・年より昭和・勒 間・前記禁櫞 安林闘
す。補償 と

保安林特別補償の2種 が行われている
。

(1)禁伐保安林 に対する補償実例

轢 においては・の黻 谿 ・輔 原郡麒 村肭 の轗 酳 沿線
の。だれ防止保安林

(面積46町7畝18歩)及 び東蒲原郡下條黍抛 内(新 潟
、融 ・麒 道醐 なだれ跏 、保

安林(醺49町 躑 畝・・歩)・ 対 して行われ・おり
、本保安林は大正,年 、大、E、年、大

lElO年 に夫々指定され大正11年 に補償されている
。

なお難 方法その他 については別麒 の一に詳細 に謎 する
。

(2)保 安林特別補償実例

本県においては・・の保安林の補償の性質よりその多く馳 辷防止轢 関鰰
,肋 れ。

お り昭和5年1月`日 砧 志郡酪 村地内(晒 積・畝29歩 畑醐 畝
1・歩).、,か4嚇

地名(面 積)略 一・対 して紹 和・年 ・月1・日に一・蹄 地名(面 積)略 .に 対して
、昭

和5年7月1旧 に『3箇 所地名(面 積)略 一夫・黼 されており・の撒 槲
、つ。。は

別紙其の二に詳細に記述する。

なおこの外西鰍 郡嬲 波地内洞 黼 瀰 地内及び同郡㎡・鮒 肭 嬾 沿励
だれ防

止鞍 林に対して(面 積21町・反・畝25歩 踊 償され… が
、・の。とにつ。て臘 齠

黼 儲 とな・てお 嚇 別方法を と・て・・るた鯵 考まで別鱸 の三によ備 細。謎 す

るo以 上

森林法関係條文(明 治40年4月23日 法律第43号)=略
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森林法施行焼則(明 治40年12月26日 農商務省令第21号)関{系 條文1略

保安林特別補償規則(明 治45年7月 農商務省令第け号)関 係條文:略

〔別掲資料2-1]

.一、森林法第28條 の規定による禁伐保安林に対する実例

1.保安林所在地、保安林種、保安林面積及び被補償者=略(本 稿表13-21を 参照のこと)

2.保安林の現況(保 安林編入当時)

当保安林は下方に鉄道磐越西線(新 潟縣～福島縣を結ぶ)が あり、山腹の傾斜は30度前

後に して、毎年 「なだれ」による被害績出 し、交通運輸1二著しき危険の状態にある。

林木はスギ、その他広葉樹13年 ～25年が生育 している。

3.補償額及びこれの算定基礎ならびに補償金の負担者

禁伐保安林に対する補償にっいては、森林法第28條(明 治40年4月23日 法律第4コ号)森

林法施行規則第 璽3條(明治40年12月26日 農商務省令第21号)同 規則第14條 第16條第17條 及

び第】8條及び森林法施行手績第16條(明 治40年12月26日 訓令第30号)の 規定により夫々手

績が行われている。

これ等手績、及び算定基礎にっいては別紙其の 一(保 安林禁伐補償兒込額算定書、保安

林禁伐補償料年次表、保安林禁伐補償箇所明細=書)を 参考願いたい。

なお補償金の負担者は、国において全額負担している。

4,その他禁伐保安林に対する補償実例

前述禁伐保安林の外、新潟縣東蒲原郡下條村 大字五十島地内 なだれ防止保安林(補 償

面積49町6反3畝m歩)に 対 して同様の方法にて補償がなされている。

別紙 其の.一

農商務省指令林第354号=略

農発第6334号1[別 掲資料3}と した

保安林禁伐補償補償見込額算定書:略(本 稿4(4)を 参照のこと)
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[別 掲資料2-2]

二・保安林特別補償規則による特男1躙償保安林の事例

[A]荒 廃地復旧事業施行地に対する特別補償 こ

(1)保 安林所在地、保安林種、保安林面積:略

(2)保安林の現況(保 安林編入当時):略

(3)補 償額及びこれの算定基礎並びに補償金の負担者1略

(イ)既墾地の補償額算定法=略

(の作物損害額の算定法:略

[B]な だれ防止保安林に対する特別補償(鉄 道関係)

当保安林は西嬲 郡歌外波村ω 地内洞 君肺 鮒 地内汲 び同黼 海馳 内
、鉄道沿線

なだれ防止保安林(補 償面積21町4反9畝26歩)に して
、 この保安林は、名古屋鉄道局

長申請に基づくものであって、この補償額はすべて鉄道省が負担 している
。

この徽 の内容は慨 墾地に対する造齢 令による黻 慨 設保貅 内吸 び)・三1二偲

林に対する植栽 による補償を主としている。

前述の既設保安林に対する造林命令にっいては、森林法施行手績第1ド三條(明 治報イllに

月26日 訓令第三 卜号)及 び森林法第二十七條の規定により行われている
。

(別 紙 其の三 参考)

別紙 其の二=略

別紙 其の三

大正M年12月2日 林発第3718号 「保安林編入地に関する件 」=略

大正14年10月6日 名鉄工*第123号 の3:略

大正M年8月25日 発庶第158号:略

大正M年8月7日 「請願書」一西頸城郡市振村代表より鉄道大臣仙石貢宛

国有鉄道線路保全に施設経営は政府の責務にして之に要する一切の費用は国庫の支弁に
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属 し、両して之れが経費の分担は均 しく国民全般の負担に帰すべ きものなり。然るに沿線

の頽雪防止L、 本年5月 北陸線親不知を中心 とせる沿線の我等所有土地を保安林に編入せ

らる該土地の利用を制限 し、尚且っ施*の 経営を為さしめ以て線路の保守を計らんとする

は国の施設すべきを国民の..一分子なる我等に転嫁せらるるものにして強ては国民の義務に

偏重の憾なしとせず。希くは閣下前記の事情に御憐*を*れ させられ
、該編入土地を国庫

に於て買収の恩典に浴させられ度、万一御詮議相成難 しとせば左記方法により、相当御借

置相成候様御配慮相煩度関係地毛以連署此段請願候也。

記

1.既植林地に対 しては、樹令及び成育の状況により、時価に相当する補償金を交付せられ

んこと。

2.天然林にありても前項同様のこと。

3.新植地に対 しては植林.一切に要する経費の外、向 う5ケ 年間の手入費交付せられんこと。

大正14年7月31日 名工発第843号1略

保安林絹入に対する名古屋鉄道局 との打合.'3項(丿こ正13年2月20「Pl卵

保安林特別補償調査(大 正13年12月1日)=略

大証…12向t4∫可且5「3名工発第435号・=略

大正】3年1月29日 名鉄工*第186号 の2一 名古屋鉄道局長より新潟県知事宛

北陸線鉄道線路沿貴管下、西頸城郡市振村及歌外波村地内別紙調査及図面の地域は冬季

積雪多量なるのみな らず、鉄道線路に対 し、傾斜面急なる等の関係1二、頽雪の虞あり。従

来鉄道線路に危害をおよぼしたる実例も有之候に付、其の頽雪を防lhし、以て交通{二の安

全を期するため該地域保安林に編入方詮議相成度。

[別 掲資料3]

農発第6334号

大正10年10月13日

農商務大臣 殿

新潟縣知事
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保安林禁伐補償に関し認可申請

大正8年5月 及び本年4月 編入にかかる策蒲原郡豊美村大字豊田地区頽雪防 止林中、鉄

道磐越西線に直面せる急峻地にして頽雪の被害頻発し、 交通運輸1二著 しき危険の状態にあ

る箇所に対 し禁伐の指定を適当と被認従って森林法第28條 により補償の必要有之候條。御

認可相成度別紙調書相添森林法施行規則第12條 により申請候也。
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121iluff皿an論文全訳

ここに資料として示すのは、Bradley.GordonA.(ed):LandUseandForestResources

inaChangingEnvironment-TheUrban/ForestInterface ,Univ,ofWとshingtonPress,

1984,pp47-60所 収の論文、日uff日an,JamesL.IPubhcandPrivateAllocatio口ofUrba

nForestResourcesの 全訳である。小論では外国の事例に触れることがほとんどで きなか

ったが、本論文は都市と森林の界面の保全の法的側面にっいて、アメリカの近年の動向を

まとめたもので、大変興味深い。なお、翻訳に際 しては、寺尾美子 ・高橋一修 「アメリカ

における土地利用規制と損失補償 」 『環境研究』64 ,1987,pp31-46を 参考にした。訳出に

際しては、多少なりとも暖昧な部分または定訳の不明な用語は、なるべく原語を添えるよ

うに した。

都市森林資源の公的、私的配分

ジ了イムズ1,ハ フマン

科学者は社会的問題を最も客観的なことばで記述する癖がある。 「都ll∫と森林の界面 」

は1っ のそのような表現である。私が このシンポジウムのタイトルに異存のないことは確

かであり、それどころか、主観的な問題およびこのプログラムで立証される純粋に客観的

(科 学的)接 近の両方にっいて、これを伝えるこれ以上のよい言葉は考えることがで きな

い。私がこの複雑な問題を記述するための便利な省略表現としてこの言葉を比類のないほ

ど熱心に採用していることは、まもなく明らかになるであろう。 しか しながら、林学者や

経済学者や社会学者やその他 たいていの出席者とは異なり、もとより私は科学者ではない、

ということを申 しhげ ておかねばな らない。アメリカの法学者が、おそらくは学問的独立

性を追求してのことであるが、法学研究を科学となすとい うことであまねく意見の 一致を

見た時期があった。この運動の影響は依然、われわれの教育的で知的な活動のなかにひろ

まっているけれども、私は、私の研究分野が非科学的であると述べることをためらうもの

でない。むしろ、いうなればそれは技術的であると同時に哲学的であろう。

われわれ法律家(1awyers)は 人間の行為に影響を与えるためのツールを翻案、翻訳、応

用する仕事に従事 している。われわれはそれゆえ望ましい行為を定義するという哲学的課
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題に否応なしにとらえられている。 もちろん、われわれが法律家的な仕事を追求する際に、

法律家は諸科学 にかなり依存しているし、なかには科学の 三国のなかで水浴びをしたがる

という程度では済まない者もいる。 しかし科学者とは違って法律家は、 その基本的ないか

なる意味においても貞実を追求 しない。われわれの追求は、人間の価値[觀]に よって定

義される目的そのものである。私はこのシンポジウムにたいし、法が明らかにするところ

についての所感を、場合によっては強い確信をもって提供するつもりだが、 しかし同時に

私は、法のメカニズムというものは、私が信 じるに、特定の価値の実現をもたらすものだ

ということを示唆するであろう。科学は推賞される法的G鴫aD接 近の もっともらしい効

果を評価するのに不可欠であるが、 しか し私は 「われわれは何をなすべ きか」というすべ

ての最も根本的な疑問に科学が回答することができるとは信 じない。それゆえ私はこのシ

ンポジウムのタイ トルを字句の上ではごくわずかに 「都市と森林の界面=変 化する環境下

の土地利用と森林資源のく選択>」 と修正したい。私の修正が、われわれが取り組んでい

る問題を理解するすべての人々にとっての暗黙の了解事項をたんに強調 したに過ぎないと

いうことは疑いないけれども、私の接近の基本的な性格はく選択〉を強調することに重き

を置 くことにあるのである。

状況

アメリカの多 くの地域では、都市住民にとって目に触れる唯一の樹林(thetrees)は 、彼

らあるいは彼らの先祖が植えたものである。その他の地域、とりわけ北太平洋地域では、

都市地域は樹林の中で成長している。 シア トルやポー トランドのような都市は、経済的で

あると同様に保健的文化的であるというその性格の多くを、彼らがそこに住んでいる森林

に負っている。これらのそして他の多くの都市が成長するにっれて、周辺の森林が減少 し

ている。もちろん、都市の成長は林地の他用途への転用の唯一の原因でもなければ、最も

重大な原因でもない。最も重要な単一の原因は、大陸へのヨーロッパ人の初期の植民以来

続いてきた転用、農地の拡大である。

1973年になって、リー ・ジェイムズ教授はアメリカ林業者会議(theSocietyof舳en

canForesters)の 年次会合で 「都市化の急速な進展は…林業への直接的な脅威にはならな

い」(ジ ェイムズ、1974)と 述べている。1980年 の環境法学会の 「特別天然資源価値」を

一148一



有する抛 の規制燗 する蹶 物}ま・馳 の転用をも・ば膿 業黼(,、,、1,,。b1,,)と し

て扱・た(ク スラー・198・)・ それど・ろか
、法学の文献を鵬 的嘲 べてみると、林地

保全を櫨 とす騨 一の轍 があ・て、 そこには ・林地の縮小は…それゆえ注意をひくに

はほとんどほど遠い・・と記されているのである.お そらくこのたびの会諷 ま、襯 酌 利

用への林地の転用がなにが しかの注意を引き始めている兆候である
。

林地醐 の問題は・長い1膿 地の都市的翻 への鯛 へ向けられてきた関心を理論的に

蟹 させた産物である・ しか しながら、 七地利用の転用は、都市と醂 の界面によ。て引

き起こされる唯『の問題でもなければ最 も轢 嫡 題でもない
.酬 経営の方法、とりわ

け木材収穫 に関わるそれは・近傍の都市住民に大きなインパクトを与えてし、る諸 肺 イ掘

の自然景観の改造と同様・空気 水、騒音公害力・都市に住む者の関心事とな。ている.森

林糖 者は大人・に近接 している鰈 としての相互関係鑛 用に直面 している
.地 方自治

体は纖 の都市醗 が行われるような贓 へとその纖 を拡大し
、郡は甜 寸と同じ皺 に

都市を渤 て・・るのに鮒 く・いずれの型の地緻 府にと・ても都市と林地のこうした混

合が・公的サービスの供給や齷 課税の問題に加えて新たな抛 利用規繃 題を生み出し

ている。

書肺 と森林の界面の経済的・政黼 、彳土会的舳 お よびさまざま鯛 面の持っ含意二、つ

いては、このシンポジウムで他の参加者が深く吟味するであろう
。私に与えられた役割は

法的・憲齣 側面を論 じることである.以 下、地方、州漣 瀦 レベルにおける政府σ)行

為の憲法魄 礎・瀰 の行為の憲蘭 制限
、政府の行為のその他の制限 および政府}、存

する離 について吟味するつもりである.州 と齢 に存する轍 について述べるにあ的 、

私はワシントン・ オレゴン・カリフォ・レニアに鯆 をあてるつもりである
。灘 家の役割

の技術擲 分をこのように果たしてしま・たとき
、私は2っ の幅広い政鄭 題 を述べるで

あろう。この問題は私に与えられた任務を越えたところまで私を導くかも知れないけれど

も・法学の仕事の 鄂 であると私の 主張 している哲学的機能の表現を瞞 旨にしてくれるで

あろう・私の論 じる政黼 題は 政府行為が都市と森林の界面に存在するかもしれな、
、問

題に対処する 正・で適切なものであるかどうか、あるいはいかなる職 で適切なもの とな り

うるか、そ して政府の行為が正当化される範囲、政府のレベル、および任務にとって最も

適切な方法は何かということである。
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政府行為の憲法的基礎

連邦、州、[州 より下位の]地 方政府は都市と森林のt地 利用を規制、ないし影響をお

よぼすため、連邦及び州憲法にもとつく広範な権限を持っている。商業条項(第 卜8-3条)

、財産条項(第i-8-17条 、第rV-3-2条)、 一般厚生条項と課税および攴出権能(第1-8-

1条)が 組合わさって連邦政府にほとんど無限の規制権能を与えている
。州の政策の権能は、

連邦の権能を列挙することと、行使することの両方によって制限されるけれども、 とりわ

け土地利用規制の領域において、広範である。(ヒ 地利用規制はユークリッ ド ト:llclid対

アンブラー細bler不 動産,272U.S.365巨926】 における最高裁の判決[以.ド 、 たんにユ

ークリヅド判決と呼ぶ=訳 註]以 後、州及び地方政府の規制権能(警 察権能)の 重要な.・・

部となっている。)地 方政府は、州からその憲法的権限を引き出しているのであるが、同

様に、 土地利用の規制の権限に対する制限をほとんどうけていないのが一般的である。連

邦、州、地方政府はともに、都市と森林の界面にかかわる問題を規制する能力が、憲法に

よって是認され る権限の欠如に依って重大な制限を受けるということは皆無である。もち

ろん、現存する規制にっいての議論が表だってなされるであろうとき、憲法によって是認

される権限の存在は、かならず しも政府にその権限を行使することを求めるものではない,

それだか らといってアメリカの諸政府は自由にそれぞれ可能な規制目的を追求すること

もできなければ、 それぞれの受け入れ可能な規制の方法を採用する自由もない。合衆国憲

法の第5次 改正は、 しかるべ きデュー ・プロセスを欠く財産の剥奪を禁 じ、私的財産が公

共目的に供される場合、正当に補償することを求めている。後者の制約にっいての最高裁

の解釈は、影響を受ける財産権への部分的な規制のインパク トのア ドホックな評価にっい

て、政府の規制権能と強制収用権能を区別することから引き出された。(ペ ンシルバニア

石炭会社 対 メィホン凹ahon,260U.S.393[19221お よびペ ンPenn中央運輸会社 対 ニュー

ヨーク市,98Sup.2646【19781を みよ。)最 近の50年 閲において法廷は収用条項(taklng

sclause)が 私的財産の政府 による規制に重大な制限を課 しているとみなしたことがない。

デュー ・プロセスの要請は、けっして調整の目標を制限するものではない。というより、

それは政府が憲法的、法制的、行政的な手続の規則 に従うことを求める。

規制行為の実体的目的は、言論と宗教の自由の保障条項の第1次 改正、および平等の保

護条項の第14次 改正によって制限されている。第1.4次 改正は、デュー ・プロセスと平

等保護条項の双方を通 じ、州に手続的な制限を課し、第1次 改正法の実体的な制限が連邦
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政府 と同様州にも適州 されることを保証した。(平 等保護と第1次 改正問題の議論にっい

てはメリアム1981を 、デュー ・プロセス問題の議論にっいてはスミス1981を みよ
。)

連邦や州の憲法が政府の権能を制限 してきた重要な経緯を無視することは大きな誤 りとな

ろうが、にもかかわらず、土地利用規制や森林経営に従事した全ての者によって真剣に考

えられた政策選択の領域の範囲内において、憲法的法は政府行為を最も熱心に擁護する者

にとってさえ、ほとんど障害 とな らない。 どんな政策的立場を擁護する者であっても
、彼

らの政策目標を追求する手段として、憲法改正の提案あるいは憲法の再解釈の模索を行う

かもしれないのはもちろんのことである。

憲法的問題は私的集団や個人に関係する行政の権能の定義 に限定されない。諸政府の権

能の相互関係はすぐれて憲法的問題であり、 レーガン政府の 「新連邦主義」の提案によっ

て刺激 された議論の文脈 に於 て、今日とりわけ重要になっている。(「 連邦主義と環境」、

量2ENV.LAW桐119821を 見よ。)州 は最高裁が初めてゾーニングを政策的権能の合法的行

使であると認めて以来、土地利用規制の中心的役割を果たしている(ユ ークリッド判決) 。

連邦政府が憲法上、土地利用規制権限の一部または相当部分の先買権を主張できるかどう

かということがしばしば議論される問題であるけれども、議会が国 〔レベル]の 土地利用

規制を法制化できないでいるので、法廷はこれを判断する機会が無い。このことは連邦政

府が土地利用に殆ど影響を持たないことを意味せず、それはとりわけ、その重大な部分が

連邦政府によって所有され、憲法の財産条項に従って管理 されているような林地において

はいえることである。商業及び一般厚生条項、課税及び支出条項に従ってもやはり、連邦

政府は多くの土地利用を間接的に規制 している。

連邦政府の権限が広範なものであり、かっ拡張可能であるという最近4e年 間の最高裁の

決定によって明らかであるにも関わらず、連邦と州政府の権能の間に引かれる線は、憲法

上明確 に定義されていない。 一定の権能の行使を政府の単一一の レベルに制限するように憲

法を解釈する度合、あるいは実際L、 単一の権威、連邦の権能の拡大が必要とされる程度

は、必然的に州の権能の縮小を意味する(連 邦政府と州政府の権能の分配は
、僅かな権能

は連邦政府に対 し排他的であ り、多くの権能は連邦や州政府と並存し、 さらに、[憲 法に

よって]連 邦に委任されないような権能は州によって留保されるという考えに基づいてい

る。並存する権能に関 しては、連邦政府の行為は先買権法理の下でその地域でのそれ以 上二

の州の行為を第VI条の至上権条項に基づき排除 してもさしっかえない)。 例えば、 もし仮

に議会が国家土地利用規制法を採択するならば、州および地方の土地利用規制権能の潜在

一151一



的範囲は連邦政府によ・て襁 される権能に比例して減少させ られるであろう
。たしかに

連邦の抛 利用欄 に反対する者;ま、連邦法を鰍 に反するものとして賺 を申 し立てる

ことができようが・しか し漣 邦の権臼旨についての鞴 裁の納 蠏 釈の変イ匕がなければ、

運邦 抛 棚 琺 が鰍 違反とみられると考える理由はほとんどないで扮 う
.ニ ュ_.デ

ィール以降の何 十年間の経験が、州の権能の犠牲による連邦の権能の膨張が不可避である

と教えているであろうにもかかわ らず、 レーガ ン政府の小さな政府(anU-biggovern旧ent

)の傾向は、連邦主義の問題が憲法 上というよりもはるかに政治的な問題であることを明ら

かにするはずである。非常に多くの政府の権能が連邦と州政府に分け与えられているので
、

連邦の先買勸`な ければ・潜在的な州の贓 の醐 は漣 邦の憲法上の贓 が現実に行使

されるであろう、連邦 レベルでの政策的決定の機能にかな りの程度及ぶ
。

連邦 と州政府の相対的権能をめ ぐるコンフリクトのある領域は
、都市と森林の界面 にと

ってとりわけ重要である。州や地方政府の中には
、連邦の司法権に従う連邦有地において

土地利用規制を課す権限を主張 しているものもある。連邦当局(authoritie5)は 、憲法IV条

の財産条項のもとでは連邦有地にっいて排他的管理権限を有すると主張することにより
、

対応 している。さらに、連邦当局(officia[s)は 連邦有地に隣接 した私有地にっいても
、イ

れ らの私有地の利用が連邦の管理賈任を全うするための能力に影響をおよぼさない程度に

制隈された権限を主張している。それゆえ、州は連邦政府が私有地に対する伝統的な土地

管理権限の拡大を追求している一方で、連邦有地に対する彼 らの伝統的 土地規制権限の拡

大を追求しようとしている。

州が連邦有地における一定の行為にっいて、州の市民法や刑法 による司法權をもっとい

うことにはこれまでいかなる疑問も持たれていない
。伝統的に、州は連邦、州、あるいは

私有地 において野生生物を規制しており、 そして、 いくっかの連邦の野生生物規制にかか

わらず、州はそうした権限を行使 し続けている。 しか し、連邦有地に対する伝統的な土地

利用規制を拡大する能力を州がもっかどうかは、はるかに不確実である。最高裁はこうい

っている:「 同意もしくは譲渡な しに(la」bsentconsentorcessions>… 州は疑いもな

く連邦有地における司法権をそのテリトリーの範囲内で保持 しているけれど
、議会はこれ

らの七地を財産条項にしたが った立法を制定する権能をそれに等 しくたしかに保持してい

るJ(Kleppe対 阿e冒Hexico,426U.S.529,543【19761)と 。議会が財産条項にしたがっ

て行動すると、至上権条項によりすべての一致 しない州の規制が連邦の権限の行使に対し

譲歩することが必要となる。たいていの土地利用規制はまさにどんな連邦有地の管理問題
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に対しても中心的であるような問題を扱・ているので洲 の連鮪 地にお`ナる
.抛 楜 規

制権限はかなりの鰯 について先購 を搬 されるであろう・と棚 らかになるであろう
。

同時に・州の非連鮪 地における権限は、そ妨 の非連鮪 地を連鮪 地},お ける管願

髄 全うするために規制する・とにつ・・て連邦政府が勳 る必谿 の欟,か か栃 ず制

限されるであろう。

非常砿 範な鰍 的パラメータの範囲敵 於て漣 邦と州政府はともに者肺 と森林の界

面 における抛 の配齔 髀 に対する多くの異なった接近を追求することができる
。すべ

ての政府は私権の憲法による保護によって 一定限度の制約を受け
、州や地方政府は連邦の

介入の程度を決定する連邦 レベルの政策決定によって憲法的制約を受ける
.憲 法は政府の

抛 利用決定に関する権限の範囲や相対的分配を定義するのにより大き緞 割を果 たすよ

うに改正または解釈されるべきであるという議論がなされるかもしれない
。私的憲法的権

利は私有地の利用についての政府の干渉か ら舳 であるという議論もあるし
、私蝿 法的

権利はそのような介入を必要とするという議論もある
。同様に、これ とは別に、連邦シス

テムの政府間の欟 の割当に関する灘 の役割をより大きく認めるよう蠣 論がある
.し

か しながら、関連した憲法の条項にっいて存在する理解は政府に広い範囲の選択を留保1
.、

ている。以下の項では、連邦や州政府がこれらの選択をどの様に追求しているかをみるこ

とにする。

都市と森林の界面における連邦の権限

連邦政府が、都市開発に影響を持ち、あるいは都市開発によって影響を受けるような林

地をどの程度所有するかに、連邦政府は大 きな役割を果たしている
。森林局ForestServi

ceや 国七管理省BureauofLandManage田entは 関心の対象 となるであろう林地の管理権限

をもっ2っ の主要な連邦部局である。両部局は、公共政策目的やそれらの目的のために採

用すべ き手続を定める一連の法令に したが って機能する。森林局は、何1一年にわたり1897

年躰 法0・g・・i・A・t・f1897(旦6U ・S・C・§§473-81)に したがって機能 していたが
、現在、

多目的利用'保 続的生産法H・ltiple-Use,S・ ・t・ined-Y正・ldA,t。f1960(16U .S.C.§ §5

28-3Dお よび、森林原野更新可能資源計画法Forestand配angelandRenewableResour
c

es円anningActof旦974に よって規制されている。この うち後者は国有林管理法NaUo
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nalForest鬥allage皿entActofl976(16U.S.[1.§ §1601etseq .)に よ って改 【Eされ た。

これ らの 法令 が ・体 とな って、 国有 林が管 理 され るべ き、 そ して、 許 され る選 挨肢 の中 か

ら困 難な選 択 を行 うの に用 い られ るべ き過 程の 目的(都 市 開発 を含 まな い)を 定め てい る。

国 ヒ管 理 省は、1946年 の1)epartmentoflnterior6raねngserviceお よびGeneraiLandD

fficoの 合 併 によ り形成 され た もので あ るが、TayiorGrazingAct(43U .S.C.§ §315et

soq.)の 適 用を 受 け、 さ らによ り1重要 なの は、 連邦 ヒ地 政策 管理 法Federal【.期dPolicy

and惚nage田enLActof1976(4コLS.C,§ §1701-82)の 支配 ドにあ ると い うこ とであ る。

後者 の法 令 は、森 林局 のガ イ ドラ イ ンとな って いる もの とほ とん ど同 様な 多 凵的利 用政 策

を定 め てい る。 しか しなが ら、 国t管 理 省の1=地 お よび その歴 史 的利月1は 国有 林地natio

nalforestlandsで 生 じる それ とは非 常 に異な っ た利用 配 分を 指令 してい る。 都 市地 域 の

連 邦有 林 地の うち 少な い部 分は 自然 公園局 国aUonalParkSevlceお よび野 生生 物局Fis

handh:11dhfeSeviceに よっ て管理 され て いる。

都 市林地 にお け る連邦 の権 限の 最 も重要 な側 面は、 連 邦 自身が 所有 して いる ことを 別 に

す れば、 適 用 され る法令 が非 常に慣 習 的なi二地 利用 を排 除す る よ うな 許 容 され る利 用 の範

囲 を定 めて い るこ とであ る。 レク リェ ーシ ョ ンや都 市地域 の オー プ ンスベ ー スに たい する

比較 的最 近 の需 要 とい った例外 を除 き、 連 邦有地 は都 市的 目 的 と考 えら れる よ うな こ との

ため に管 理 する こ とはで きな い。 これ によ り都 市と森 林の 界 面が ・方 の側 で は目 に兒 える

樹 木 の壁 とな り、 他 方で は都 市開発 の壁 と なる とい うケー ス もあ る。 も ちろ ん、 都 市地 域

と林地 の関 係 は樹 林を 建物 や アス ファル トか ら隔 て る境界 と い うよ りも複 雑な もの であ る

けれ ど、 連 邦 土地 管理 の限定 され た利 用 と いうこの 側 面は、 連 邦有 林 と都 市開発 の影 響 す

る分野 にお け る政 策選択 の 重要な 制約 で あ る。 連邦 所有 の制 約 は都 市 と森林 の界 面の 分野

にお ける政 策決 定 に とって中 心的 な問 題で はな い とい うこ とを強 調 す るため に、2っ の条

件が 付 け加 え られ るべ きであ ろ う。1っ は、 連 邦政府 が 連邦 有地 を 民有 地に す るため のい

くっ か の法 令q61」.S.C.§516,§485と 佃U.S.C.§17且6)に 基 づ く権限 を有 してお り、

内務 省庁 官 の ワッ トが 強 調 してい るよ うに、 連邦 政府 も また 連邦 有地 を売 却 する権 限を 有

して い る(憲 法第W条 、3項 の2は 議会 に 「合衆 国の 所有 す る領tそ の他 の財 産 につ いて、

すべ ての 必 要な規 則Ruleや 法規Reg口ationを 処 理 し、 作 る権利 を 与え てい る)。 もう1っ

は、 そ してお よ その とこ ろ非 常 に璽 要な のは、 連邦 の 都市地 域 な いも しくはそ の近辺 での

林 地所 有が 相 対的 に意義 が小 さ いと い うこ とで あ る。 これ らの 士二地 の 大部分 が私 的 に所有

され てい る。
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撫 が鮪 地や・州 また馳 方腑1・ よ・て所有されている抛 に第.義 的な関心を寄

せるという.蟆 は識 々が連邦が自舶 身の.t地を髀 している連辮 ゴ地礁 視できる
と

いうことを鰍 しない・迎邦珊 は書肺 及び勲 棚 亅双方の対外的影響をさまざまに規制

することによ・て都市と酬 の界面につレ・て大きな役割を果たしている謙 林のf
、地利用

をとりたてて規制する連邦齢 は存在 しないけれども
、い くつかの連邦齢 が特定の彳犬況

に机'て 応用できるかもしれな… 国家環境政難 は、 ・燗 環境の質1・転 な影響を及

ぼすような連邦の彳偽 ・にたいし・環境影鼎 臙 舘(42U ,S.C.§ §432】,t,e, .)、

すなわち連邦の財政援贓 は承認 に依拠 し鰍 的開発や州 によ硼 発への適1rlが見出され

ている制約を要求する。 連邦大気浄化法thefederalCieanAirAct(42U
.S.C,§ §74

01etseq.)お よび水質汚染規制法the栂aterPollutionControlA
ct(33U.S.C.§ §夏25

1etseq.)は 森林の管理や収穫、そして木材生産物のマニュファクチュアによってひきお

こされるような汚染を含む汚染行為一般に広 く適用される
。 この2法 はたまたま発生 した

汚染行凝 規制するのみならず・ 「[大 気や]水 の汚染源の空間配置1。cati。,について(

この2法 が)行 使する影響力を通 じて土地開発パターンに多大な影響を与えるもの と期待

することができる」(マ ンデルカー月ande欺er .1976)。 オ レゴン、 ワシントン、およびカ

リフォルニア州では、国家沿岸地域管理法theNaUonalCoastalZone阿anagementAct

が都市贓 に餬 る林地利用`・影響を及ぼす重大な連邦の権限のもう1つ の根拠である(

16U.S.C.§ §1451etseq .)。 その他の連邦法はさらなる連邦の規制権限を提供 してい

るが、さしあたり国家政府は森林と都市の 七地利用を直接或は間接的に規制する実体的な

方法を有 しているというだけで1`分であろう。これ らの土地に対するいかなる包括的な土

地管理緬 も・この広範な連邦の権限を認めるように策定されなければならな、、
。

都市と森林の界面における州と地方政府の権限

州や地方政府は土地利用規制に対する第一義的権限primaryauthDrityを 有 している
。

そのうえ、彼らは森林や都市の土地利用に影響を与えうるようなその他の現制擁能をも有

している。結局、彼 らは課税や支出権能を通 じて重要な影響をあたえることができるので

ある。以下は、カリフォルニア、オレゴン、ワシン トン州の関連 した法律の簡単な レビュ

ーである。
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カリフォルニア州

カ リフォルニアの」=地利用規制は、theGovernor'sOfflceofPlan百ningand馳searc

hが 長期的な土地利用目標および政策の形成、評価、更新 に従事 している(州 令Goゼt.C

ode§65035)に もかかわらず、大体地方政府の監督下にある。地方政府はそれらの法令の

中で土地開発の総合計両を開発することを求められる。 その計面はっぎの トピックを設定

するような領域elementを 含んでいなければならない:

運輸 ・流通、資源保全、オーペンスペース、耐震安全、騒音、景色のよいハイウェイs

cenichighways、 安全性、住宅(州 令GoゼtCode§653D2)

市や郡は、州の定めた計面の 「領城 」のあいまいな定義がco叩hanceの 評価を困難にし

ているにもかかわらず、 この地方計画に即 した用途地区規制を採用することが求められる。

都市周縁部の土地開発にとってとりわけ重要なのは分筆地図法theSubdiv正sionMapAct

であり、これは5な いしそれ以」:の区画を含んだ開発を規制する(Gov'tCode§ §55410-

499.58)。 しかしながら、地方政府は総合計画のほとんどの土地利用領域のもとで司法権

を逸脱 したextrajurisd正ctional影 響を考慮することを求められるわけではない。オープ

ンスベースの領域といえば政治的司法権の範囲で保存するpreserveこ とであると特定され

〔Gov'tCode§65302)、 また保全領域conservationeleロentは 水計画以外、他の[行 政]

テリトリー[の 計画,を 考慮する必要がない(GoゼtCode§65302d)。 地方政府間のいか

なる広域的調整も求め られない(Gov'tCode§65302a)し 、 またカリフォルニアは25の政

策審議会CouncilsofGoりer田entを もっにもかかわらず、それらは乏しい財政援助 しかうけ

ておらず、効果的な地域意思決定をおこな うための専門化と権限を欠いている。

カ リフォルニア森林施業法ForestPracUceAct(Pub.Res,Code§ §4511-4628)は 多く

の人にとってすべての州で採用されている森林施業法のうちで最も厳格で進歩的far-reac

hingな ものであると考えられている。この法律はすべての森林資源を保護することを意図

している。実現されている規制はほとんど木材収穫行為の規制に限定されているけれども、

保護すべき森林資源には、木材、 レクリェーション、野生生物 と漁業、そして流域を含ん

でいる。収穫に先だって、オペレータは土地の説明descrlption 、利用方法、そしてその他

の収穫データを含む木材収穫計画を提出しなければならない。この計画の承認に収穫が先

行することは許されず、いっ何時でも現地査察がおこなわれる。 この法律はクリスマスツ
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リーの収穫や燃材そして枯損 ・病害木を例外とするすべての非連邦有の公有
、私有地にっ

いて適用される。

カリフォルニア森林施業法のもとで、私的木材所有者は木材生産ゾーン(TPZ、Timber

P「od"ctionZ・ ・e)}・属する馳 では
、非林地に醐 する拗 の許可を糟 しな肋 離

らない・ω 転网が公益にかなう(2)転 用が木材の鰕 やオープンスペ_ス 地に悪影響を

及ぼさない(3)土 壌、傾斜地、および流域の状態が提案されている新しい用途に適合して

いる という場合にのみ、林野省DepLofForestry長 官 によって許可が認められるかも

しれない(K[・1・・1980)・3エ ーカー以.ドの転用はこの灘 の瀰1の 対象外である
.1973

年の麟 鰈 法の翻 に先立ち淋 地転用は再造林の制約条件を飃 す研 通の手段であ

った・それゆえこの新 しい許可システムの中'岫 姐 的は
、再造林の行われない場所で転

用が実際に起こっていることを確認することであった。

1976年・カリフォ・に アの立法府`ま森林税制改革法を採択したが
、 これは林地転換を促

進すると信じられていた伝統的な財産課税の側面を処理することによって
、林地の保続を

促進 しようとするものであった(G・v'tC・d・ §§5U・・-5115・).・ 鵬 度のそして最良の

利用」という評価尺度に基礎を置 く課税評価額を押し上げている侵食的な都市開発が進行

しっつあると認識されており、 こうした認識は収穫時点で課せ られるstumpagetaxの 採用

を導いている・森林税制改革法の中心的な特徴`姉 や郡がすべての林地ti、b,rl、,d,を そ

の司法権によってゾーニングするという条件である。私的.土地保有者landhoidersは 自分

の土地をTPZか ら除くように陳情するかもしれず、 また彼 らの土地をこのゾーンに含め

ることに公益性がないと主張するに違いない(Gon'tCode§51129a) 。 ただちにTpZか

ら除かれた土地は、当該区画のTPZに 指定されていた期間との課税の差額を州に支払 う

べく定められた補償額の評価にしたが う(GovPtCode§5U42a)
。TPZに 含まれる.t地

は10年 という期間の終わりにのみ再ゾーニングされうる
。地方政府のイニシアティブに

おける再ゾーニングの場合はその限 りでない。

1970年、カリフォルニアは国家環境政策法NEPAを モデル とした法制を採用した最初の州

となった・カリフオルニア環境質法th・C・lif・r・i・E・・i…me・t・IQII,htyA,tは 「地方

政府が実施を意図 しており、それが環境に重大な影饗を及ぼすかもしれないいかなる計画

projectJに たいしても地方政府による環境影響報告書を求めている(Pub .Res.Code§

§2!000-2n76)。 州の機関によって規制された私的行為に対 しこの法律を適用するカリフ

ォルニア最高裁判決(FriendsofHammoth対BoardofSupervisors ,500P.2d1360;囘

一157一



od正fied502P・2dlO4gl1972D以 後、1972年 の改・正により、公共機関によって実施 または

認可されるべく櫨 されたすべての繃 的d1・c・en・na・y計面にたし・して、嬾 影翻 鼎

の義務制約を拡張 した。この環境質法は、森林施業法の木材収穫計画が同 じ目的に資する

ものであるという前提によって、適用範囲から本材収穫行為をとくに除外している
。 しか

しなが ら、私的林地を他用途に転用する許可を交付するに先だって
、環境評価報告書が求

められるかも知れないということが表面化appearし ている。

オ レゴン州

多くの賞賛をうけ、規則的にチャレンジをうけている 「土地保全開発法」はオレゴン州

の州 レベルの計画システムの基礎である(§ §量97.005-430)。 この法律によって土地保全

・開発委員会theLandConservationandDe
yelo叩entCo皿 皿issionが 設けられる。この委

員会は土地利朋 標とガイドラインの公表に責骸 もち、地方腑 が公表された目標及び

.i二地利用規制手段proceduresに したが
って総合的な計画を開発するよう命 じる権限がある。

州 レベルの目標は、地方計画が指定すべきサブジェクトェ リアを定義し
、地方の用途規制

と総合的計画の変化がみたすべき最小限の基準を規定することをその目的としている
。こ

のシステムは、個別地点の決定がローカルに行われる一方で土地保全 ・開発委員会が広範

な政策決定をなすように計画される。個別地点の決定は土地利用擦訴委員会および州控訴

裁判所の レビューに従う。

目標4は 森林利用のための林地の保全を求める。 目標5は オープンスペースの保全と自

然景観資源の保護を規定する。これらの目標は、地方の総合計画が林地の保全すなわち、

木材および非木材両方の目的を規定することを求めており、 それゆえ、政策的な林地の都

市的利用への転用を制限している。目標14は 地方の総合計画が 「秩序ある効率的な農地

の都市的 土地利用への転用を規定 」すべきことを求め(LCDCl978) 、目標4お よび5が 、

林地転用を絶対的に禁止したものではないことを明らかにしている。林地に隣合った士二地

の利用が森林利用に悪影響をあたえる程度 まで、隣接地は有害な影響を最小化するように

用途指定されねばならない。実際、州の林野省Dept.ofFor .が、郡や地方計画機関のため

に、転用が許可されるべきか否かの決定を支援するための研究を行う
。林野省は林地を生

産性のスケールで1か ら5に ランクし、通常は、いかなる平均的(3)あ るいはベターな

(1ま たは2)ラ ンクの西オレゴン州の林地は現用途を継続することを勧告reco皿団endして
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いる。最終的な決定は、LCDCの 目標及びガイドラインに即 した[中 間段階の]決 定同様、

地方計画機関の責任である。

】971年、オレゴン州の立法機関は森林施業法制forestpracticesla冒 を改正し
、 あらゆ

る森林利用を考慮 した総合的な接近を規定 した(§ §527.6】0-.990)。 森林施業法theFo

restPracticesActは 再造林、林道建設、収穫、科学物質の使用che而caiapphcanon、

切り枝slashの 処理、および水質 ・流域保全に関する規則rulesや 規制regUlationsを 定

める権限を州森林省thestateBoardofForestryに 与えている。すべての非連邦有の私

的、公的に所有 される林地に適用される。木材のオベ レータオは商業的オペレーションの

前に州のフォレスターに届け出るよう求められ、今度は森林省がオペ レーターの従 うべ き

規則のコピーを送付する。しかしなが ら、 この法律は林地の転用にっいてのいかなる権限

をも明確に否定 しており、それゆえ、その問題をただ州の土地利用計画システムの枠内で

扱うにまかせている。林地転用にっいての森林省の唯 一の役割は、再造林の要件の免除を

求め られているような土地のケースにおける実際の転用の決定を行うことである(行 政法

§627-24-103)o

オ レゴンは、もはや立木にっいての従価税を採用 していない。西オレゴンにおいては、

6.5%の 伐採税severancetaxま たは収穫(yield)税 が林木が収穫された時点で賦課される

(§32L24719D。 東オ レゴンにおいては、税率は、すべての丸太にっいて、実際に伐採

されているか否かにかかわらず、 「即時伐採価値im皿ediateharvestva正ue」 の5%で あ

る(§ §a21.405-.520)。 伐採税的接近は、伝統的な財産課税法によって引き起こされる

と信 じられている負のインセ ンティブを取り除 く努力の中で採用された。林地はそのよう

な財産課税の目的に沿 うものとして指定designateさ れ、それゆえ都市周縁地域において

課税額を押しヒげるであろう、最高最善利用評価highestandbestuseassess皿entを 回

避するかもしれない。林地として分類される財産は、 もし林地としての分類がな くなった

とすると、そしてそのとき、なにが しかの追加的な税金の支払を しなければならない
。

1979年、 オレゴン州の立法機関は 「林地管理法theWoodlandManage囎 冂tAct丿 を可決

し、林地の維持のための投資を促進 し、従価税のもたらす負のインセンティブを減殺する

よう図った(§ §526.450-457)。 この法律は立木の成長期間中の課税猶予を規定 し、若い

林分においては信用creditを 供与prov重deし 成熟林分においては収穫を促すような計画を

推進 し、私有地の伐開地Cutoverlandsな いしは非生産的土地における新植を推進し、そ

して林地の継続的な生産を保障することにより公益を保護す ることを意図している。林木
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種 子銀行aforesttreeseedbankの 規定を除けば、この法律はなにをおいても小覘模な

私的 士二地所有者による林地管理の経済的インセ ンティブを学えるための課税基準taxmea

sureで ある。伐開地あるいは非生産的土地を商業的木材生産林分を生み出すよう転用する

io～500エ ーカーの所有者に対 し、10%の 州の所得税credltが'チ えられる。

ワシントン州

ワシントンの州法のもとでは、市や郡は総合計画を開発する権限を授与されているけれ

ども、そうすることを求められてはいない。立法機関の数多くの努力にも関わらず、州単

位の総合的な計画システムがワシントン州には存在 しない。1977年 の法案がオレゴン州に

類した土地保全 ・開発委員会を設置するところであったが(s.Bill65〕 、立法府は必要な

賛成票を得なかった。それゆえワシントン州の総合計画はStandardZoningEnablingAc

し(標 準ゾーニング授権法)の 規定 に従 っており、そしてこの標準ゾーニング授権法は総

合計画と現存するゾーニング条例の政策 とを同等に扱っている(Kozesnlk対 門ontgomery

Townshlp,131A.2dliN.J,1957】)。

】974年の ワシントン森林施業法(ForestPracticesAct)は 政治的利益間の妥協を記述

している(§ §76.09.OlO-.935)。 行政的には、漁業狩猟省(Depts .ofFisherlesand

Game)か らのインプッ トとともに、エコロジー ・天然資源省(Depts.ofEcologya耐N

aturalResources)の 管轄下にある。規制の構造は 異なるタイプの行為に対し異なる行

政の対応を規定する階層化システムに基づいている。行為のあらゆる階層は規制にしたが

うことが求められるけれども、森林管理者operatorた ちが臼分の裁量によって進める場合

もあれば、許可や環境影響評価報告書すら求められる場合もある。この法律はあらゆる私

有林地に適用され、天然資源省には現地査察の権限が与えられている。

森林施業法の第一義的な目的は冉造林の推進である。それゆえ、許可を申請 しなければ

ならないような森林管理者は、収穫の後に土地を非商業的な木材利用に転換する意思があ

るかどうかを申告することが求め られる。収穫後、土地所有者は3年 以内での実際の転用

ないしは冉造林を進めることが求められるであろう。 しか しながら、.土地が商業的な木材

林分を維持できないか、あるいは、10年 以内に都市的用途に転用されるとみこまれるも

のとして諸規制によって位撒づけられているような場合には、再造林は求め られないかも

しれない。あるエ リアが木材利用から転用される見込みがあるとする州の決定は、そのエ
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ワアの 地 方緲 計 齔 整 合せ ねば な らな い(§73 .・9.・70).転 用が 起 こ るであ ろ う紳 請

者が.搬 す るよ うな すべ ての 駘 にお レ・て、地 方の ゾ ーニ ング 当局 は 対象 に対 す る轆 を

有 し・ 許 可 は州 に よって は出 され な いカ・も しれ な い
.こ の 法律 は 天然資 瀦 を 含む すべ て

の利 益団 体 によ る・鮒 鰈 嚇 劑 董会th・F・ ・estPractice・ApP・ 、iお。a,dへ の控 訴 に

つい て規定 して いる(§76.D9 .22018ia)。

ワ シ ン トン州 の 星971年 森林 課税 法 は、 林地 が 「第 一義的 に 木材 の成 長 と収穫 に貢献 しそ

の ため に利 用 され てい る ・20h・以 上の 地域tractで あ るな らば、 醐 価値 よ りも その現 状

利用 で林 地 の評 価を行 う旨規定 して いる(§84.33.100[ID。 .f二地 は質 、 ア クセ ス 容易 度、

地形、 お よ びそ れに伴 っ て変化 す る評価 に基づ いて 段階 分 け され る
。 土地所 有 者landown

erは 彼 らの土 地が 林地 と して区分 され るよ う陳情 す るか も知 れ な いし
、 税額 査定 人assess

orは 土 地 を階層 区 分か ら除外 す るよ う陳 情す るか も しれ な い
。 再 区分 され た土地 は、 以前

に評価 され た価 値 と現在 市場 価値 と の差 額 に、 当該地 が最 大10年 間 まで の差別 的 な評価 に

よ って 利益 を得 た年 数を 乗 じた もの に基 づい た、異 な る課 税 に従 う。

オー プ ンスペ ー ス課税 法th・OP・ ・SpaceT…ti・ ・A・tで は、5～20エ ー カ_の 農 家林r、

r口woodlotsは 「農場 お よび農 用地far皿andagriculturalland」 と して
、 ま たよ り広 い

部 分 は 「林 地ti曲edand」 と して分 類 され るか も しれ な い(§ §84 .34.210-.250)。

ワ シ ン トン州 の法 制は ま た、 市、 郡 、 も しくは非 営 利 自然 保護 団体nonprofitnature

conservanciesに 林地 開 発権 の購 入の 権限 を も与 えて いる。 郡は 郡 レベル の財 産課 税の 徴

収 に基 づ く保 全未 来基 金aconservaUonfuturesfundを 設 立 す る権 限 を有 す る。 この計

画の 実施 は地 方政 府の 裁量 に よる。

ワシ ン トン州 環境 政策 法the騨ashingtonEnviron皿e冂talPolicyActは 州の 機 関や地 方

政 府が、 す べ ての 「重 大な行 為 」に っい て、adverseな 環境 効果 を 現状 利用 を超 え るこ とに

よっ ても た らす程 度 を考 慮す る よ う求 め てい る。 ワ シン トン州最 高裁 は行 政機 関 によ る私

的行 為 に対 する許 可証 な い しはそ の他 の権 利証 明の 発 行issuanceに 、法 に基 づ くreviewが

求め られる ことを 認定hoidし た(EastlakeCo皿 固.Comcil対RoanokeAssn .Inc..513P.

2d3611973D・ 願 影響 評価 報鰭}ま 、 環境 に与 え る影響 とよ り良 い行 為の 方途 に加 えて、

あ らゆ る非 可逆 的な 資 源のco団 罔itmentsに っ い ても 記述 す るよ う求め られて い る。
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都市と森林の界面において我々は何をなすべきか?

前の節で腱 邦 レベルおよび3っ の酪 の州}・存在する灘 の多くについて
、 そ耡 ・都

市周縁部の森欟 源の配分躙 係する面をみてきた.特 定のjuri、di、h。貞の法については

より多くのことをいうことができる・例えば、地方政府の抛 利雕 限贓 トラス 琺 制

によって制限されるし、反 トラス トの挑戦challengesに 対する地方政府の従属義務は
、今

度は、政治的免疫の原則doctrinesofgovern旧entali厠munlty(ネ ター1981
,ボ ッセル

マン198Dに よ・て制限をうける・これらの瀧 する法的問題の騰 さはそれぞれの関心

分野inte「est・を徹 する灘 家の創造性によ・てのみ緩和される
.道 路や水道や下糟 。、

ような資本資源の投資にっいての決定を通 じ
、地方政府は土地開発に重大な影響をもって

いる。もっともこのような方法によって成長を制限する権能abHityは いくっかの憲法的

制限に したがうかもしれないけれど。実際のところ、政府支出、課税、規制のおのおのの

面は公的'私 的 抛 朋1決 定にし・くつかの方法で影翫 ているかもしれない
.こ の課題に

ついての論考treatiseは 、 これらの問題すべて、及びここまで議論 してきたトピックスに

っいてより深 く調査することが必要とされるだろう。 しか しなが ら、本章の目的にとって.

齣0鰍 的髄 の灘 さの説明な らびにこれから述べる政策の飜 のためのコンテクス

トを与えるためにはこれまでのサーベイで十分であろう
。

我々は、限られた世界の中で希少な資源を配分し分配するという仕事を避けることがで

きない・諸社会・・ci・ti・・は諸メカニズムの果合・・ass・r・ent。f、ech、,i,,、を採肌 て

いるけれども、その結果は社会の全ての成員にとって決して満足の行 くものではない
。満

足 している散 とって問題は黻 し、その他の者にと・ては残。ている.し か し不瀧 の

ままでいる者にとって・この問題の本質における微妙ではあるが顛 媛 化、hiftが 起こ

っている。問題はもはや資源の配分や分配の社会的機構を見いだすことではない
。問題は、

選ばれた機構がすべての個人の価{醐 を満たすような資源の配分や頒 己をもたらしていな

いことにある。不満を持っている人々は彼らが個々にとってより満足の行 く結果を生み出

すように、現存の社会機構を改善ないしは、別の物に置き換えようとするだろう。ある種

のnatureの 神話的な状態を除いて、我々には資源の配分や分配の問題を理論的に述べる真

の機会が決 してなかった。我々は常に現存する社会機構や現存する資源の配分や分配の文

脈のなかでこの問題を論 じなければならない。

政治的組織の理想形態としての民主主義を保持 し、さらに政府が個人の必要や欲求を満
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たしているかどうかを監視 しているような社会において歌 況や環境が個人にと
。ての問

題としてで臆 く・社会 にと・ての問題 として言己述されること鷹 くに飢 ない
.こ の問

題q"esUonは つねに・ 「われわれ ・が ・われわれ・の問題 についてf可をなすべ きか という

問題・'oblemで あり・個人i・di・id・alにとっての問題ではなく
、社会、6,i,tyに と。ての

問題・「。ble・なのである・民抽 な政府}訟 益P・bli・mt・ ・e・t`・靴 するものとして存

在するものであ・て一 固人個人の利益に靴 するものではなく
、それゆえ政府か ら行動を

引き出そうとする際・我々は個人的で1まなく集黝 ・・nectiveな 問題に訴えねばならな、、
。

政府が我々をどう処遇treatす るかにっいて関心を持っ政治家や個人 として
、処置acUorl

峨 々の望むものであるならば・我々1ま問題を餬 に処理することができる
.し カ・し学者

としての我々の第一の仕事は物理的、社会的な リアリティーを理解することである。ひと

たびそれをな しとげれば識 々は黼 の鰍 に当た・て人々にア ドバイスする立嫐 、ある

ことになろう。我々がもし、ある問題が存在し、それに対するoutco田eが 評価 されるよう

な基獅 髄 襯]に 関連することによ・てのみ觸 夬されることを記憶するな らば
、我々

は他人に指導されることもなければ指導することもなく
、 さまようであろう。

都市と斜 の界面 をめぐる状況は、・・{一ト・ヒーリー紀。b・・UI・alyお よび、その他

の謙 参加者のそれぞれの聾 願 献}・よ・て枌 に描かれている
.濮 ヒ利、的な問題で

あった多くの物事を、かな りの部分社会的な問題 としてと してみることの結果であると信

じているこうした状況の法的次元 にっいて私は要約している。林地保全や丸太収穫の外部

的覿 の 「問題・を扱う法制が近鱗 生 したにも関わらず一 髄 する灘 のほとんどは政

治的圧力に反応した多くの政府の産物である。 土地利用、森林施業、環境、税の各法とい

うsubjectheadsの もとで私が論 じている法律の複雑さに我々は直面している
。これらの

法律は政府のいくっかのレベルにおける当局の集合によってadministerさ れる
。それぞれ

の法律の明確な目的が賞賛に値すると判・たとしても、我・の都市林地に対する胸 に'チ

えるそ うした法律それぞれの影響や結合された影響は、かな りの程度心 もとないものであ

る。

特定の土地所有者の、 その土地利用にっいての決定は以 下の法律の組合せによってどの

ように制約を受 けるであろうか。所有者の郡の総合計画は彼の土地分画を生産林としてゾ

ーニングされる地域に含めている
。郡は、彼の土地が排他的に木材生産のみを行うとはゾ

ーニングしていないけれど
、州の土地利用法制は、公益によって差異が正当化されない限

り、郡のゾーニングが総合計画に即応することを規定 している
。付近の都市は近年、同 じ

一163一



総合緬0脂 定d・・ig・・t・する嬲[縅 に対してその 圷 樋 システムを撒 している
。

しかし・その開発については・総合緬 の適用に勉 ・て同意が験 られていた
.州 の森

林鰈 法は都・抛 域における木材収穫に鰍 蜊 縦 課してお り
、収穫の・詳から2・1,以内

の艦 林を命 じている・ クリスマスツ・丿一の'腱 融 麟 施鞦 の適聡 外となる
.馳

の転用にっいて斜 鰈 法`ままた・その醐 が地勍 総舗+画 に合致するか林業省がその

林地が欄 生産に不鞘 であると指定する聢 を行・ている駘 を除いて
、林地の他雕

への転用を禁止 している。州の環境政策法は大規模開発計画slgn重fica
ntdevelop皿entを

承認する州の当局が環境影觀'緬 報鰭 を提}」け るよう命 じているけれど
、木椒 穫につ

いては、同様の規定が森林施業法 に存在することから除外されている
。林地が森林以外の

」二地利用に転用 されるな らば差額税differedtaxの 支払が命 じられるとはいえ
、その林地

は醸 鮴 材生産地・…e・ci・1ti・ber1・・dと しての雕 喋 づレ・て課税することができ

る。州は木材の価値に基づき、収穫された木材の収穫税評価を行う
。その林地は国の野生

生物保護区・ati…1・ildhferef・g・ に贓 し、 また都市力・その水の供給の 一部を51い て

きている河川の上流に位置している。土地所有者の弁護士は所有者に州と連邦の憲法が私

.測 産を・1三当な補償なしに収用することを禁 じているとアドバ
イスするだろうけれど潮 、

廷は収用を黻 するものの議 につレ・てきわめて鞴 であるということを飜 している
。

このような仮想的なケースは複雑 になるだろうが
、都市周縁部の私有林地の配齷に関す

騨 一の決定に関係するかもしれなし・法律や法的な制度をサンプリングしているにすぎな

い。私的所有者はあらゆる関連法を前提に
、どうすれば彼の行為が彼の利益に最も奉仕す

るかという判断のもとに行動するであろう。それは容易な決定でもなければ、その結果を

高い確実髄 ともな・て 稽 することもできない.も ちろん、我・の法律は公益に靴 す

ると言う欲求に基づいて動機づけられているので、我々が公益に対する影響に対 して抱く

関心よりも、個々の上地所有者に対する影響に対する関心は低い
。 しか し我々の公的行為

actionsは それと同じ不確実性によって制約されているばか りか
、公益というものを定義

せねばならないという困難が付け加わっている。私的な意志決定者は少な くとも彼が何を

達成 したいかということにっいては判っている。

私的決定の配分的影響を改善するため、公有化或は私的所有の規制を通じての努力を我

々が増大させるとき、好ましい富の再分配を達成するため
、私的利益が州の権能を利厨す

る機会を我々は増大させる。実際、この見通 しprospectは 公的介入を拡張する主要な原因

である。そうした介入は..一般に資源配分の改善の名のもとになされるけれど
、特定の政府
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彳偽 の腑 粉 醐 鰥 は・鯲 分配的褓 よりもはるかに囎 である.商 業的栩 生産、

ためにゾーニングされた抛 の醗 の禁止の鰈 として社会がベ ターオフとなるかどうカ

を決定することは・実証的にも理言侖的に姻 難嫻 題である
.遠 くか ら木。を見る方が豸

々を見るよりも好 ましい人・にと・ては規闇亅の結果がベターオフである。とを瀧 する¢

ははるかに単純な問題である。

翻 淋 地の利用についての意志決定から政府を排除するべきだというつもりはない
.あ

る種の私的行為が社会に鮴 としての純縦 もたらす・とは疑いない肋 ど
、 そのような

鏃 が蹴 する舳 やそれについて我・が合黝 に予想できる・とをは
。きりと騾 する

ことが根本的瞳 要であると私}焔 じている
.辮 前、 リューベン・プランティ。院,、b,,

P正anticoと私はオレゴンの州総合システムのコンテクス トの中で
、抛 禾1亅用鵬 のため。

驪 を髏 するために経瀞 の王国に深く分け入った(ハ フマンとプランテ.コ
,1979)

私の艤 の許す敬 をはるかにこえて驪 な灘 を している繍 学者 に全酌 に負
。て、、

る我々の議論は・抛 利用規靴 言うもの弖姉 場の失敗を治癒するため
、資源の効率的な

醐 者 として緬 されるべきであると・・うものであ・た
.・ の灘 は、外部谿 亅、公畑 、

そしてフリーライダーといったな じみ深い領域を通 じて
、オレゴンの土地規制システムは

経済軅 の名のもとに正当化することがで きないという儲 に我 ・を導いた
.我 々の批

判にもかかわらずオレゴン州が考えを変えないことは私にと。ては驚 くにあたらない
。な

ぜなら・抛 利欟 制の勣 動機は効軸 な資源配分にはほとんど関係がなく
、 多くが富

の鮒 配に関わっていると信ずるからである.富 硝 分配するようなt聯1用 規制のケ_

スは明確にされるかもしれないけれど
、費用を支払 う人々に、自分の寫を他者に移転する

ことが公益に属するのだと説得することは困難であろう
。

都市と森林の界面における効輸 嬪 源配分を達成するための公的介入のケースを黼

成 しようという醐 は私にはなレ・・ある種の 抛 利用、おそらくレク リエ_シ 。ンある、、

は野生生物の生息、が市場が供給することのない公共財(外 部便益)で あるかもしれない

ことを指摘すれば+分 であろう・他の土地利用は、もし内部化されなけれ殿 なる贈 丙己

分を生み出すであろう大気や水の汚靴 し・う形での外繍 用を発生させるかもしれなレ
、。

しか しこれらの非効率性が存在するとしても、…存在する規制によって与えられる影響を

決定することを我々が避 けるか蜘 れないという事実からすると(?)_効 軸 な配分が
、

互いに動 りあい・横断的な規制の主導するシステムによ・て生み出されるとは思えない
。

起こるであろうことは・私的嫻 心が政渤 な黻 に於てそうした艦 髄 求させられ
、
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そこでは市場とは異なって、あなたがたは代償無 しでは何 も得ることができない
。

無償で何かを手に入れるという思想は私を憲法にっいて論 じ始めたところまで引き戻す
。

第5次 改正法theFifth舳endantの 収用条項は多くの政府当局者やすべての環境保護論者

によって、公益の追求に対する不幸な障害 として扱われている。 もし仮に私が それを全体

の厚生の向上に対する障害であると信 じるならば、それを避 けるための新 しく創造的な方

法を求め続けるよりもむ しろそれを取り除 くことを提案するであろう。我々は公共信託の

法理thepublictrustdoctrineの 基礎の上に、拡張 された警察権能を認めたり私權の侵

害を擁護するためのより近代的な接近を採用 したりすることができるけれど
、逃げ口上を

用いるよりは憲法を改正する方がより簡明であろう。 しか しながら、私はいずれの行動の

方向も間違いであると信ずる。第5次 改正法は、何が しかの助けを第4次(?原 文はthe

Fourteenth)か ら得ているのだが、 それは個々人の自ら定義した利益に奉仕することによ

って公益に奉仕するような資源配分への接近の憲法的土台である。正当な補償の規定の存

在そのものは、その改正法を起草した人々が、公的介入の必要oceasionの 存在を信 じてい

たと言う証拠である。 しか し、彼らは公が、彼らの収用したものに対する対価を支払わな

ければならないとも信 じていた。あなたがたが無償で何かを得たとき、あなたがたは人間

の決定の助けとなる相対的な価値の重要性を見積る能力を犠牲にする。

とくに木材生産の質的にす ぐれている所を除けば、林地が都市的利用に転用されること

は、必ずしも悪いことではない。ニューヨーク市のセントラルパークは家具生産のための

広葉樹の成長にはめったにない適地かもしれないけれど、それを樹木園に転用 したいとい

う人はほとんどいないであろう。シアトルが位置する土地はかって木に韆われていたけれ

ど、木を取り去ったことで社会がベターオフになったことは疑いない。 土地の最善の利用

というものはその利用に寄って利益を得る人々の評価する価値や、それらの利益を追求す

るための代替的な土地の利用 可能性に依存する。すべての森林 と市街をともに保持すれば

結構なことであろうが、我々は希少な資源の世界で選択しなければならない。そうした選

択の多くは個人が市場から得た価値の情報に基づいて行動することによってなされてきた

し、 またなされるべきである。公共の決定もまた求められるけれど、我々はなぜそれらが

要求され、また我々の問題を解決するために政府に余りに大きな信頼を置くのをためらわ

されるかにっいて明らかにしなければな らない。鴬にないしはしばしば、我々は市場の失

敗の修正のための規制という目的か ら出発し、政府の失敗の修正を意図 した規制の泥沼に

至るのである。
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都市の森林資源の配置にっいての政府の決定を我々が僖頼する程度については
、他の土

地利用規制にっいての我々の経験が参考になる。利用可能な制度的機構 には、公的な取得

acquisiロon、 規制、補助金、税法の操作、公共信託、TDR(transferabledevelopロe

ntrlghts譲 渡性開発権)そ してなお受容できるその他の接近を含む
。その法的な定義に

おいてそれぞれは異なっており、またそれぞれは専門的な知識が満たされるimple旧ented

ことを要求するけれども、こうした機構の全ては共通の目的を有 している
。すなわち土地

利用に関する私的決定をある程度の公的決定権能に置 き換えるという目的である。公的取

得とTDRシ ステムの違いは程度の差で しかない。前者の場合、取得される土地にっいて

のすべての決定は政府 によってなされることになっている。後者の場合、エ リア内の総計

どれだけの1:地が開発に供されるかを決定 し、開発が発生する許可された土地にっいての

私的団体にその土地[の 利用]を ゆだねる。根本的な価値[観]の 選択は
、どんなインプ

リメン トの機構が好まれるかにかかわらず、おのおのの公的決定にっいて同 じである
。

公共選択pubhcchoicesの 正当化の可能性は、主として政府の採用する意志決定過程の

関数であって、それらの決定の実施i叩lementingの ために用いられている機構の関数では

ない。アメリカのシステムにおいては、意志決定過程は我々の採用 している法制的亅egis!

ative、 司法的judiciaLそ して行政的administrative手 続および個々の決定が割り振 ら

れている政府の レベルの反映である。たいていの他の分野の政府の意志決定同様
、我々の

土地利用過租は公共の参加を保証assureす るように計画された機構による重荷を負ってい

るけれども、中心的な困難は、公共的決定が公益の範囲内にあることを常に保証 している

ことである。おのおのの土地利用の審議記録heari冂grecordを 満たす関心、悩み、 喜びと

いった昌葉で表現されるものに重きを置 くことは、我々の非常に洗練された実証的技法を

はるかに越えた作業である。社会の構成員の価値 〔観]の 築計というこの問題が与えられ

ると、地方政府は政府の レベルでないよりもしばしば皿oreoftenthannotthelevelof

govern叮ent、 非常に防御的な決定に達 し易い。 しか しなが ら、公的介入を正当化する条件

はまた、なんといっても連邦システムの どのレベルが公的土地利川に関する意志決定の目

的を最良に達成するかにっいて、我々の決定に情報を与える(パ フマン,1982)。

私の緒論的コメン トは私の技術的仕事を実現するにあたって、私がかなり哲学化 に従事

するであろうことを警告している。私の沈思黙考は.一・般的なおかっ抽象的であるけれども
、

それらはこのシンポジウムで述べ られているより田undaneな 問題に関係があり、璽要であ

るものと信ずる。都市と森林の界面の状況は近年公的議論の問題という段階statusを 達成
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するにとどま・ている・ この特定の贈 配分問題についての新鮮な出発へ・)兄通しを慨

働 瀞 が阻んでいるけれども・ まだ、[複 数の]価 値[剛 を反映させる時間や選択の

評価の機会が・ここ数柳 の」・地利用欄 の接近に棚 を合わせる以前に
、イ薤 している。

私の勧告するものはかなりの部分、法律的目的ではない一そしてより 一滴萌確に定義され

た目的ではない・ しか し・私の;田待臓 々がい獣 量にイ酵 してい砿 鮟 達が将来より

十分に仕事ができることである。
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付表 「6-11民有林野開墾面積

①農商務省統計表による。1町 未満切捨て

② 「焼畑 」は 「焼畑切替畑」の略

③1898年 以前および1926年 以降は統計表に記載がない

④1922年 の公有林野、社寺有林および私有林野には神奈川の分を含まない

⑤国有林野は1908年 から統計があるが、量的に無視できる(総 面積の跳程度)
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